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1. プロジェクトの概要 

 
1.1 業務の背景 

 ナイジェリアでは、人口の約 65％が農業関係の仕事で生計を立てており、農業は GDP の約 4
割を占める。ナイジェリア経済は近年 7％台の成長が続いているが、依然として国民の約 3 分の 2
にあたる 9000 万人以上が貧困層に区分され、その多くは農村部に暮らしている。このように貧困

を軽減するうえで農業分野、農村での取り組みが重要な課題となっている。 
 最近の人口増加と都市化に伴う食生活の変化により、コメの需要が増加しているが、コメの年

間消費量が約 500 万トンなのに対し、国内生産は 300 万トン前後にとどまると見られている。今

後 5 年間は、年間 150 万～200 万トンのコメを輸入し続ける必要があるという報告もある。この

ため、ナイジェリア政府は昨今の世界的な穀物価格高騰の経験と食料安全保障の観点も踏まえて、

コメの自給率向上を重要課題に位置づけている。 
 ナイジェリアはコメ生産量がアフリカで最も多い国であるが、コメ生産農家、コメ加工業者と

もに収穫後処理に関する認識や技術が不十分であり、不適切な乾燥と精米のため砕米率が高く、

また収穫・乾燥時に混入した小石が精米過程で除去できないなど、国産米の品質は概して低い。

このため、国産米の価格は安く、コメ生産拡大への意欲を低下させ、また収穫後損失率は 15～20％
に達し、生産・加工に携わる農民や農村部住民の所得向上の妨げになっている。精米処理技術の

改善による品質および処理能力の向上、消費者の嗜好にあったコメの製品化、国産米ブランド作

りなどを通じて輸入米に対する競争力を強化することは、コメの国内生産拡大を促し、自給率向

上と食料安全保障、およびコメ生産農家などの生計向上を通じた貧困削減に資するものである。 
 ナイジェリア政府は収穫後処理を国産米増産の最大のボトルネックと捉えており、州農業開発

プログラム（ADP）関係者、コメ生産者、コメ加工業者等を対象とする各種の研修の実施を通じ

て収穫後処理・マーケティングに関する国家食料保全庁（NFRA）職員、ADP 職員を対象とした

人材育成を推進するため、「コメ収穫後処理・マーケティング能力強化プロジェクト」（以下、「本

プロジェクト」という）の実施を我が国に要請した。 
 ナイジェリア政府は、2020 年までにナイジェリアを世界の 20 大国の一つにするという「ビジ

ョン 20:2020」を掲げ、経済成長と貧困削減の主要な原動力として農業を挙げている。農業分野で

は、農業近代化、特に収穫後損失率の低下に取り組むとしている。 
 一方、日本は 2008 年 5 月の第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）で発表した「アフリカ稲作

振興のための共同体」（Coalition for African Rice Development: CARD）において、中長期的な食料

問題の改善とともに農村地域の振興と貧困削減を目指して、サブサハラ・アフリカのコメ生産を

向こう 10 年間で倍増することを目標に掲げている。ナイジェリアはアフリカ最大のコメ生産国で

あると同時に同地域で最大の輸入国でもあり、CARDの支援対象国第1グループに選ばれている。

日本は CARD の取り組みを積極的に推進しており、本プロジェクトはナイジェリアにおける

CARD 推進の中核を成すものである。 
 こうした状況を踏まえ、JICA は 2010 年 8 月および 10 月に詳細計画策定調査を実施し、2011
年 3 月ナイジェリア農業農村開発省および国家食糧備蓄庁（NFRA）との間で協議議事録（Record 
of Discussions、以下「R/D」）を、NFRA1との間で付属議事録（以下「M/M」）を交わし、プロジェ

                                                        
1 NFRA は農産加工マーケティング局（APM: Department of Agricultural Processing and Marketing）へ改編されたの

ち、現在、アグリビジネス・マーケティング局（ABM: Department of Agri-business and Marketing Department）とな

っている。これ以降、ABM と表記する。 
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クトの実施を決定した。 
 
1.2 業務の目的・内容 

 本業務は、「コメ収穫後処理・マーケティング能力強化プロジェクト」に関し、当該プロジェク

トに関する R/D に基づき業務（活動）を実施することにより、期待される成果を発現し、プロジ

ェクトの目標を達成する。プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に

よって管理され、PDM はモニタリング・評価等の際に先方と合意の上必要に応じ随時改訂が可能

である。 
 PDM は第 3 回合同調整委員会（JCC）（2013 年 7 月）と第 5 回 JCC（2014 年 6 月）において改

訂されている。以下に、最後に改訂された PDM における上位目標、プロジェクト目標、成果、

活動を記載する。 
 
＜プロジェクト目標＞ 
プロジェクト対象地区において、流通する国産米の品質が向上する。 
 
【指標】 
1) プロジェクトの研修を受けた対象グループのうち、少なくとも 2.5％2のコメ流通業者がプロジ

ェクトで示された品質基準の等級 A レベル以上のコメを取り扱う。 
2) プロジェクト対象グループのコメ流通業者が取り扱うコメのうち、少なくとも 2.5％が品質基

準の等級 A レベルになる。 
 
＜上位目標＞ 
プロジェクト対象 2 州において、流通する国産米の品質が向上する。 
 
【指標】 
1) 対象州のコメ流通業者のうち、少なくとも 2.5％のコメ流通業者がプロジェクトで示された品

質基準の等級 A レベル以上のコメを取り扱う。 
 
＜成果と活動＞ 
成果 1 高品質国産米の流通を促進するための方策が特定される。 
1-1 コメの流通経路・量・価格動向を調査する。 
1-2 高品質国産米の潜在需要を含む市場ニーズを分析する。 
1-3 小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家の課題を特定する。 
1-4 高品質国産米の流通・収穫後損失率低減のための集荷・加工・マーケティング方法を考案す

る。 
1-5 金融機関と金融サービスに関する情報を収集する。 
 
成果 2 国産米の品質基準が開発・改善される。 
2-1 大規模精米業者の等級基準を調査する。 

                                                        
2 指標の目標値設定の根拠を、ロジャースの普及理論に求めた。この普及理論では普及率 2.5％を革新的技術採用

者から初期少数採用者への移行点としている。本プロジェクトはパイロット事業であり期間が限られていること

を考慮し、初期少数採用者への普及がはじまる段階までを目標とすることとなった。 
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2-2 コメ消費者の嗜好と小売業者の品質基準を調査する。 
2-3 小規模精米に適したパーボイルド米3の等級基準案を作成して検証する。 
 
成果 3 ADP 職員のマーケティング・経営、収穫後処理技術に係る研修実施能力が強化される。 
3-1 ADP 職員に対する研修計画を策定する。 
3-2 ADP 職員に対する研修のカリキュラム及び教材を作成する。 
3-3  ナサラワ州に機械・機材を備えたインキュベーションプラントを設置する。 
3-4 ナサラワ州 ADP の担当職員に対し、コメバリューチェーン、マーケティング、収穫後処理

技術、組織強化に関する研修を実施する。 
3-5 ナサラワ州 ADP の担当職員への研修の成果を確認し、研修計画を修正する。 
3-6 ナイジャ州に機械・機材を備えたインキュベーションプラントを設置する。 
3-7 ナイジャナ州 ADP の担当職員に対し、コメバリューチェーン、マーケティング、収穫後処

理技術、組織強化に関する研修を実施する。 
3-8  ナイジャ州 ADP の担当職員への研修の成果を確認し、研修計画を修正する。 
 
成果 4 小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者の収穫後処理、マーケ

ティング・経営能力が強化される。 
4-1 小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対する研修計画を策定す

る。 
4-2 研修のカリキュラム及び教材を作成する。 
4-3  ラフィアの小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対する研修を

実施する。 
4-4  ラフィアの早期技術採用者（イノベーター）に対して、技術、金融サービス情報、経営手法

について支援する。 
4-5 ビダの小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対する研修を実施

する。 
4-6 ビダの早期技術採用者（イノベーター）に対して、技術、金融サービス情報、経営手法につ

いて支援する。 
 
1.3 プロジェクトの枠組み 

 本プロジェクトの枠組みは、次ページの図 1 のとおりである。成果 1 と成果 2 は複数の調査や

研修結果、実験などの検証を通じて達成され、成果 3 と成果 4 は研修の実施やイノベーター支援

によって達成される。対象地域における国産米の品質の問題とその流通の問題を解決するために

実験や検証作業が繰り返し行われる。その結果に基づいて研修プログラム内容が検討され、実施

される。研修を受講した対象グループから改善技術を早期に採用する可能性のある者（イノベー

タ―）を対象に、品質改善技術や経営マーケッティングの支援を行い、プロジェクト目標の達成

を目指す。主なイノベーターの対象は、コメのバリューチェーン上でコメの価格形成とコメの品

質改善に影響を大きく及ぼす流通業者、または加工業者（パーボイル加工業者や精米業者）兼流

通業者である。 
 

                                                        
3 ここでは、パーボイル加工された精米のことを意味する。 
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成果 4：能力強化（研修・モニタリング） 
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のフィードバック 
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専門家    APM 
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成果 3：人材育成（研修と OJT） 

パーボイル加工業者 精米業者 

籾生産農家 

コメ生産農家 

モデルパーボイル 
加工業者 モデル精米業者 

目標：流通する国産米の品質向上と損失の低減 

：改善案を検証するためのモデル受益者（イノベーター） 

：モデルチェーン（品質を改善したコメの流れ） 

各種調査 

研修内容と高品質

米流通・損失低減

のための方策検討 

集荷・加工・マーケティング方法の検証 

機材供与、改良など 

改善方法の具体化 

流通業者 

モデル流通業者 

受益者研修 
イノベーター支援 

 

図 1-3-1 本プロジェクトの枠組み 

 
 
業務実施体制 

 本プロジェクトの相手先実施機関は、農業農村開発省アグリビジネス・マーケティング局

（ABM）である。プロジェクト実施にあたって、プロジェクト責任者、プロジェクト管理者、各

州の調整員（State Coordinator）、各専門分野のカウンターパートが配置された。 
 本プロジェクトの効果的な実施を促すために、意思決定機関である合同調整委員会（JCC: Joint 
Coordination Committee）が契約年度の開始時、評価調査実施時ならびに業務完了時に開催された。

また、JCC に加えて、必要に応じて関係者によるワークショップ4を開催した。ワークショップの

参加者は、プロジェクト管理者、各州の調整員、日本人専門家、技術スタッフ、関係機関の代表

者など、目的に応じて変更した。 
 
 

                                                        
4 振り返りワークショップおよび最終ワークショップ。 
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業務対象地域 

 本プロジェクトの対象地域は、ナサラワ州ラフィアとナイジャ州ビダである。 
 
業務対象グループ 

 対象地域のコメ農家、パーボイル加工業者、精米業者、流通業者を対象とした。 
 
業務の期間 

 本プロジェクトは下記の契約期間に期間に分けて実施された。 
・ 第 1 年次：2011 年 9 月～2013 年 4 月 
・ 第 2 年次：2013 年 5 月～2014 年 4 月 
・ 第 3 年次：2014 年 5 月～2016 年 5 月 
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2. プロジェクト活動   

以下に成果項目ごとに活動内容を述べる。プロジェクト活動の詳細計画と実績は添付資料にま

とめた。 
 
2.1 成果１「高品質国産米の流通を促進するための方策が特定される」 

  
活動 1-1「コメの流通経路・量・価格動向を調査する」 

 
1. コメの流通パターンと関係者の役割 

ナイジェリア国内 6 州でのコメの流通システム調査を行った結果5、特に本プロジェクト対象地

域を含むナサラワ州、ナイジャ州については、表 2-1-1 のようにコメのバリューチェーン関係者

の相互関係が浮かび上がった。 
 

表 2-1-1 コメのバリューチェーン関係者の相互関係 

対象州 番号 バリューチェーン関係者の連鎖パターン 占有率（%） 

ナサラワ 
1 精米業者とパーボイル加工業者がコメの流通業者に加工のサービスを提供 30 
2 パーボイル加工業者が精米業兼流通業者にパーボイル加工のサービスを提供 60 
3 精米業者がパーボイル加工業兼流通業者に精米加工のサービスを提供 10 

ナイジャ 

1 精米業者とパーボイル加工業者がコメの流通業者に加工のサービスを提供 30 
2 パーボイル加工業者が精米業兼流通業者にパーボイル加工のサービスを提供 40 
3 精米業者がパーボイル加工業兼流通業者に精米加工のサービスを提供 10 
4 精米業者がパーボイル加工業兼流通業者（稲作農家の妻）に精米加工のサービスを提供 10 

出所：RIPMAPP 2011「コメ流通現状調査」 
 
調査結果に見られるように、コメビジネスをめぐる関係者のつながり方は多様であるが、この

ような関係を読み解くと、コメの品質を改善する主体とその動機が見えてくる。上記 1、2、3（4
は 3 とほぼ同じ構図なので 3 に含めて考える）のバリューチェーン各主体にとって何がインセン

ティブになるかを分析、検討し、下表にまとめた。 
 

表 2-1-2 品質改善の主体とインセンティブの形 

関係者の連鎖パターン 
品質改善の主体者とインセンティブの形 

籾 パーボイル加工 精米 販売 

1 
精米業者とパーボイル加工業者がコメの

流通業者に加工のサービスを提供 

流→農 
庭先価格 

流→パ 
加工手数料 

流→精 
精米手数料 

流→市場 
販売価格 

2 
パーボイル加工業者が精米業兼流通業

者にパーボイル加工のサービスを提供 

流→農 
庭先価格 

流→パ 
加工手数料 

流＝精 
投資 

流→市場 
販売価格 

3 
精米業者がパーボイル加工業兼流通業

者に精米加工のサービスを提供 

流→農 
庭先価格 

流＝パ 
投資 

流→精 
加工手数料 

流→市場 
販売価格 

注：農は稲作農家、パはパーボイル加工業者、精は精米業者、流は流通業者を表す。物理的な品質改善の主体に

なる人は網がけされている。インセンティブの形はゴシックの単語（庭先価格、加工手数料、投資、価格）。 
 

                                                        
5 Rice Distribution System in Kano, Kaduna, Niger, Nasarawa, Benue and Ebonyi States in Nigeria, Rice Post Harvest 
Processing and Marketing Pilot Project in Nasarawa and Niger States, September, 2012. 
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品質改善の物理的な主体になるのは、籾については農家、パーボ

イル籾についてはパーボイル加工業者、精白米については精米業者

であることは言うまでもない。しかしながら、品質を改善しようと

する意志をもって主体的に動くのは、むしろインセンティブを与え

ながら品質改善を働きかける側になる。それが表の→の左側であり、

すべてのパターンのすべての段階において、コメ流通業者であるこ

とが分かる。すなわちコメ流通業者が自ら販売する精白米の品質向

上を考え、パターン 1 であれば、パーボイル加工業者や精米業者に

従来より高い手数料を支払うことを通じて高い品質を実現する技

術の採用を迫る、という構図である。パターン 2 の場合は、流通業

者が精米業を兼ねているため、パーボイル加工業者には従来より高

い手数料を支払ってパーボイル加工の品質を高め、精米段階では自

らの努力で品質の高い精白米を作ることになる。パターン 3 であれ

ば、流通業者は自ら技術を改善してパーボイリングの質を高めると

ともに、精米については従来より高い手数料を支払うなどして精米

業者に高い品質を実現する技術の採用を迫ることになる。流通業者

がパーボイル加工業者や精米業者に支払うインセンティブの原資

が、市場に販売する際の追加的価格に求められることは言うまでも

ない。流通業者は、精白米を販売する際に、品質が高ければ高いほ

ど、高い販売価格を実現できるという市場のニーズをよく知ってお

り、そのことが品質改善の最大の動機となる。 
 

2. コメの流通経路・量・価格動向 

 2011 年 10-12 月に実施したコメ流通調査の結果、ナサラワ、ナイ

ジャ両州の精米業者の実態が明らかになった。精米業者は、主に農

村地域に散在しているタイプと、州都などの都市部に集中し、同業

者の協会に属しながら、近接した場所で精米しているタイプとがあ

り、それぞれに分けて調査した。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

表 2-1-3 精米業者の 1日平均籾処理量（トン） 

 Operation/
Month 集中型 散在型 

ナサラワ 

ピーク 
最小 5 5.4 1.8 
最大 6 27 5.4 
平均 6 14.4 2.7 

オフ 
ピーク 

最小 4 2.7 0.9 
最大 6 13.5 2.7 
平均 6 2.7 1.6 

ナイジャ 

ピーク 
最小 5 3.75 1.5 
最大 6 22.5 4.5 
平均 6 7.5 2.3 

オフ 
ピーク 

最小 4 2.25 0.8 
最大 6 13.5 2.3 
平均 6 4.5 1.4 

出所 RIPMAPP 2011「コメ流通現状調査」 

図 2-1-2 ナサラワ州（上）ナイ
ジャ州からの精白米販売先 

図 2-1-1 ナサラワ州（上）、ナ
イジャ州の籾調達先 
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表 2-1-3 に示すように、ナサ

ラワ州、ナイジャ州とも、集中

型の精米業者の方が散在型精

米業者よりも総じて 1 日平均

の籾処理量が多い6。すなわち、

ナサラワ州は集中型の平均が

ピーク時 14.4 トン、オフピー

ク時 2.7 トンであるのに対し、

散在型はそれぞれ 2.7 トンと

1.6 トンにとどまっている。ナ

イジャ州についても、集中型が

7.5 トンと 4.5 トンであるのに

対し、散在型は 2.3 トンと 1.4
トンである。ナサラワとナイジ

ャを比べると、散在型はあまり

大きな違いはないが、集中型は

かなりの違いが見られる。すな

わち、ピーク期はナサラワの集

中型は 14.4 トンでナイジャの

約 2 倍であるのに対し、オフピ

ークはこれが逆転して、ナサワ

ラ 2.7 トンに対し、ナイジャは

4.5 トンとなっている。ナサラワのラフィア精米地区は 1980 年代から大量の精米を手がけるナイ

ジェリア有数のセンター的な機能を持ってきた。本調査時点では、ナイジャに比べ、1 業者の取

扱量がかなり多い状態がまだ続いていたと考えられる。これに対してオフピーク期は、ナイジャ

には灌漑水田があるため、ナサラワが完全にオフピークになる 4 月以降も籾が生産されており、

一定の精米量が維持されていると考えられる。なお、ラフィア精米地区は 2014 年 3 月に行った聞

き取りでは、同地区はかつてのセンター的な機能を失いつつあり、1 業者の取扱量は辛うじてそ

こそこの規模を維持しているものの、業者数および総生産量はかつてに比べて大きく減少してい

るとみられる（囲み参照）。 
 原料籾の調達先は、ナサラワ州の場合、地元ナサラワ産籾が 60-80%、残りがベヌエ州産とナイ

ジャ州産それぞれ半々程度である。ナイジャ州の場合は、地元産が 60-80%で、残りがカツィナ、

カノ、カドナ、ナサラワ各州からほぼ同程度ずつ調達されている。 
 一方、加工された精白米の販売先は、ナサラワ州は地元で 30-50%消費するほか、ベヌエ、ナイ

ジャ、カノの 3 州に出荷される。これ以外にもソコト、カドナ、アブジャ、エヌグ、アナンブラ

の各州に出荷されている7。ナイジャ州については、地元消費が 40-60%で、ケビ、カツィナ、カ

                                                        
6 集中型とは、主に都市部のある場所に何十、あるいは百を超す精米業者が集まって精米しているケースである。

ビジネスはそれぞれで行っているが、協会組織を持ち、情報交換などを通じて連携している場合がしばしば見ら

れる。これに対して、散在型は、主に農村部で精米業者が 1 軒ずつ文字通り散在しつつ精米事業を営んでいる状

態を指す。 
7 ただし、囲みで説明したように、ラフィア精米地区の生産量は徐々に減少しているとみられ、2010 年から 2016
年現在までの間にも、籾調達先ならびに精白米販売先の構図は変化している可能性がある。 

ラフィア精米地区の歴史 

 ラフィア精米地区は、同市中心部の西寄りにあり、精白米流通業者、

精米業者、パーボイル加工業者をはじめ、薪供給業者、タンク溶接業

者など多数の精米関係者が集中している。 
 最初は 5、6 台の精米機で細々と始まったラフィアでの精米だった

が、1985-1992 のババンギダ政権時代に大きな飛躍を遂げた。精米機

は 100 台になり、集荷のトラックは毎日 30 台は来た。それ以前は

200kg ドラムを半分に切った大きさだったパーボイリングタンクも、

この時代に現在の 700kg 以上処理できるサイズに一気に大型化し

た。米需要が伸び、政府の支援があり、カノ、カドナなど現在の米

生産地の生産力はまだそれほどでもなかったようで、ラフィアの技

術者がそうした地域に行って教えていたという。 
 ところが 1992 年以降、外米の流入が始まった。市場は石の混入が

なく、色のきれいな外米を歓迎し、その結果、国産米の需要が落ち込

んだ。ラフィア協会の精米機は 60 台に減り、集荷のトラックも 1 日
5、6 台になった。ただ、大型のドラムサイズは変えなかった。この

時期から現在までの間、生産量は落ち続けてきた。2010 年頃から

は、国内各地に民間の大型精米所が稼動し始め、ラフィアの衰退に

拍車がかかった。集荷トラック台数は 2005 年で週 5 台ほどに大きく

減り、現在は週 2 台にまで落ち込んでいる。 
 RIPMAPPのプロジェクト形成が行われた 2010年頃から国内大型精

米所のインパクトが次第に大きくなり、RIPMAPP の活動期間中にも

生産量は減少してきたと考えられる。 
（2015 年 3 月にラフィア協会幹部などに聞き取り。同協会や州政府

に、生産量や会員数の記録はない） 
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ノ、カドナ、アブジャ、ナサラワの各州に出荷されている8。なお、全体の流通量は、統計数字が

ないため把握できていない。 
 

表 2-1-4 対象 2州の籾調達価格 

 籾調達先 品種 
構成比 ピーク期 オフピーク期 

% 最低 最高 平均 最低 最高 平均 

ナサラワ 
ナサラワ SIPI, RS 60-80 4,800  5,200  5,000  5,500  6,200  6,000  
ナイジャ SIPI 20 4,200  4,800  4,700  4,800  5,200  5,000  
ベヌエ Jankara 20 3,700  4,200  4,000  4,200  4,800  4,500  

ナイジャ 

ナイジャ SIPI 60-80 4,200  4,800  4,400  4,800  5,000  4,900  
カドナ SIPI, Jamila 10 4,200  4,800  4,689  4,900  5,200  5,000  
カノ SIPI, Jamila 10 4,800  5,000  4,900  5,000  5,500  5,200  
ナサラワ SIPI 10 4,800  4,900  4,700  4,900  5,200  5,000  
カツィナ SIPI 10 4,800  5,000  4,900  5,000  5,500  5,200  

出所 RIPMAPP 2011「コメ流通現状調査」 

 
2010 年時点の籾の購入価格は表 2-1-4 の通りである

（75kg 入り籾 1 袋あたり NGN）。総じて、オフピーク期

はピーク期の 12-20%ほど高くなる。ナサラワ産米はナイ

ジャ産米に比べて、ピーク、オフピークとも高い。表 2-1-5
にみられるように、両州の籾生産量は 5 倍以上の開きがあ

り、このことが籾価格にも影響しているとみられる。 
 同時期の精白米の販売価格は表 2-1-6 の通りである

（50kg 入り精白米 1 袋あたり NGN）。ピーク期、オフピ

ーク期を問わず、ナイジャ産米がナサラワ産米より高い価

格で販売されている。この価格差は、2 州でパーボイルの

方法が異なり、ナサラワは量産できる一方で品質面に多く

の課題があることを示唆している。 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                        
8 図中のパーセンテージは、散在型各 10、集中型各 3 の聞き取り業者の意見をまとめたごく大まかなものであり、

統計データや実測値に基づくものではない。 

表 2-1-5 州別籾生産
（2010/2011） 

 
州 作付面積 生産量 収量 

Ha トン トン/ha 

カドナ 344,890 732,420 2.12 

ナイジャ 330,670 636,670 1.93 

カノ 219,060 422,050 1.93 

タラバ 375,670 401,990 1.07 

ベヌエ 178,820 341,480 1.91 

エボンイ 126,080 334,850 2.66 

ボルノ 148,270 293,420 1.98 

アダマワ 77,100 187,860 2.44 

ナサラワ 64,330 112,790 1.75 

ゴンベ 56,710 105,080 1.85 
出所 統計局ほか「全国農業標本調査

2010/2011」 
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表 2-1-6 対象 2州の精白米販売価格 

 精白米 
販売先 品種 

構成比 ピーク期 オフピーク期 

% 最低 最高 平均 最低 最高 平均 

ナサラワ 

ナサラワ SIPI, 
RS,Jankara  30-50 6,800  7,200  7,000  7,200  7,500  7,300  

ナイジャ SIPI, RS 20 7,000  7,200  7,100  7,200  7,500  7,400  

ベヌエ SIPI, 
RS,Jankara 30 7,000  7,200  7,100  7,200  7,500  7,400  

カノ SIPI 20 7,400  7,800  7,600  7,800  8,000  7,850  

ナイジャ 

ナイジャ SIPI 40-60 7,000  7,400  7,200  7,400  8,000  7,500  
ナサラワ SIPI 10 7,200  7,600  7,500  7,600  7,800  7,700  
カドナ SIPI, Jamila 10 7,400  7,800  7,600  7,800  8,000  7,850  
カノ Jamila 10 7,400  7,800  7,600  7,800  8,000  7,850  
カツィナ SIPI 10 7,400  7,800  7,600  7,800  8,000  7,850  
ケビ SIPI 10 7,400  7,800  7,600  7,800  8,000  7,850  
アブジャ SIPI 10 7,400  7,800  7,600  7,800  8,000  7,850  

出所 RIPMAPP 2011「コメ流通現状調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動 1-2「高品質国産米の潜在需要を含む市場ニーズを分析する」9 

 1 年次に実施した市場調査の結果によれば、ナイジェリアの消費者がパーボイル米を買う際に

考える要素は次の表にまとめられる。これは「味」「香り」「色の統一」といった 11 項目の選択肢

から複数回答を求めたうえで集計したものである。1 位に挙げた項目には 3 点、2 位は 2 点、3 位
は 1 点を配点して回答数にかけ、1 位から 3 位までの点数を合計した結果を比較した。 
それによると、輸入米、国産米を問わず、消費者が最も重視しているのは「味」である。2 位

は、輸入米では「石がないこと」、国産米の場合は「香り」である。輸入米を買う人が国産米を買

わない大きな理由の一つが石の混入であることが推測される。逆に国産米が好まれるのは、自分 

                                                        
9 1 年次の技術協力成果品として提出した以下の報告書に基づく。 
Report on Creating Rice Grading Standards in Nigeria: Consumer and Retailer Survey in the Selected States and Attitude 
Survey of Actors of Rice Value Chain towards Rice Quality in Nasarawa and Niger States. September, 2012. 

表 2-1-7 ナサラワ、ナイジャ対象地域のコメ収穫後処理に関する比較 

 ナサラワ州 ナイジャ州 
州籾生産総量
（2010/11、ト
ン） 

112,790 636,670 

パーボイル加
工業者の配置 

・州都ラフィアはラフィア協会地
区に専門業者が集中 
・農村部は多数の女性パーボイル
加工業者 

・農村部に多数在住。その多くは
稲作農家の妻 

パーボイリン
グ器具 

・州都ラフィアのラフィア協会所
属専門業者は 700kg 大型ドラムを
使用 
・農村部女性パーボイル加工業者
は 200kg ドラムを使用 

・40kg 前後処理できるアルミ鋳物
の伝統鍋を使用 

精米業者の配
置 

・州都ラフィアはラフィア協会地
区に集中 
・農村部は散在型 

・ビダなど都市部は集中型 
・農村部は散在型 

流通業者の配
置 

・州都ラフィアはラフィア協会地
区に集中。パーボイル加工業者ま
たは精米業者と兼務する者が多い 

・ビダなど都市部は集中型 
・農村部は農家の妻がパーボイル
加工業者と兼務している 
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日本で使われている食味値のように、味や香りを客観的に測定することは、現在のナイジェリ

アの中小の精米現場ではほとんど不可能といえる。これらを機械的に測定するのに必要な高価な

機材を導入できるような経営規模の業者はいないからである。同時に、消費者が味や香りを重視

して買うのは、実際に食べてみてどうだったかを記憶していて同じブランドなり産地なりの米を

買うという意味であり、初見の製品の味や香りを、表示された等級などで判断する必要がどこま

であるかは議論の余地があろう。加えて、ナイジェリアの米の品質は、収穫後処理技術の水準が

                                                        
10 精米後の白米の長さが 3/4 以上の長さの白米を完全米といい、完全米率とは精米後の白米の全重量に対する完

全米粒の重量の割合（百分率）のことである。 

の好みの味や香りがあるから、ということになる。国産米の場合は安いこと、輸入米の場合は、

調理時間が短いことがこれらに続く。調理時間が短いというのは、国産米は炊く前に石を一つ

ひとつ手で取り除き、さらに、臭いが強いことが多いので水洗いをていねいにしなければなら

ないが、輸入米ならそういう手間がかからないという意味である。これらの後に、色の薄さや

完全米率が続く。 

 
表 2-1-8  パーボイル米を買う際に消費者が重視する要素 

  輸入米 国産米 

 配点 北部 南部 全国 加重
配点 合計 順位 北部 南部 全国 

加重
配点 

合計  

味 
3 35 210 245 735 1032 1 162 22 184 552 724 1 
2 16 95 111 222   72 1 73 146   
1 7 68 75 75   25 1 26 26   

香り 
3 12 9 21 63 238 4 21 5 26 78 407 2 
2 5 53 58 116   93 11 104 208   
1 7 52 59 59   121 0 121 121   

色の統一 
3 8 0 8 24 47  1 0 1 3 14  
2 6 1 7 14   3 0 3 6   
1 9 0 9 9   1 4 5 5   

色の薄さ 
3 14 2 16 48 152 5 4 0 4 12 37  
2 34 5 39 78   9 0 9 18   
1 18 8 26 26   6 1 7 7   

低価格 
3 0 8 8 24 152 5 49 0 49 147 333 3 
2 0 35 35 70   51 0 51 102   
1 1 57 58 58   84 0 84 84   

完全米率10 
3 4 5 9 27 63  5 0 5 15 51 5 
2 9 8 17 34   10 0 10 20   
1 7 17 2 2   16 0 16 16   

砕米率 
3 0 1 1 3 5  1 0 1 3 32  
2 0 0 0 0   13 0 13 26   
1 1 1 2 2   3 0 3 3   

異物混入が
少ない 

3 7 0 7 21 55  0 0 0 0 12  
2 10 1 11 22   3 0 3 6   
1 10 2 12 12   6 0 6 6   

石がない 
3 56 128 184 552 1016 2 4 0 4 12 26  
2 16 157 173 346   3 0 3 6   
1 31 87 118 118   8 0 8 8   

調理時間が
短い 

3 9 19 28 84 252 3 1 0 1 3 24  
2 8 26 34 68   4 0 4 8   
1 14 86 100 100   13 0 13 13   

原産国の信

頼 

3 3 6 9 27 61  9 0 9 27 91 4 
2 4 7 11 22   3 11 14 28   
1 2 10 12 12   34 2 36 36   

出所 RIPMAPP 再委託調査「コメ等級基準を作るための市場調査」を加工 
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低いために、味や香り以前の外観の段階で、輸入米と比べて大きく見劣りし、市場性を損ねてい

るという指摘はカウンターパートの一致した意見である。 
以上を総合すると、まずは最終製品に石が混入していない状態を実現するととわれる品質要素、

すなわち色や砕米率を一つずつ向上させていくことから取り組む必要があると考えられた。 
 

活動 1-3「小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家の課題を特定する」 

聞き取り結果の情報をもとに、対象州に流通する国内産米の品質に関する問題が、コメのバリ

ューチェーン上の各関係者の事業現場でどのような原因で発生しているかを ABM と ADP のカウ

ンターパートとともに分析し、表 2-1-9 のように整理した。最終製品で問題になる色の濃さや色

の不均一だけでなく、精米工程にもパーボイル技術が大きな影響を与えていることが分かる。 
 

表 2-1-9 コメの品質に関する問題と原因 

関係者 生産物 主な問題 原因 

稲作農家 籾 

1) 籾殻の穀粒中に割れが発生 
2) 異品種、赤米の混合 
3) 未熟粒と被害粒 
4) 夾雑物、石、チャフの混入 

1) 刈取り遅れ、過乾燥など 
2) 種子への異種混合など 
3) 生育が不均一、病害虫など 
4) 人力作業など 

パーボイル 
加工業者 

パーボイル

籾 

1) 色が濃い 
2) 色の不均一 
3) 黒色変色粒の発生 
4) 夾雑物、石等の混入 

1) 蒸煮過多 
2) 蒸煮過多と蒸煮不足 
3) 栽培中の害虫による被害 
4) 天日乾燥など 

精米業者 精白米 

1) 石の混入 
2) 砕米の発生 
3) 着色粒・穀粒色の不均一 
4) 夾雑物等の混入 

1) 圃場とパーボイル加工で石が混入 
2) 胴割れ米、パーボイル時蒸煮不足 
3) 栽培とパーボイル加工で発生 
4) 圃場とパーボイル加工で混入 

 

活動 1-4「高品質国産米の流通・収穫後損失率低減のための集荷・加工・マーケティング方法を

考案する」 

活動 1-1 から 1-3 の結果をふまえ、収穫後処理技術とマーケティングに関する現実的な解決策

を整理した（表 2-1-10）。この結果を以って、再度、各関係者の事業現場を日本人専門家と ADP
のカウンターパートが訪れ、表 2-1-9 に整理された問題点と、原因、解決策について意見を交換

し、関係者のコメの品質改善に関する意識醸成に努めた。通常、現場での聞き取りや直接観察の

結果をフィードバックすることは時間の関係から行われることは少ないが、このフィードバック

作業により、プロジェクト開始時点からカウンターパートのみならず受益者に対するプロジェク

トの目標について意識づけをすることができた。 
 

表 2-1-10 問題の解決策 

問題 目標 解決策 

石 完全除去 精米業者による石抜き機の導入 
赤米 可能な限り除去 籾の入手時点で優良な籾の入手に努める 
色 薄く パーボイル加工機材の改良と方法の改善（フタと中底の利用） 
砕米 少なく パーボイル加工機材の改良と方法の改善（フタと中底の利用） 
黒色変色粒 完全除去 精米後に手で抜き取る 

 

表 2-1-10 に掲載されている解決策、特に色を薄くするという目標については、パーボイル加工

の実験を伴い、問題解決が実現可能かどうかを試行することが必要であった。この、品質改善の
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核となるパーボイル加工用の機材の試作・改良と実験の結果、色の薄い精白米を生産できること

を確認した。また、適切にパーボイル加工することで、小規模精米業者が使用しているエンゲル

バーグ式精米機で精米しても砕米率を 15%程度に抑えることができることがこれらの一連の実験

で確認できた。そして、石を精白米から完全に抜くことは石抜き機のみで達成されるため、ナイ

ジェリアで入手可能な石抜き機を扱う供給業者を確認した11。 
これらの活動から、コメの品質向上のための技術パッケージが出来上がり、プロジェクトが推

奨する改善技術として、技術研修で紹介した。その後、イノベーター支援を通じ、パーボイル加

工と精米にまつわる周辺作業、例えば籾の洗浄、天日乾燥などに留意することで、より品質を向

上させ得ることを確認した。実際の販売時に、他の製品と差別化を図るために、ラベルを印刷し

た 25 キロ用のビニール袋をデザインも含めて製作し、このパッケージでイノベーターが製品を販

売するように推奨した。 
以上から、パーボイル加工から始まり、出荷までに至る RIPMAPP が推奨する加工の技術体系

の改善・推奨内容をまとめると表 2-1-11 のようになる。この技術体系を RIPMAPP 技術普及ガイ

ドライン12にまとめた。 
 

表 2-1-11 推奨する加工技術体系の改善内容 

パーボイル加工 精米 包装・出荷 
 浸漬の前に水で充分に籾を洗

う。 
 浸漬はお湯（65－70℃）で開始

し、8 時間を目安とする。 
 蒸煮の時に中底とフタを使用

する。 
 天日乾燥ではコンクリート床

に籾を広げ、最大 2cm の堆積高

さにし、てきぎ撹拌する。 

 エンゲルバーグ式精米機で

は 2 回搗精し、2 回目の搗精

作業後に、精米部の下部に位

置する磨き部に投入する。 
 精米後に石抜き機を使う 

 精米後に黒色着色粒を人力で

除去する。 
 等級 A のコメをパッケージで

出荷する。 

 

（1）パーボイル加工 

 パーボイル加工は浸漬、蒸煮、乾燥という 3 つの作業を経る。それぞれの過程で推奨される作

業方法、使用機材などは下記のとおり。 
 
浸漬 

 浸漬作業の前に、籾をきれいな水で十分洗う。ラフィア協会では 1 回しか洗っていなかったの

で、2 回洗うように指導した結果、精白米の白度が向上した。水洗することで大方の未熟粒、砂、

石、異物も除去される。浸漬作業は蒸煮と兼用されることが多い容器（伝統鍋、ドラムなど）に

水洗後の籾を投入し、籾全体が浸るまで水を注ぐ。その後、薪などで加熱し、全体からあぶくが

出てくるまで加熱する。この時の籾と水の全体温度は 65－70℃である。この時点で加熱を停止し、

                                                        
11 なお、コメ生産農家での収穫後処理技術は、パーボイル加工技術ほど、パーボイル加工されるコメの品質改善

に貢献しない。しかし、農家レベルでの効率的な収穫後処理作業を研修で紹介するために、日本製の足踏み脱穀

機と人力式の唐箕、インドネシア製の投げ込み式動力脱穀機を調達し、ナサラワ州の受益者向け研修で研修機材

用に使用した。また、ナイジャ州では、ビダの製造業者を通じて、これら 3 種類の試作機を開発した。このうち、

足踏み脱穀機と人力式の唐箕はナイジャ州の受益者研修で利用した。 
12 RIPMAPP 技術普及ガイドライン（The Guideline for RIPMAPP Technology Dissemination, Federal Republic of 
Nigeria, Rice Post-Harvest Processing and Marketing Pilot Project in Nasarawa and Niger States (RIPMAPP), March 2016, 
Abuja,The Agribusiness and Marketing Department (ABM), Federal Ministry of Agriculture and Rural Development and 
Japan International Cooperation Agency.）を参照のこと。 
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浸漬を始める。浸漬時間は約 8 時間を目安とする。浸漬後は籾の含水比が 30－35%となる 
 
蒸煮 

 蒸煮作業には、伝統鍋、ドラムなどの蒸

煮用の容器を用いているが、これに中底と

ふたを利用することを提案した。中底を使

用することで籾と蒸気発生元となる水に隔

たりができて、直接籾を煮るということを

避けられる。ふたを利用することで、中底

を通過した蒸気がまんべんなく容器内全体

に行きわたる。これにより、熱処理が各穀

粒に等しく施されることになり、各穀粒内

部のデンプンの糊化作用が適当にそして等

しく起こる。結果的に、コメの色が薄く、

かつ等しい色合いが醸し出されることにな

る。蒸煮時間は、加熱後、蒸気が容器の上部から発生し始めて 7－9 分が蒸煮終了の目安である。

蒸気が表れてから 5－6 分後に籾の表層を確認し、もみ殻が多く割れていないかを確認する必要が

ある。 
 次にナサラワ州とナイジャ州の受益者を対象

とした開発された中底を紹介する。 
 まず、蒸煮用の容器であるが、ナサラワ州のラ

フィア精米協会では、通常燃料用ドラムの側板を

切り取り、板金業者が大中小のドラムを製造し、

これを浸漬と蒸煮用のドラムとしている（図

2-1-5）。ナイジャ州の方は、とくに女性パーボイ

ル加工業者がナイジェリアで伝統的に使われて

いる鍋を蒸煮用の容器として利用している（図

2-1-6）。ナサラワ州は約 600 キロ籾を処理する大

型ドラム、ナイジャ州では約 75 キロ籾を処理す

る伝統鍋である。 
 

図 2-1-3 中底とフタの利用 

図 2-1-4 割れた籾殻による蒸煮終了の目安 
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図 2-1-5 ラフィア協会の大型ドラム 図 2-1-6 ナイジャ州の伝統鍋 

 
これらの大型ドラムと伝統鍋に適応できる中底の開発を試みた。この機材の開発のコンセプト

として、（1）製造に多額の費用がかからない、（2）急激な技術変化を伴わない、（3）地元で製造

できる、（4）耐久性がある、（5）使いやすい―といった中間技術の開発につとめた。試作と実験、

研修での紹介、成果 4 に関するイノベーター支援での導入などの一連の活動を経て、いくつかの

改良作業が施された結果、両州において下図のような中底を開発するに至った。図 2-1-7～2-1-9
はナイジャ州に、図 2-1-10 と 2-1-11 はナサラワ州に導入した中底である。 
ナイジャ州の中底は、大型伝統鍋（50 番）用の仕様にしているため、直径約 560 ミリ、厚さ 10

ミリ、蒸気用穴径 3 ミリの砂型鋳造アルミニウム製である。また、出し入れしやすいように中底

の中心に取っ手を取り付けてある。ナイジャ州ビダの製造業者に発注した中底の 2015 年の価格は、

4,500NGN であった。次にナサラワ州の中底は、分離式で二つに分かれているため、ドラムに挿

入しやすい。中底の直径は約 1400 ミリ、厚さ約 3 ミリの鉄板で製造され強度をつけるため周囲に

丸棒を溶接している。蒸気用穴径も約 3 ミリ。中底を支える支持は井型とした。支持の材料も鉄

板であるが強度を保つため支える側の縁を30ミリ程度折り曲げている。支持の高さは約 150ミリ。

この中底のナサラワ州ラフィアでの 2015 年製造価格は 18,000NGN であった。 
安価で半永久的に使え、使い勝手がよいことが評価され、ナイジャ州の中底は徐々に広がって

いった。 
 

図 2-1-7 中底と伝統鍋 

図 2-1-8 中底を入れる前 図 2-1-9 中底を入れた後 
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図 2-1-10 分離式中底と支持のイラスト 図 2-1-11 試作した分離式中底と支持 

 
一方、ナサラワ州ラフィア協会を対象にした中底の開発では、試作と試作機材によるパーボイ

ル加工実験、加工後のコメの品質検査を繰り返した。最初の一枚型のプロトタイプを活動 4 の貸

し出しスキームで導入したころは中底の効果を受益者が認識し始めた。しかし、中底を底の深い

大型ドラムに挿入することが煩雑なため、分離型に変更した。同時に、鉄板で作られた中底は錆

びやすいという問題が指摘されたため、アルミや木製など鉄板と異なる材質についても検討した

が、価格や現地での入手可能性、耐久性の観点からいずれも不適当と判断せざるをえなかった。

分離型にして製造費用が高額になったことに加え、鉄板のため錆びるのが早いという問題を解決

できなかったため、一時

は使用者が増えたもの

の、図 2-1-11 の中底は最

終的には定着しなかっ

た。 
その一方、図 2-1-12 に

紹介するように、中底の

効果を認識したラフィ

ア協会のパーボイル加

工業者は、籾殻やシイナ

やチャフなどをドラム

の底に 15－20 センチ堆

積させ中底の機能を持たせる工夫を施している。これをチャフ台と呼ぶ。そして、そのチャフ台

である堆積部分に水を張り、さらにジュート袋を敷き詰め、浸漬後の籾を張り、さらにジュート

袋などでふたをし、蒸煮作業を行っている。RIPMAPP の提示した「水と籾を分けて蒸す」という

コンセプトを生かしたこの技術に関し、ナサラワ州の ADP がラフィア協会のパーボイル加工業者

に聞き取り調査を行った結果、今までのパーボイル加工の方法に比べて品質が良くなったことを

確認している。パーボイル加工業者のほぼ全員が「チャフ台」を採用している、という報告を受

けた。 
 

乾燥 

 パーボイル加工の最後の作業は乾燥である。小規模加工業者にとって機械乾燥は高額な技術で

あるため、通常行われている天日乾燥を行う。最適な条件は、（1）太陽を遮る雲がなく、（2）穏

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-12 パーボイル加工業者が工夫している中底としてのチャフ台 
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やかな乾燥した風が吹いている―状態である。蒸煮後の籾をきれいに掃いたコンクリートのたた

きに 20 ミリを最大堆積高さとして広げ、頻繁にレーキのような道具を使って一様に反転させるこ

とで蒸煮後の籾を効率的に乾燥することができ

る。 
収穫直後の生籾を天日乾燥する際、夾雑物や

石などの混入から防ぐために、ターポリンの使

用を推奨することがある。しかし、RIPMAPP
では、パーボイル加工の蒸煮作業が終わった直

後の蒸煮籾を天日乾燥させる場合、きれいに掃

かれたコンクリートのたたきを利用すること

を推奨する。その理由は、蒸煮籾の水分は高水

分（30－35% w.b13）であり、籾殻部分に多くの

水分を含んでいることにある。コンクリートの

たたきを利用すれば、コンクリートそのものが

水分を吸収する機能があるため、籾殻部分の水

分をコンクリートが吸収し乾燥が加速される。他方、水を通さないターポリンではそれが難しい。

生籾の場合は、水分量が低く（19－25% w.b）、水分は玄米から籾殻へ、籾殻から空中へとゆっく

り移動しつつ乾燥が進む。そのため、ターポリンでもコンクリートのたたきでも、乾燥の速度に

差はあまりない。 
コンクリートのたたきの乾燥面積に比較的余裕がある場合は、薄い層で乾燥させるのが有効で

ある。乾燥作業中は人、家畜、バイク、車両などが籾の上を通過しないように注意を払う。目標

の仕上げ乾燥含水率は 12.5－13.0% w.b. とする。水分計などがない場合、籾殻を剥いて玄米を歯

で噛んでみて、カリッという程度の強い感じのせん断感があればいい。 

乾燥後は屋内に山積みにするか、袋詰めしたとしても口をあけたままで屋内に一晩放置するこ

とが望ましい。穀温を落ち着かせ、穀粒内の水分分布を均一にするためである。 
 
（2）精米 

 精米作業により影響を受けるコメの品質は、①精米歩留り、②完全米率、③コメのツヤ―であ

る。図 2-1-14 の精米機がナイジェリア国内で注文または入手可能である。適当なパーボイル加工

を行うことで、①と②に関してはどの精米機を使ってもほとんど差がない。他方、③については

韓国製の摩擦式精米機とインドネシア製の籾擦り部と摩擦式精米部を分離したワンパス型精米機

の方が優位に立つが、輸入品であるため高額で、容易には小規模精米業者の者の手には届かない。

したがって、推奨技術の組み立てには、価格も他の機種より格段に安く、部品の入手も比較的簡

単で、大部分の小規模精米業者が使用しているエンゲルバーグ式精米機を使うことを前提にした。 
 
 
 

                                                        
13 % w.b.は全体質量の中の水の質量をあらわした水分量を湿量基準で表した百分率のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-13 天日乾燥 
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エンゲルバーグ式精米機では、図 2-1-15 のように、精米回数は最低 2 回、その後、下部の磨き

部に投入することを推奨する。ただし、ラフィア協会でみられたが、磨き部の回転ドラムに牛皮

を貼付してオリジナル部品の代用をしていたが、コメの表面のツヤに関しあまり効果を発揮して

いなかった。しかし、この磨き部を通さない限り、コメの表面に残る粉状もみ殻や糠粉をある程

度除去できないので、最後の仕上げとして磨き部に通すべきである。 
エンゲルバーグ式精米機は極めて単純な構造のつくりで

あるが、操作習熟には時間を要すると思われる。籾の投入

口と排出口カバーの開度を両手で調整しなければならな

い。搗精部内の圧力調整を微調整できるような回転式のダ

イヤルや、それを表示する指示計もないからである。この

手の機械操作は職人技の域を出ない。 
次に、石抜きである。石を完全に除去するためには、精

米後の精白米を石抜き機に通さなければならない。 
 農家の稲の収穫時から、精米後のコメの出荷前にいたる

まで最低 3 回はコメに石が混入する場面がある。まず、農

家の場合、鎌による収穫時に収穫された稲が圃場に直接置

かれる可能性がある。収穫後の脱穀、乾燥、袋詰めなどの

作業にも石が混ざる機会が発生する。農家レベルでは脱穀

や乾燥作業時にターポリンを敷いていることも見受けら

れるが、それでも小さな石などの混入の可能性は残るため

混入率ゼロにはならないだろう。次に、パーボイル加工では浸漬前の洗浄で、ある程度の石は除

去できるが、蒸煮後の天日乾燥作業中と乾燥籾をかき集めて袋詰めするときに小さな石が混ざる

可能性は否定できない。最後の精米時には、2 回搗くため、1 回目に搗精されたコメが精米所の床

に広げられる。また、機械から精米作業中に床にこぼれたコメを再度精米機に戻すといった作業

を行っている。おのずと、床のコンクリの破片や小石などが混入することになる。したがって、

石を完全に除去するためには、精米後に機械作業による石抜きが必要であると結論づけた。 

 

図 2-1-14 ナイジェリアで入手可能な小型精米機、左：エンゲルバーグ式精米機（インド、中国製）、

中：小型摩擦式精米機（韓国製）、右：ワンパス型精米機（インドネシア製） 

図 2-1-15 エンゲルバーグ式精米機

では搗精 2回、研磨 1 回 
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ナイジェリアで入手可能な品質の高い、小規模精米業向けの

石抜き機は韓国製の石抜き機である（図 2-1-16）。供給業者に

よると石抜き機の能力は時間当たり白米 300 キロ、価格は仕様

にもよるが約 3000 ドル（2011 年）である。石抜き機の操作方

法を RIPMAPP 技術普及ガイドライン14にまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）包装・出荷 

石抜きが終わってから行うのが黒色変色粒（コメ全体が黒い、または一部が黒い）の除去であ

る。大型精米プラントでは色彩選別機を利用して変色粒を機械的に除去するが、この手の機械は

単体であっても高額のためナイジェリアの小規模加工業者は手を出せない。また、ナイジェリア

国内では輸入注文するしかない。したがって、黒色変色粒の除去は人力で行わざるを得ない。 
 

図 2-1-17 人力による黒色変色粒の除去作業 

 

                                                        
14 RIPMAPP 技術普及ガイドライン（The Guideline for RIPMAPP Technology Dissemination, Federal Republic of 
Nigeria, Rice Post-Harvest Processing and Marketing Pilot Project in Nasarawa and Niger States (RIPMAPP), March 2016, 
Abuja,The Agribusiness and Marketing Department (ABM), Federal Ministry of Agriculture and Rural Development and 
Japan International Cooperation Agency.） 

図 2-1-16 ナイジェリアで入手

可能な韓国製の石抜き機 
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次に包装であるが、商品のブランド名や生

産地、生産者の名前を印刷したパッケージで

販売することは、ほかの商品と差別化でき、

消費者の目を引き付けるので、販売戦略上優

位である。しかし、パッケージの製作にかか

る費用とバイヤーが望む商品の荷姿などをき

ちんと検討しなければならない。パッケージ

化するのかどうか、パッケージするのであれ

ば何キロのコメを入れるのか、そして、包装

の材料を判断したうえで印刷するデザインを

含めたパッケージの仕様を最終的に決定すべ

きである。ここでは、成果 4 で述べているイ

ノベーター支援で、ナイジャ州の女性パーボ

イル加工グループの用に製作したコメ25キロ

用パッケージを図 2-1-18 に掲載する。 
 
活動1-5「金融機関とサービスの情報を収集する」 

プロジェクト対象州のナサラワ州とナイジャ州で、①金融機関、国内外の開発パートナーを対

象とした聞き取りにより、受益者が機材を調達するために利用可能な資金調達方法を、②受益者

グループの参加を得たワークショップにより、受益者の融資利用状況と資金需要をそれぞれ調べ、

受益者の需要を満たす利用可能な資金調達方法に検討を加えた。 
金融機関と開発パートナーでの聞き取り調査では、政府系金融機関（5 機関）、開発パートナー

（2 機関）、国内援助団体（4 機関）、商業銀行（3 行 5 支店）、マイクロファイナンス機関（7 機関）、

農業機械販売業社（2 社）を調査対象とした。調査の結果、受益者の望んでいる、機材購入のた

めの、1 年以上の融資期間があり低利という条件を満たす融資スキームはないことが明らかにな

った。さらに、一般の商業銀行、特にマイクロファイナンス銀行は、農業は自然条件などに左右

されるリスクが高く、貸付期間が長期間であると投資資金の回転も悪くなるため、農業融資に積

極的ではないことが明らかにされた。 
受益者グループに対するワークショップは、両州で合計 4 回実施し、融資を含む金融サービス

の利用状況に関する調査を実施した。受益者インタビューからは、ラフィア、アサキオ、ビダ、

ドコ 4 ヶ所それぞれの金融サービスの利用状況が異なり、特に借り入れに関してはすでに農業銀

行からの融資を受けているグループから、金融機関からの融資を全く利用していないグループま

で様々であった。 
調査の実施に際しては、ABMと各州のカウンターパートが同行し、金融機関に対する聞き取り

で網羅すべき基本的な質問事項について説明し、理解を図らせるとともに、受益者グループの金

融サービスの利用状況を図るためのワークショップを実際に運営することで、ワークショップに

関する運営方法について指導し、調査の後半では、カウンターパート自身が行う聞き取り調査の

質問内容がより具体的な質問になるなど変化を確認することができた。 
以上の調査結果は、1年次の技術協力成果品「農村金融調査報告書」として提出した。 

 
 
 

図 2-1-18 首都アブジャに出荷されたナイジャ州

のパッケージ米 



 

プロジェクト業務完了報告書 
 

 21 

図 2-2-1 RIPMAPP が最初に開発した等級基準第 1 案 

2.2 成果２「国産米の品質基準が開発・改善される」 

  
活動 2-1「大規模精米業者の等級基準を調査する」 

大規模精米所の多いカノ州に ABM のカウンターパートが出張し、3 社で等級基準について聞き

取りを行った。まず 1 日 500 トンの処理能力がある IRS 精米社では、A1、A2、B の 3 等級を設け

ていた。A1 は、白度が高く、調理時の膨張が少なく、粘りも少ないもの。精米過程で表面のぬか

成分をよく落とす必要があるという。A2 は、A1 より色が濃いもの。調理時の膨張も大きい。B
は等外で、飼料用として使われる。1 日 420 トンの処理能力を持つスタリオン社の場合は、A、B、
等外の 3 つの等級を持っていた。A は完全米を主体とするもので、色は乳白色から、クリーム色、

チョコレート色まであり、色に対する市場の需要・好みは地域によっても異なっていると同社は

考えていた。B は砕米が中心、等外は飼料用である。3 つ目のウムザ精米社は等級基準を持って

いなかった。その理由として、同社は、集められる籾の品種がさまざまなため、一つの基準で測

れないと説明した。色については色彩選別機を導入しており、白度の低いものははじくようにし

ていた。砕米については、機械選別を行っていて、製品として出荷しているものの砕米率は 5%
以下にとどめているとのことだった。 
以上を要するに、企業によってかなり幅があるものの、総じて、（1）色が白く、（2）砕米率が

低い―ものほど市場価値が高いとされることが判明した。これにより、対象地域の精白米流通業

者などからの情報を基に試作された色と砕米率の組み合わせによる RIPMAPP の等級基準案の考

え方が、市場の実情におおむね即したものであることが確認された。 
 
活動 2-2「コメ消費者の嗜好と小売業者の品質基準を調査する」 
「コメ消費者の嗜好」については活動 1-2 に記した。「小売業者の品質基準」というものはナイ

ジェリアには存在しない。小売業者は、経験に基づいてこの米はいくらなら売れると判断してお

り、何らの基準に基づいて価格を決めているわけではない。 
 
活動 2-3「小規模精米業者に適したパーボイルド米の等級基準案を作成して検証する」 

 

活動 2-3-1「等級基準案を準備する」 

ナイジェリアの小規模精米の現場

で味や香りを測定することは現時点

で極めて困難である。パーボイル米

の市場性向上のためには、まずは輸

入米に比べて明らかに見劣りする外

観を改善することが当面の焦点にな

り、それらを判断する等級基準を検

討することから始める必要があった。 
対象地域の精白米販売業者に聞き

取りした情報などを総合すると、精

白米を販売する際に買い手が重視す

るのは（1）色が薄いかどうか（2）
砕米が少ないかどうか―の 2 点であ

ることが判明した。この結果、図
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2-2-1 に掲載する基準（第 1 案）ができあがった。 
図 2-2-1に示すとおり、第一案では砕米率は 0%から 50%までの 10%刻みの砕米の写真を撮影し、

写真とサンプルを比べて、どの程度の精度で判断できるか、カウンターパートや受益者と議論を 
重ねた。その結果、10%刻みでは判断が難しいことが分かり、20%刻みであれば可能、との結論

を得た。一方、パーボイル米の場合、

実際の精米の結果として 50%もの砕

米率になることはほとんどなく、また、

パーボイル米であれば、15%を超える

砕米率はあまり見られないことから、

10%と 30%の写真を示して、サンプル

がいずれに近いかを判断するという

ことが、実際のコメの売買の現場で運

用可能な範囲と考えられた。色につい

ては、色の濃淡を 8 段階で示したカラ

ーチャートを試作し、サンプルと比べ

る試験をしたところ、おおむね判断可

能であることが分かった。 
石については、程度の問題ではなく、

混入があればそれは等外とすべき、というのが関係者の一致した意見だった。したがって、「石の

混入していないコメ」がその対象になるが、実際には石抜き機の導入を図っている業者を行政機

関が認証し、これをもって「石なし」と判定するのが現実的と考えられる。 
第一案をもとに調整を重ね、最終的に 2 つのパラメータを組み合わせたものが、図 2-2-2 に示

す等級基準（第 2 案）であり、2013 年 7 月の第 3 回 JCC で承認された。 
 
活動 2-3-2「等級基準案を検証する」 

第二案をもとに現場で一定の品質を維持するために使うために等級基準を見直することが

必要となった。それは、タイ産などの輸入米の色が、大規模機械処理の結果として非常に高

い統一感はあるものの、色それ自体は濃い場合があり、市場に出回っている数種類のサンプ

ルを RIPMAPP の等級基準に載せ

てみた結果、A 級にならないもの

がかなりあることが分かったため

である。要するに、RIPMAPP 等級

基準の白度要求が過度に厳しいと

いうことであり、このため下方修

正した。 
併せて（1）段階区分を減らし、

段階ごとの違いが明確になるよう

にするとともに（2）世界的に広く

用いられている 16進法のカラーコ

ードを付した。後者については、

あくまで相対的な表現にすぎない

ことに注意すべきである。同じカ

図 2-2-2 JCC で承認された等級基準第 2 案 

図 2-2-3 16 進法のカラーコードを付した等級基準
第 3案 
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ラーコードでデータを作成しても、使うパソコンや印刷機によって実際に出る色は大きく違

ってしまうため、このコードのみで実際のカラーチャートを印刷することはできない。実際

に色を管理するには、カラーチャートを印刷する際に、基になるマスターチャートをを参照

しながら色を調整する必要がある。マスターチャートも退色していくことは避けられないた

め、ABM 内に保管されているマスターチャートを数年に 1 度の頻度で更新していくよう担当

者に指導した。この結果、図 2-2-3 のように第三案ができあがった。 
 

活動 2-3-3「等級基準案を検証する」 

等級基準でいま一つ重要なのは、基準をもとにだれが等級を運用するのか、という問題である。

立場の中立性から考えれば、政府なり業界団体なりがその作業をすれば理想的だが、毎日何百ト

ンも取り引きされているコメの等級判断を担当する余力は政府や業界団体にはない。したがって、

精白米を販売する当事者が等級判断することにならざるをえない。 
このため、RIPMAPP では、成果 4 で述べる石抜き機を導入したイノベーターがコメを販売する

ときに等級基準を使用して生産されたコメの等級を判断し、それが「A」であるならば、等級 A
と印刷されているパッケージ（図 2-2-4）に封入して商品を販売することとした。ただし、基準の

導入当初は、ABM のプリンシパル農業エンジニア兼品質管理オフィサーが、基準を使ってコメの

品質を確認し、コメの質の低下はもちろんのこと、基準を使う時のモラル低下を防ぐようにした。 
イノベーター支援が始まった 2014 年後半ころから、ナ

イジャ州NAMDAのモニタリング担当が等級基準チャー

トを持ちパッケージ米の品質チェックを行っており、担

当者によると、使い勝手はおおむね良く、等級基準はモ

ニタリング担当だけでなく、イノベーターにも持たせて

自主管理を行うように指導した結果、自主的に等級基準

を参照し、コメの品質管理を行っているとのことだった。 
検証作業を進める途上で、2015 年 2 月に JICA ナイジェ

リア事務所より、ナイジェリア規格機構（SON: Standards 
Organization of Nigeria）が国の等級基準を設定することを議

論しているとの説明があった。また、2015 年 5 月の終了時

評価報告書で報告されているように、いまだ SON の等級基

準はドラフト段階である（"SON is currently developing rice 
grading standard."）ものの、SON の等級基準と整合性を保つ

べきであるという終了時評価調査団の提言もあった。そし

て、2015 年 11 月には JICA ナイジェリア事務所から、口頭

で『今の RIPMAPP 等級基準であると国家基準で流通を認め

なくなるであろう破米率 30％の米を JICA が認めていると

解釈されるので、せめてそこは修正してほしい。また、そのように改訂することで、出荷団体の

等級基準として位置付けることができる』との説明があった。そこで、専門家は、品質の評価指

標の一つである砕米率について、RIPMAPP 等級の砕米率の上限 30%を、SON の等級基準の砕米

率上限である 25%に変更し、これを最終版（図 2-2-5）として提案した。 
 
 
 

図 2-2-4 等級 A（Grade A）が
印字されたパッケージデザイン 
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図 2-2-5 最終版の等級基準第 4案 

 

2.3 成果 3「ADP 職員のマーケティング･収穫後処理技術・経営に係る研修実施能力が強化される」 

 
活動 3-1「ADP 職員に対する研修計画を策定する」 

 

活動 3-1-1「ADP 職員に対する研修計画を検討する」 

 研修計画策定段階では、最初に ABM のカウンターパートに対して、研修サイクルマネジメン

トについて専門家が作成したマニュアルを活用して説明した。具体的には、研修計画の策定、教

材作成や資機材調達を含めた研修の準備、研修当日の運営とモニタリング、実施後の評価ととり

まとめなどに関する方法やツールを示した。次に ABM、ADP のカウンターパートとともに研修

対象者を検討した。将来、受益者研修の講師になる可能性、類似分野の担当部署等を考慮した。 
 

活動 3-1-2「ADP 職員に対する研修計画を作成する」 

 ナサラワ州のADP向け研修では、日本人専門家も講師を務めたが、ナイジャ州の研修では、ABM
カウンターパートの能力を高めプロジェクトの持続性を高めるために、講師はABMのみが務める

ことにした。予期されない他業務の影響などを考慮し、2人講師体制とした。次に各研修トピック

の実施方法と所要時間を決定した。その上で、同じ日に実施のできる研修トピックの組み合わせ

を検討した。 
具体的な研修計画の作成においては、ABM職員、州ADPもしくはNAMDAの主なカウンターパ

ート、日本人専門家が参加したキックオフミーティングで、研修を受講する職員数や属性、実施

日と期間、時間割、必要資機材と準備担当者などを協議した。研修受講者を決定する際は、研修

の目的が最終受益者向け研修の講師を育成・選定することであること、そのためトピックごとに

求められる条件をある程度満たし、将来の講師になりそうな人材を選ぶ必要があることを強調し

た。また、研修実施日と期間は、宗教行事、州ADPもしくはNAMDAの定例行事やあらかじめ決

まっている業務、日本人専門家の派遣時期、主講師となるABM職員の業務予定などを考慮して決

定した。 
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活動 3-2「ADP 職員に対する研修のカリキュラム及び教材を作成する」 

 

活動 3-2-1「研修運営マニュアルを作成する」 

ADP職員向けの研修に先立ち、研修の計画策定、準備、実施など運営全般に関するマニュアル

がに日本人専門家により作成された。このマニュアルは実際の研修実施を通じて、カウンターパ

ートの意見も反映させ、改善された。具体的には、カウンターパートと能力強化のニーズ把握の

ための参加型ワークショップを実施し、カウンターパートが備えるべき能力を知識、技術、態度

の3つの視点で分析した。カウンターパートにより積極的にアイディアが出され、研修活動に留ま

らず、プロジェクト活動全体に共通するマネジメント能力についても分析がされた。その結果を

反映し、マニュアルやガイドラインに、すぐに活用できるようなマネジメントツールや、この能

力強化ニーズ分析手法を記載した。研修運営マニュアルは、印刷製本してABMカウンターパート

に配布するとともに、プロジェクト終了時作成したRIPMAPP技術普及ガイドラインに内容を反映

させた。 
 

活動 3-2-2「研修カリキュラムを準備する」 

 研修カリキュラムおよび教材は、調査ステージの結果に基づき、各州対象地域の現状やニーズ

をふまえて各分野担当の日本人専門家が主体となり、部分的には ABM のカウンターパートも分

担して、作成された。 
カリキュラムは、「収穫後処理技術」「マーケティング」「経営」「普及」「研修運営」の研修モジ

ュールから構成されている。調査では、地域によりコメのバリューチェーンの担い手やその関係

性、流通が異なり、利用する機材や技術にも違いがあることが明らかになった。それらの違いを

それぞれの対象州で反映させるように留意した。また、研修を受ける州のカウンターパートが受

益者研修の講師となることを考慮して、できるだけ具体的な方法を講義だけでなく実習や演習で

習得できるような内容にした。例えば収支計算の演習では対象地域で利用されている重量単位や

コメの価格を利用したり、パーボイル加工実習では、従来のやり方と改善方法のを比較できるよ

うにするなどの工夫をした。 
  
活動 3-3「ナサラワ州に機械・機材を備えたインキュベーションプラントを設置する」 

 

活動 3-3-1「インキュベーションプラントの建屋を建設する」 

ナサラワ州インキュベーションプラントの建屋は 2012 年 12 月 10 日完工の予定であったが、ナ

サラワ州政府の予算措置の遅れと業者の工事取り掛かりが大幅に遅れ、期日までに完工しないこ

とが判明し、ナサラワ州農業省の大臣および次官に対し、ナサラワ州 ADP の局長とともに事態の

改善を申し入れた。その後、工事は進むようになったものの、建屋の完工は予定より大幅に遅れ、

2013 年 8 月に完工した。 
 

活動 3-3-2「機材を調達し設置する」 

インキュベーションプラントの建屋が完成すると同時に、発電機、単体の精米機器、改良した

パーボイル加工機材を設置し、研修用に使えるように配置した。また、小規模精米プラントにつ

いては、2013 年 11 月 1日に据え付け工事が終了した15。研修施設としての機能を持たせるために、

                                                        
15 当初、NFRA（現在の ABM）の収穫後処理分野のカウンターパートと専門家で実施した現地調査の結果を踏ま

え、理論上時間当たり 750 キロの籾処理能力を持つワンパス式の精米機の前に粗選機を、精米機の直後に石抜き
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各機材の名前を記したプレートを各機材に取り付けた。 
2014 年 2 月 24 日、ナサラワ州ラフィアに設置されたインキュベーションプラントの開所式が

ナサラワ州政府の主催で開催された。ナイジェリア側から、ナサラワ州知事、ABM 副局長（連邦

農業農村開発省大臣の祝辞を代読）、前 ABM 局長、ナサラワ ADP 局長代理、ナイジャ州 NAMDA
局長らが出席した。日本側からは、JICA ナイジェリア事務所所長、所員、専門家が参加した。 
 

活動 3-4「ナサラワ州 ADP の担当職員に対し、コメバリューチェーン、マーケティング、収穫後

処理技術、組織強化に関する研修を実施する」 

 

表 2-3-1 ナサラワ州 ADP 職員対象研修の概要 

研修モジュール 項目 実施日 参加者 
マーケティン
グ 

市場のニーズとコメの現状 2012/5/30 26 人 
コメ等級基準 2012/5/30 26 人 
ブランド化とマーケティング 2012/5/30,6/25 26 人、14 人 
コメ流通パターン 2012/5/31 28 人 
品質向上のインセンティブ 2012/5/31 28 人 

経営 損益計算 2012/5/31 28 人 
投資と回収 2012/5/31,6/1 28 人、26 人 

収穫後処理技
術 

収穫後処理技術の現状と課題 2012/5/30 26 人 
コメの品質と品質検査技能 2012/6/18,19 11 人、10 人 
農家の収穫後処理技術 2012/6/26 12 人 
パーボイル加工技術 2012/6/26 12 人 
精米技術 2012/6/27,28 15 人 
小規模精米プラント（ADP 向け）16 2013/10/26 – 11/1/ 2 人 

 小規模精米プラント（ABM 向け）17 2014/2/20 5 人 
普及 イノベーション普及理論 2012/10/4 29 人 

RIPMAPP の技術移転と支援方法 2012/10/4 29 人 
農民組織 2012/10/4 29 人 

研修運営 研修サイクル運営 2012/10/4 29 人 
RIPMAPPにおけるADPの位置づけ 2012/10/10,11 22 人 
受益者研修講師に求められる能力 2012/10/10,11 22 人 
教授法 2012/10/10,11 22 人 

  
研修では、ABM のカウンターパートと日本人専門家が講師となり、講義し、収穫後処理技術や研

修運営のモジュールでは実習と組み合わせて実施した。ナサラワ州ADP職員対象の研修は表2-3-1
の通り実施した。 
                                                                                                                                                                             
機を配置する、という小規模プラントの仕様についてカウンターパートと合意し、これを、プロジェクトマネー

ジャーである NFRA 局長に提案した。しかし、処理能力の高い近代的な大型精米所を推進する局長の強い要請に

より、時間当たり 750 キロの同精米機を 2 台並列に並べ、石抜き機 3 台を設置したプラントとなり、精米処理能

力は理論上 2 倍になった。ダイレクターの意に添わなければプロジェクトへのカウンターパートのコミットメン

トもなくなり、プロジェクト実施そのものが危うくなるという事態にもなった。そこで、仕様について JICA ナ

イジェリア事務所と JICA 農村開発部に相談し、この経緯を説明し、仕様について最終的に JICA 本部の同意を得

るとともに、予算額が大きくなったため JICA ナイジェリア事務所が調達することとなった。石抜き機について

は、専門家側は、3 台は必要ない、との見解であったが、3 台を入れるという決断の背景には、以前、日本政府が

2KR で導入した機材で石を抜けなかったトラウマを持つダイレクターの不安解消のために 3 台入れ、不安解消後、

不要となった石抜き機を次年度に投入するセットに組み込むことも可能、との判断があった。しかしながら、中

間評価時に、不要となった石抜き機を他のセットに投入する、という案も予算上実現困難であることが判明し、

ナサラワ州のプラントは設置時の姿となっている。 
16 プラントの据え付け作業と精米プラントの操作と維持管理に関する OJT を内容とする研修。ADP のカウンター

パートには据え付け作業から試運転、実際の精米、調整、維持管理などの要素を含む OJT が行われた。 
17 ADP 職員が講師役となり、ABM の職員に対して行った精米プラントの操作研修。 
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活動 3-5「ナサラワ州 ADP の担当職員への研修の成果を確認し、研修計画を修正する」 

 ADP 職員の研修に関する成果とは、ADP 職員の能力が向上することにほかならない。そこで、

ADP 職員の研修の運営実施やイノベーター支援に必要な能力項目を 5 段階で評価した（表 2-3-2）。
研修に関する能力はプロジェクト期間中に 3 回評価して、能力の変化を確認した。2012 年 10 月

は ToT が終了し受益者研修を実施する前、2013 年 2 月は受益者研修の終盤時期、2015 年 4 月はイ

ノベーター支援活動の実施時期であった。イノベーター支援に関する能力評価は、2015 年 4 月時

点のみの達成レベルを評価した（表 2-3-3）。これらの評価はカウンターパート個人の評価という

よりは、組織として各項目について対応できるか否かという視点で実施した。その結果、研修能

力に関しては、PDM の成果 3 の指標で目標値としている 3.0 を上回る 4.0～4.5 の評価をプロジェ

クト後半期に達成することができた。これは、毎回の研修で、調整役、講師、支援員からなる研

修チームが結成され、準備、実施、モニタリング・評価を担い、同じ内容を繰り返し複数回実施

した受益者研修を通じて、研修の改善に取り組み、能力を向上させた結果である。イノベーター

支援については、支援方法の定型はなく、問題解決型で個々の受益者の状況に対応する高度な能

力を要求され、一部の項目については、日本人専門家などの助言がなければ遂行できないレベル

の 2.0～2.5 の評価となった。 
 ADP 向けの研修計画の修正はプロジェクト期間中になかったが、プロジェクト終了時に作成さ

れた RIPMAPP 技術普及ガイドラインに、ADP 向けの研修の経験を集約した研修の内容と方法を

とりまとめた。  
 

表 2-3-2 ナサラワ州 ADP のカウンターパートの研修に関する能力の変化（5段階評価） 

項目 指標 2012 年 

10 月 

2013 年 

2 月 

2015 年 

4 月 

研修運営能力 研修の準備ができる 2.5 4.5 4.5 
研修を実施できる 3.0 4.5 4.5 
研修を評価し改善できる 3.5 4.5 4.5 
研修機材を維持管理できる 1.0 1.0 4.5 

収穫後処理技術 収穫後処理技術の課題について指導できる 3.5 4.5 4.5 
精米技術を指導できる 3.0 3.5 4.5 
パーボイル加工技術を指導できる 3.0 3.5 4.5 
農家向け収穫後処理技術を指導できる 3.5 4.5 4.5 

マーケティング

と経営 
品質と重量取引について指導できる 3.0 4.5 4.5 
パッケージについて指導できる 3.0 3.5 4.0 
等級基準について指導できる 2.5 4.0 4.0 
投資回収計算を指導できる 3.0 4.0 4.0 
融資サービスについて指導できる 3.0 4.0 4.0 

教授法 プレゼンテーションができる 3.5 5.0 5.0 
視覚教材を作成できる 3.0 4.0 4.0 
議論をファシリテートでき、受講者の参加を促すこ

とができる 
3.0 4.0 4.0 

 

 

 

 

 

 

 



 

プロジェクト業務完了報告書 
 

 28 

表 2-3-3 ナサラワ州 ADP のカウンターパートのイノベーター支援に関する能力評価（5段階評価） 

項目 指標 2015 年 

4 月 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ 

1.市場調査支援 対象バリューチェーンと関係者の構造を調査できる 3 
各バリューチェーンの質、価格、量を含む市場ニーズを調べることが

できる 3 

市場視察やメディアを通じて市場ニーズを受益者に理解させること

ができる 3 

2.ロジスティックス

とパッケージについ

ての情報支援 

運搬を含むロジスティックスの課題を調査し、解決策を提案できる 2.5 
デザインや印刷を含むパッケージの課題について調査し、解決策を提

案できる 2 

3.販売開始における

問題解決 
需要と供給量のギャップについて受益者に気付きを促すことができ

る 2.5 

ギャップを埋めるための解決策を受益者が見つけられるようにファ

シリテートできる 2 

受益者の販売計画策定を支援できる NA 
4.マッチングおよび

販売促進支援 
受益者とバイヤーを直接紹介か、マッチングイベントを通じてつなげ

ることができる 
3 

販売促進や商品広告の支援ができる NA 
5.継続的な改善支援 質、量、価格の改善を継続的に支援できる 2 

収
穫
後
処
理
技
術 

1.コメの品質改善に

関わる技術普及方法

の計画 

推奨技術の採用可能性のある対象者を、能力を考慮して見つけること

ができる 3.5 

想定される利用者への普及方法とスケジュールを策定でき、ADP 職

員に指示ができる 3 

2.技術普及レベルを

はかる監督とモニタ

リング 

普及の進捗状況をモニタリングできる 4 
普及対象となる技術と機材の現状を理解し、問題を特定できる 2.5 

3.適切な技術の指導 2 での分析に基づき適切な改善技術を再提案できる 2.5 
現場で技術を説明、指導できる NA 

4.生産管理のモニタ

リングと品質管理体

制 

3 で提案された技術のモニタリングと、品質改善における技術改善の

効果を確認できる NA 

推奨技術採用による効率的で品質改善を妨げない加工過程を提案す

ることができる NA 

注：NA は、該当する活動を実施しなかったために評価しなかったもの 

 
活動 3-6「ナイジャ州に機械・機材を備えたインキュベーションプラントを設置する」 

 

活動 3-6-1「インキュベーションプラントの建屋を建設する」 

2013 年 7 月 18 日に開催された第 3 回 JCC の場で、ナイジャ州ビダに設置するインキュベーシ

ョンプラントの建屋は、ナイジャ州が建設することで合意した。2014 年 5 月上旬からインキュベ

ーションプラントを活用し、ナイジャ州での受益者向け研修を実施するためには、研修用機材の

据え付け期間を考慮すると、2014 年 3 月末までに建屋を完工する必要があった。2014 年 3 月末の

建屋完工を確実にするため、ナイジャ州に対して、2013 年 10 月末までに工事を開始するよう依

頼した。しかし、期限内に工事は開始されず、2013 年 11 月 17 日には建屋完工期日に間に合う日

程での予算執行が難しい旨、ナイジャ州より正式に連絡があった。 
これにより、2015 年 11 月 27 日に開催された第 4 回 JCC の場で、インキュベーションプラント

の規模を縮小し、ナイジャ州に代わりプロジェクト予算で建屋を建設することで合意した。プロ

ジェクトでは、2014 年 1 月 17 日にインキュベーションプラント建屋建設に関する指名見積競争



 

プロジェクト業務完了報告書 
 

 29 

を実施し、2014 年 2 月 14 日に建屋建設業者と契約を締結した。 建屋建設は、2014 年 2 月 17 日
に着工し、2014 年 3 月末に完工した。 
 
活動 3-6-2「機材を調達し設置する」 

建屋の完成をみて、小型精米機器、小型石抜き機、改善されたパーボイル加工機材など、すで

に一部調達していた機材を運び入れた。また、スタンバイ用発電機は 2014 年 5 月に、処理能力

毎時籾 500－600kg の小規模精米プラントは 2014 年 10 月に設置された。 
 
活動 3-7「ナイジャナ州 ADP の担当職員に対し、コメバリューチェーン、マーケティング、収穫

後処理技術、組織強化に関する研修を実施する」 

ナイジャ州 ADP 職員対象の研修は一部講義と実習を組み合わせ、ABM のカウンターパートが

講師となり実施した。ナイジャ州 ADP 職員向け研修の概要は表 2-3-4 のとおり。 
 

表 2-3-4 ナイジャ州 AMDA 職員対象研修の概要 

モジュール 項目 実施日 参加者人数 
マーケティング・経営 RIPMAPP の概要 2013/8/13,14, 

15 
59 人 

コメのマーケットニーズと現状 
関係者分析 
受益者によるコメの品質改善ステップ 
籾の品質と重量取引 
コメの品質等級 
パッケージ化 
利益と通じた投資回収の計算 
資金調達方法の可能性 

収穫後処理技術 収穫後処理技術の現状と課題 2013/7/30 23 人 
農家の収穫後処理技術 
パーボイル加工 
農家の収穫後処理技術（脱穀と唐箕の作業） 2013/11/26 15 人 
コメの品質とコメの品質分析の技能 2013/7/31 7 人 
精米技術 2013/9/19 7 人 
小規模精米プラント18 2014/10/7–9 4 人 

普及 普及理論 2013/8//20, 21, 
22 

61 人 
RIPMAPP の技術移転と支援方法 
農家組織 

研修計画・実施・評価 研修運営管理 2013/10/28 33 人 
指導員の技能 

  
ABM のカウンターパートは、ナサラワ州、ナイジャ州での研修講師経験や専門家との協働を通

じて能力向上が見られ、専門家は表 2-3-5 のように評価している。 
 
 
 
 
 
 
 

                                                        
18 据え付け作業も含む、精米作業と維持管理に関する OJT が行われた。 
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表 2-3-5 ABM のカウンターパートの能力の変化（5段階評価） 

項目 指標 2012 年 2 月 2015 年 4 月 

研修運営能力 研修の準備ができる 2.0 2.5 
研修を実施できる 2.5 3.5 
研修を評価し改善できる 2.5 3.0 
研修機材を維持管理できる 1.5 3.0 

収穫後処理技術 収穫後処理技術の課題について指導できる 3.0 3.5 
精米技術を指導できる 4.0 4.5 
パーボイル加工技術を指導できる 3.0 3.5 
農家向け収穫後処理技術を指導できる 3.0 4.0 

マーケティングと

経営 

品質と重量取引について指導できる NA 3.5 
パッケージについて指導できる 3.0 4.0 
等級基準について指導できる 3.0 4.0 
投資回収計算を指導できる 2.5 3.5 
融資サービスについて指導できる 3.0 4.0 

教授法 プレゼンテーションができる 3.0 4.0 
視覚教材を作成できる 2.0 2.5 
議論をファシリテートでき、受講者の参加を促す

ことができる 
3.0 3.5 

注：1) パーボイル加工の実習は指導員の選抜を行うための実習。精米技術の実習は指導員の選抜も兼ねている 
     2) NA は、該当する活動を実施しなかったために評価しなかったもの 
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表 2-3-6  ABM のカウンターパートのイノベーター支援に関する能力評価（5 段階評価） 

項目 指標 2015 年 

4 月 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ 

1.市場調査支援 対象バリューチェーンと関係者の構造を調査できる 3.0 
各バリューチェーンの質、価格、量を含む市場ニーズを調べることが

できる 3.0 

市場視察やメディアを通じて市場ニーズを受益者に理解させること

ができる 3.0 

2.ロジスティックス

とパッケージについ

ての情報支援 

運搬を含むロジスティックスの課題を調査し、解決策を提案できる 2.0 
デザインや印刷を含むパッケージの課題について調査し、解決策を提

案できる 2.5 

3.販売開始における

問題解決 
需要と供給量のギャップについて受益者に気付きを促すことができ

る 2.5 

ギャップを埋めるための解決策を受益者が見つけられるようにファ

シリテートできる 2 

受益者の販売計画策定を支援できる NA 
4.マッチングおよび

販売促進支援 
受益者とバイヤーを直接紹介か、マッチングイベントを通じてつなげ

ることができる 
3 

販売促進や商品広告の支援ができる NA 
5.継続的な改善支援 質、量、価格の改善を継続的に支援できる 1.5 

収
穫
後
処
理
技
術 

1.コメの品質改善に

関わる技術普及方法

の計画 

推奨技術の採用可能性のある対象者を、能力を考慮して見つけること

ができる 3 

想定される利用者への普及方法とスケジュールを策定でき、ADP 職

員に指示ができる 2.5 

2.技術普及レベルを

はかる監督とモニタ

リング 

普及の進捗状況をモニタリングできる 3 
普及対象となる技術と機材の現状を理解し、問題を特定できる 2.5 

3.適切な技術の指導 2 での分析に基づき適切な改善技術を再提案できる 2 
現場で技術を説明、指導できる 3 

4.生産管理のモニタ

リングと品質管理体

制 

3 で提案された技術のモニタリングと、品質改善における技術改善の

効果を確認できる 3 

推奨技術採用による効率的で品質改善を妨げない加工過程を提案す

ることができる 2 

注：NA は、該当する活動を実施しなかったために評価しなかったもの 

 

インキュベーションプラントでの研修  

インキュベーションプラントでの機材の据え付け作業から、ナイジャ州 NAMDA の収穫後処理

技術分野のカウンターパート 4 人も参加させ、据え付け後には小規模精米プラントの操作と維持

管理に関する研修が行われた。操作では、パーボイル籾を数袋使用し実際の精米作業を通じて、

単体の精米機とは異なるゴムロール式の籾摺り作業の調整、精米室内圧力の調整、籾の流量調整

などの方法について、実際の作業を通じて指導が行われた。維持管理では、ゴムロールの交換、

搗精ロールの交換、エレベータの張り方の方法などが教授された。 
 研修によりカウンターパートたちは、インキュベーションプラントを自分たちで操作指導でき

るようになった。 
 
活動 3-8「ナイジャ州 ADP の担当職員への研修の成果を確認し、研修計画を修正する」 

 活動 3-5 のナサラワ州 ADP への活動と同様に、5 段階でナイジャ州カウンターパート機関の研

修とイノベーター支援に関する能力をそれぞれ以下の表の通り評価した（表 2-3-7）。結果もほぼ
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ナサラワ州と同じで、研修に関する能力は PDM 成果 3 の指標の目標値の 3 を超えているが、イ

ノベーター支援に関する能力については、いくつかの複雑な対応を求められる項目については助

言を必要とするレベルである 2.0～2.5 にとどまった（表 2-3-8）。 
 プロジェクト期間中に NAMDA 職員向けの研修計画は修正されておらず、教訓や経験に基づく

研修内容はプロジェクト終了時に取りまとめた RIPMAPP 技術普及ガイドラインに反映された。 
 

 表 2-3-7 ナイジャ州 AMDA のカウンターパートの研修に関する能力の変化（5 段階評価） 

項目 指標 2013 年 10 月 2015 年 4 月 

研修運営能力 研修の準備ができる 3.0 5.0 

研修を実施できる 3.0 4.5 

研修を評価し改善できる 2.0 4.5 

研修機材を維持管理できる 1.0 4.0 

収穫後処理技術 収穫後処理技術の課題について指導できる 2.5 4.0 

精米技術を指導できる 2.0 4.5 

パーボイル加工技術を指導できる 3.5 4.0 

農家向け収穫後処理技術を指導できる 3.5 4.5 

マーケティング

と経営 

品質と重量取引について指導できる NA NA 

パッケージについて指導できる 3.0 4.0 

等級基準について指導できる 3.0 4.0 

投資回収計算を指導できる 2.0 3.0 

融資サービスについて指導できる NA NA 

教授法 プレゼンテーションができる 2.5 4.0 

視覚教材を作成できる 3.0 4.0 

議論をファシリテートでき、受講者の参加を促すこ

とができる 
3.0 3.5 

注：NA は、該当する活動を実施しなかったために評価しなかったもの 
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表 2-3-8 ナイジャ州 AMDA のカウンターパートのイノベーター支援に関する能力評価（5段階評価） 

項目 指標 2015 年 
4 月 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ 

1.市場調査支援 対象バリューチェーンと関係者の構造を調査できる 3 
各バリューチェーンの質、価格、量を含む市場ニーズを調べるこ

とができる 
3 

市場視察やメディアを通じて市場ニーズを受益者に理解させるこ

とができる 
3 

2.ロジスティックスと

パッケージについて

の情報支援 

運搬を含むロジスティックスの課題を調査し、解決策を提案でき

る 
2.5 

デザインや印刷を含むパッケージの課題について調査し、解決策

を提案できる 
2 

3.販売開始における問

題解決 
需要と供給量のギャップについて受益者に気付きを促せる 2.5 
ギャップをうめるための解決策を受益者が見つけられるようにフ

ァシリテートできる 
2 

受益者の販売計画策定を支援できる NA 
4.マッチングおよび販

売促進支援 
受益者とバイヤーを直接紹介か、マッチングイベントを通じてつ

なげることができる 
3 

販売促進や商品広告の支援ができる NA 
5.継続的な改善支援 質、量、価格の改善を継続的に支援できる 2 

収
穫
後
処
理
技
術 

1.コメの品質改善に関

わる技術普及方法の

計画 

推奨技術の採用可能性のある対象者を、能力を考慮して見つける

ことができる 
3.5 

想定される利用者への普及方法とスケジュールを策定でき、ADP
職員に指示ができる 

3 

2.技術普及レベルをは

かるスーパーバイズ

とモニタリング 

普及の進捗状況をモニタリングできる 
4 

普及対象となる技術と機材の現状を理解し、問題を特定できる 2.5 
3.適切な技術の指導 2 での分析に基づき適切な改善技術を再提案できる 2.5 

現場で技術を説明、指導できる 3.5 
4.生産管理のモニタリ

ングと品質管理体制 
3 で提案された技術のモニタリングと、品質改善における技術改善

の効果を確認できる 
3 

推奨技術採用による効率的で品質改善を妨げない加工過程を提案

することができる 
1.5 

注：NA は、該当する活動を実施しなかったために評価しなかったもの 

 
2.4 成果４「小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者の収穫後処理、マ

ーケティング、経営能力が強化される」 

  
活動 4-1「小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対する研修計画を

策定する」 

 

活動 4-1-1「研修計画を検討する」 

 

【ナサラワ州】 

研修参加者の選定 

研修スケジュールの策定においては、研修項目とその内容にふさわしい 1 回あたりの参加者数

を検討した上で、ワークプランで承認された受益者研修の対象者数を達成するように配慮した。

収穫後処理技術分野のように機械実習を含む研修では、1回あたりの参加者数を 10 人程度に限定

した。一方で経営・マーケティング分野は講義型となるため 30人定員とした。 

研修参加者の選定にあたっては、ADP のカウンターパートと協議をして、以下のような条件を
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求めることにした。この条件はナイジャ州でも同様に求めた。 
 

 
① プロジェクトの目的を理解する者 
② 収穫後処理技術の改善に取り組むことに興味を持つ者 
③ 所属しているコミュニティや組織から推薦された者 
④ プロジェクトは研修と技術支援を行うことで、ただ単に機械類を与えるこ

とではないこと、を理解している者 
⑤ プロジェクトで得た情報をコミュニティ内、または隣人と共有することが

できる者 
⑥ プロジェクトの技術支援を受けた他の生産者・加工者と商業上のかかわり

をもつことに異論がない者 
⑦ 事業に使う機材などに投資することに興味を持つ者 

 
 
①農家、パーボイル加工業者、精米業者、流通業者など各受益者を選定する際には、同じコメ

のバリューチェーン上でつながりを持っている、②インキュベーションプラントに関する研修参

加者はラフィアやナサラワ州のプロジェクト対象地域に留まらず、精米事業や投資に関心のある

人にも門戸を広げ、招待する―ことにも配慮した。 
具体的な選定作業は、対象地域の 3 つの受益者組織の代表とカウンターパートとともに会合を

持ち、組織の代表者に説明を行い、研修参加者の選定を依頼した。ラフィア精米業者・流通業者

協会は、精米業者、パーボイル加工業者、コメ農家、流通業者を、アサキオ協会は精米業者、女

性パーボイル加工業者兼流通業者を、ナイジェリア稲作協会（Rice Farmers Association Nigeria、
RIFAN）ナサラワ州支部は農家を、それぞれ推薦した19。その結果、精米業者は 50 人、パーボイ

ル加工業者は 1300 リットルドラム型が 60 人、200 リットルドラム型が 20 人、コメ農家 105 人、

流通業者 180 人が研修招待者としてリストアップされた。 

 

【ナイジャ州】 

1）バリューチェーンとコメ流通の把握 

受益者研修を始めるにあたり、コメの品質改善に投資する動機づけができる立場にある関係者

をコメのバリューチェーン上で特定し、研修の対象者とすることで、技術改善が効果的に進むこ

とがナサラワ州のイノベーター支援の活動から教訓として得られた。そこで、ナイジャ州対象地

域のコメのバリューチェーンを把握し、その上で、ある程度の売買量を持つことにより技術の採

用への投資能力があり、かつ外部からの流通業者と直接取引のある流通業者を特定し、次にコメ

の品質改善に大きな影響のあるパーボイル加工業者を、最後に精米業者やコメ農家をそのバリュ

ーチェーン上に特定した。 
この特定作業では、NAMDAのビダ事務所の職員や普及員による、関係組織の幹部や会員への

アンケート用紙を用いた聞き取り、域内に存在する市場でコメ流通に関する聞き取りなどを実施

した。 
ナイジャ州の対象地域は、受益者すなわちコメ収穫後処理作業の担い手のあり方がナサラワ州

ラフィアのそれと大きく異なる。ラフィアでは加工業者や流通業者がラフィアに集中し、コメの

集積地となっているが、ナイジャ州の場合、関係者が1カ所に集中していない。市場でのコメ流通

調査で明確になったことは、対象地域内のコメの取引量は、ビダ市内の比較的大規模な流通業者

                                                        
19 なお、アサキオ協会への介入は、2013 年 9 月にアサキオ地域で発生した民族衝突を受けて中止した。 
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が集中しているタイマコ・モクワラ協会が年間15万袋なのに対し、それ以外の農村部の年間取引

量の合計は14万袋近くになり、農村部で精米され、販売されるパーボイル精白米が半分を占めて

いることだった。 
 

2）研修参加者の特定 

流通業者については、ビダ市内と農村部では様相が異なる。タイマコ・モクワラ米流通業・精

米業者協会の協会幹部とNAMDAビダ地域事務所のカウンターパートによると、ビダ地域の精白

米流通業者のおよそ8割は同協会の会員になっている20。一方、RIPMAPPの対象地域全体であるビ

ダ、ラブン、カチャ、バコ地方行政区域をみると、ビダ市街以外の農村部にも、他州や都市部な

どへのコメ流通の拠点となっている市場が存在しており、そこには籾を農家から買い取り、自ら

パーボイル加工し、賃搗きで精米し、精白米を販売する主に女性の流通業者が存在する。前者は、

協会による紹介、後者は、市場調査で明らかになったコメを供給している村への訪問により特定

した。 
パーボイル加工業者は、専業、流通業との兼業に関わらず大部分が農村部に散在しており、伝

統鍋による小規模なものである。この特定は、ビダのタイマコ・モクワラ協会の流通業者から紹

介された。農村部については、前述の流通業者がパーボイル加工業を兼業しており、おのずと特

定された。 
精米業者は、ビダ市内にいるタイマコ・モクワラ協会メンバーの精米業者と、流通業兼パーボ

イル加工業者の委託を受ける農村部の精米業者を、その紹介により特定した。 
 コメ農家は、パーボイル加工業が籾を買い取るという関係にあることから、すべてパーボイル

加工業者の紹介により特定することにした。 

 

3）研修の実施方法の検討 

 既に述べてきたように、ナイジャ州では、プロジェクトの受益者となる流通業者の半分、パー

ボイル加工業者の大半、精米業者の一部、コメ農家全てが、農村部に分散している。さらにナイ

ジャ州の対象地域は広がっており、アクセス困難な村もある。例えば、比較的コメ流通量が大き

い市が立つカチャ村でさえ、途中からの道路の状態が悪く、ビダからの車での移動には 2 時間近

く要する。このため、受益者をビダに集めて研修を実施するには、交通手段やスケジュールなど

課題が多いので、研修チームが資機材を運んで農村部に赴くキャラバン型の研修を取り入れるこ

とにした。ビダ市内と農村部の業者では事業規模が異なり、技術移転の内容にも違いが出てくる

ことを考慮し、市内の協会メンバー対象の研修は NAMDA の施設やインキュベーションプラント

で実施することにした。 
 
4）研修参加者の選定 

研修計画策定においては、研修項目とその内容にふさわしい 1 回あたりの参加者数を検討した

上で、ワークプランで承認された受益者研修の対象者数を達成するように配慮した。キャラバン

型の研修では、研修チームの人材も資機材も移動するために、農家向けと流通業兼パーボイル加

工業者向けの研修を同じ日に同じ場所で実施することにした。 

 キャラバン型の研修会場は比較的人口の多い中核村とし、さらに周辺村からも参加者を招待し

た。19の中核村と 57の周辺村がNAMDAのビダ事務所のカウンターパートによって選定された。 
                                                        
20 タイマコ・モクワラ協会から 2014 年 10 月頃に多くの会員が脱退し、ハスケ協会という新しい組織を立ち上げ

ている。 
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 各村・地域を担当している普及員が、対象村に赴き、村のリーダーや関係組織に説明した上で、

受益者を選定することにした。また中核村には、会場の準備などの協力も仰ぐ必要があり、その

手配も同時に進めた。普及員を集めての業務説明会は NAMDA のビダ事務所のカウンターパート

が主体的に実施した。その結果、精米業者は農村部 90 人とビダ市内 100 人、流通業者はビダ市内

80 人、農村部はパーボイル加工業との兼業の流通業者 380 人を研修招待者としてリストアップし

た。 
 

活動 4-1-2「研修計画を作成策定する」 

 
【ナサラワ州】 

研修講師の選抜 

上記の ADP 研修を受講した ADP 職員から研修の講師と支援員を選抜した。選抜にあたり、知

識、技術、態度の 3 つの側面について評価した。まず知識面については、ADP 向け研修のポスト

テストの結果を基準とした。すなわち、①収穫後処理技術の研修モジュールは 8 割以上の正答率、

②マーケティングと経営のモジュールは、計算問題と基礎知識を問う 2 つの設問が正答できてい

ること―を条件とした。次に技術面は、ADP 内でのエンジニアリングサービス部や普及部などと

いった所属での類似業務経験を重視し、収穫後処理技術に関しては各種機械の操作実習を通じて、

その様子を観察した。態度面は、まず本人に講師として活動する関心、意欲があるかどうかを前

提条件として、所属部の長からの評価も考慮した。その他には、受益者には女性のパーボイル加

工業者がいることから、女性講師の採用にも配慮した21。その結果、表 2-4-1 のように講師と支援

員が選ばれた。 
 

表 2-4-1 ナサラワ州受益者研修の講師陣 

研修分野 講師 支援員 
収穫後処理技術   
農家の収穫後処理技術 2 6 
200 リットルドラム型パーボイル加工技術 2 3 
1300 リットルドラム型パーボイル加工技術 1 2 
精米技術 2 2 

マーケティング・経営 4 1 

 
【ナイジャ州】 

研修講師の選抜 

成果 3 の項目で述べた研修に参加した NAMDA 職員から受益者研修の講師を選抜した。選抜に

あたり、知識、技術、態度の 3 つの側面について評価した。まず知識面については、NAMDA 向

け研修のポストテストの結果を基準とした。次に技術面は、NAMDA 内でのエンジニアリングサ

ービス部や普及部などといった所属での類似業務経験を重視した。態度面は、まず本人に講師と

して活動する関心、意欲があるかどうかを前提条件として、所属部の長からの評価も考慮した。

その他、受益者には女性のパーボイル加工業者がいることから、パーボイル加工技術の研修には、

女性講師を採用した22。 
講師以外には、NAMDA のビダ事務所のカウンターパート 2 人が研修運営を監督し、各村での

研修準備と運営補佐のために普及員もチームの構成員となった。前項で説明した通り、研修は週
                                                        
21 講師 13 人中 3 人が女性 
22 講師 16 人中 5 人が女性 
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2 回のペースで実施し、かつ農村地域に研修チームが赴くキャラバン型であり、研修チームへの

負担が大きいことから、同じ講師が毎回研修を担当するのではなく、各分野の講師が当番制で研

修チームを構成するようにした（表 2-4-2）。 

これらの研修チームメンバーは、

収穫後処理技術分野のみ、ミナの

NAMDA 本部からもエンジニアリ

ングサービス部の選ばれた職員が

参加しているが、その他は皆、

NAMDA ビダ地域事務所の所属で

ある。 
 

予算、資機材の準備 

計画策定のほかに、資機材や予算確保などの研修準備作業は、NAMDA の本部とビダ地域事務

所とともに進めた。R/D に基づいて、ナイジェリア側が負担する費用を具体的に計算し、研修講

師への手当て、研修講師の移動手段、研修参加者への交通費、研修参加者選定業務をする普及員

の交通費は NAMDA 本部が予算を確保した。 
 

活動 4-2「研修のカリキュラム及び教材を作成する」 

 

活動 4-2-1「ADP 職員用の研修実施マニュアルを作成する」 

研修マニュアルは ADP 職員向け研修時に作成した。マニュアル内にある様々なツールの中でも、

特に資機材リストに関しては、研修項目ごとに作成をし、準備と片付け、運搬の際に活用した。 
 

活動 4-2-2「受益者向け研修カリキュラムを作成する」 

研修教材は、初回の研修の教訓から、ポスターなど手描きの図や現地語による視覚教材を使う

ことにした。視覚教材の利用により、最初の頃と比較して講義中の研修受講者の理解も進んでい

るように見受けられた。また、女性パーボイル加工業者や農家には非識字者が含まれることから、

プレ・ポストテストでは設問は現地語により口頭で説明し、回答は手描き図のポスターで選択肢

を示すことで、受講者の理解度を把握することに努めた。 
 
活動 4-3「ラフィアの小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対する

研修を実施する」 

 

活動 4-3-1「ラフィアの小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対し、

研修を実施する」 

 2012 年 10 月から 2013 年 3 月にかけて、研修を以下の通り実施した。 
 
 
 
 
 
 

表 2-4-2 ナイジャ州受益者研修の研修チームメンバー 

研修分野 人数 

収穫後処理技術  
農家の収穫後処理技術 2 
パーボイル加工技術 5 
精米技術 3 

マーケティング・経営 6 
研修運営 2 
普及 19 
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表 2-4-3 ナサラワ州受益者研修の概要 

研修モジュール 項目 研修回数 参加者 

マーケティング・経営  7 176 人 

収穫後処理技術 農家の収穫後処理技術 7 92 人 

200 リットルドラム型パーボイル加工技術 3 19 人 

1300 リットルドラム型パーボイル加工技術 3 60 人 

精米技術 5 49 人 

小規模精米プラント23 1 31 人 

 

インキュベーションプラントでの研修 

2014 年 6 月にインキュベーションプラントでの小規模精米プラントの研修を実施した。本研修

は、潜在的な投資家や精米事業者を招いてのデモンストレーションという位置づけであった。研

修には、カノ州から 7、コギ州 2、ベヌエ州 2、ナイジャ州 3、ナサラワ州 3 の合計 17 人が参加し

た。この他、ナサラワ州農業大学の学生を含む 5 人のオブザーバーが研修を視察した24。 
研修は、インキュベーションプラントの見学に始まり、パーボイル米の品質の問題と対策の抗

議、精米プラントの概要と構造に関する説明、そしてデモンストレーションという構成で、ABM
と ADP の収穫後処理分野のカウンターパートの協働で実施された。 
 

活動 4-3-2「ラフィアの研修を評価する」 

毎回の研修終了時にポストテストを実施して、参加者の習得レベルを測った。日本人専門家と

カウンターパートで研修とテストの内容に基づき、合格基準点を設定した。その結果は表 2-4-4
の通りだが、ラフィア協会のパーボイル加工技術研修のみ平均点が合格点に達しなかった。この

研修は、日本人のナサラワ州への渡航が安全の理由上制限されていた時期に実施されたため、日

本人専門家の支援がなかったことが影響していると思われる。 
 

表 2-4-4 ナサラワ州受益者研修参加者のポストテスト結果 

研修内容 
ポストテストの 

合格基準点 

ポストテストの 

平均点 

精米研修 60.0 73.6 

200 リットルドラム型パーボイル加工研修 60.0 70.0 

1300 リットルドラム型パーボイル加工研修 70.0 60.4 

農家向け研修 80.0 91.3 

マーケティング・ビジネス経営研修 60.0 73.7 

 

インキュベーションプラントでの研修評価 

潜在的な投資家や精米事業者を招いてのデモンストレーションを主体としたインキュベーショ

ンプラントでの研修直後に質問票調査を行った。その結果を表 2-4-5 にまとめる。 
 

                                                        
23 2014 年 10 月 9 日に精米プラントのデモンストレーション研修ということで、ラフィア精米協会向けに実施さ

れた。 
24 報道機関係者の取材も入り、ナサラワ州地方放送局のカメラマンと記者、ナサラワ州情報通信省より派遣され

た記者兼カメラマンの計 3 名が参加し、研修の様子が後日テレビ放映された。 
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表 2-4-5 研修後の質問票調査の集計結果 

質問 質問と選択回答など 回答数 回答割合（%） 

1 
研修のプログラムに満足しましたか。 
はい 16 100 
いいえ 0 0 

2 
講師の質に満足しましたか。 
はい 17 100 
いいえ 0 0 

3 
研修は期待に沿えるものでしたか。 
はい 14 93 
いいえ 1 ７ 

4 研修全般に対するコメント いい研修だった（2 名）楽しかった。 

5 
オペレーターを本研修に参加させたいですか（参加費用は自己負担） 
はい 16 94 
いいえ 1 ６ 

6 
本精米プラントはあなたの精米事業の需要に合っていますか 
はい 16 94 
いいえ 1 6 

7 
本精米プラントの処理能力はあなたの事業規模に合っていますか 
はい 14 93 
いいえ 1 7 

8 

このようなタイプの精米プラントに投資したいと思いますか（金額：約 4000 万 NGN） 
はい 13 76 
いいえ 4 24 
いいえの場合、いくらなら投資しますか 2500 万 NGN、10 万 NGN、50 万 NGN 

9 

本プラントを賃借りして精米業を実施したいと思いますか 
はい 9 60 
いいえ 6 40 
はいの場合、精米 100kg あたりいくらの賃料を

支払いますか。   
70,000NGN、300NGN、40NGN、今は断

言できない。 

10 精米プラントの構造はいかがですか。 

よい（7 人）。きれい。よくまとまって

いる。処理能力を大きくしてほしい。と

てもよい。単独の小型機材については、

シンプルかつ持ち運び可能で負荷が少

ない。構造がとてもよい。精米プラント

の情報が分かりやすく表示されている。

資金が必要だ。講義室の換気に問題があ

り。適切に構成されている。 

11 精米プラントに対する意見、提案はあります

か。 

サプライヤーを紹介してほしい。日本政

府に支援してほしい。石抜き機は 2 台で

はなく 1 台の方がよい。講義室に窓と換

気システムを増やす必要がある。精米プ

ラントの処理能力は適切でニーズに合

う。精米後の石抜き機は 2 台ではなく 1
台で十分。 

 
この表から研修内容、精米プラントの構成、プラントへの投資の可能性など高い評価や前向き

な回答を得られた。全般的に満足度のいく研修であったことが読み取れる。 
研修の内容・進行、研修講師の質に対する評価は全般的に評価が高かった。『オペレーターを操

作・維持管理の研修に参加させたいか』という質問に対しては、ほとんどの参加者がその意志を

示した。プラントの規模についても同じく、1 人を除いた全員が『自身のビジネス規模に合う』

と回答した。加えて、精米プラントの個々の機材構成に関しては、規模に関わらずよくまとまっ

ているなど、良い感想を寄せている。『本精米プラントを借りたいか』という質問に対しては全体
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の 60%が借りたいと答えている。その回答者の中で、借りる時の精米 100kg あたりの賃料につい

ての希望料金を提示した参加者は 3 人であった。 
 

活動 4-3-3「受益者への研修の成果を特定し、次期のラフィアでの研修計画を改善する」 

 後述する活動 4-4 の通り、ラフィア協会のパーボイル加工工程において中底もしくは中底に代

わる道具が普及したのは、研修および早期技術採用者への支援の効果であると言える。ナサラワ

州の受益者向け研修計画については、プロジェクト完了前に、ADP のカウンターパートが日本人

専門家の助言を受けながら、研修計画が含まれた州全体への普及計画を策定し、ワークショップ

および JCC で発表した。 
  
活動 4-4「ラフィアの早期技術採用者（イノベーター）に対して、技術、金融サービス情報、経

営手法について支援する」 

 

1. 石抜き機貸し出し対象イノベーター支援経緯  

 

A. 改良パーボイリング技術 

 研修後のアンケート調査に基づいて期限目標を持って技術の採用の意思を示した 104 人の研修

参加者をイノベーター候補者とし、個別聞き取りによって情報を収集した。コメの売買を手がけ

ている流通業者を中心に、一定水準以上の事業規模を実施している 49 人を相談会の対象とした。

6 月末に実施した相談会で明らかになったのは、業者の多くが高品質精白米を求める市場ニーズ

は知っているものの、それによっていくらの増益になるといった計算をしている人はいないこと

だった。 
 研修で示した改良技術への投資を促すため、1 人 4 週間、改良パーボイリングタンク試用のた

めの無償貸し出しを始めることにした。意識向上のため、併せてラフィア協会構内に RIPMAPP
の看板を 2 つ設置した。タンクの貸し出しは 9 月末に開始した結果、11 月までの期間に計 9 人が

自己投資で改良パーボイリングタンクを発注したものの、その後は伸び悩んだ。技術改良の先頭

に立っていた協会幹部の急死といった偶発的な要素も陰を落としたが、改良タンクが 3 ヶ月ほど

でサビのために使えなくなるという耐用性の問題は投資を鈍らせる大きな要因になったと日本人

専門家チームは考えた。協会として改良タンクの使用を会員に義務付けることを決議したりもし

たが、効果はなかった。 
 2014 年の 2 月をすぎ、ピーク期が終了に近づいて籾の入手が困難になると、資金の動きがさら

に鈍り、5 月の時点で、パーボイリングタンク所有者 55 人のうち 16 人が自己投資によりタンク

を発注したことが分かったものの、それ以上には伸びなかった。深刻だったのは、一度、サビで

壊れたタンクを再度発注する動きが 2014 年のオフピーク期にほとんど見られなかったことであ

る。 
 当時は、寸胴型のドラムの直径ぎりぎりに作られている中底の出し入れの使い勝手が悪いとい

う意見が盛んに出されていたため、日本人専門家は 2 分割した中底を提案し、これは一定の評価

を受けた。併せて、耐久性の改善を目指し、アルミや木製といった代替材料も検討したが、現地

での入手可能性や価格の問題を解決するには至らなかった。2015 年のオフピーク期に、ラフィア

教会内でいわゆる「チャフ台」が提案され、会員業者の間で一気に広まった。これは籾を洗浄す

る際に浮いてくる籾に混ざっている籾殻を取り分けておいて、蒸す際にタンクの底に敷き詰め、

水を 6、7 割入れ、上部を布で覆ってその上に籾を入れて蒸す方式である。「水と籾を完全に分け
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る」という RIPMAPP 技術の概念を生かし、耐久性やコスト、出し入れの使い勝手の問題をすべ

てクリアできる優れたアイデアといえた。これが一気に広まり、プロジェクト終了時点ではラフ

ィア協会のパーボイル加工業者のほぼ全員がこの技術を採用するに至った。 
 
B. 石抜き機 

 石抜き機については、ピーク期のほぼ終わりにあたる 2014年 3月から試用貸し出しを開始した。

反応はおおむねよく、持ち込まれた精白米を受託して石抜きする商売が、1ブッシェルあたり 30-50
ナイラで成立し始めた。しかしながら、およそ 60 万ナイラする石抜き機に自己投資しようとする

人は全くいなかった。 
 白度が高く石が抜かれたパッケージ米を、従来のラフィア米の主要販売先の一つであるアナン

ブラ州オニチャの卸業者に示し、価格の可能性を尋ねたうえで、毎週 7.5 トンの籾を処理すると

して期待利益額を計算し25、それを元に返済計画を立案して、2014 年 8 月、イノベーター候補に

提示した26。翌 9 月になり、イノベーター候補とラフィア協会がこの案に難色を示した。イノベ

ーター候補からは、籾の処理量が当初の想定よりも少ないとの説明が持ち出された。毎週の籾処

理量は 5 トンも困難なことが多く、2.5 トンほどしかないという。加えて、販売価格についても、

RIPMAPP が想定した価格では売れないとの見方が示された。販売量と単価の 2 つが想定水準を下

回れば返済計画を根本から見直す必要が生じる。プロジェクトとしてはこの事態を深刻に受け止

め、イノベーター選定をいったん白紙に戻すことにした。 
 10 月に入り、ラフィア協会の協力を得て、出荷量の多い 13 業者を推薦してもらったうえで、

個別に面接し、出荷量を確認したところ、いずれも毎週 5 トン以上の籾を処理していることを確

認できた。販売価格については、首都アブジャで確認作業を進めた結果、25kg 袋で 3500 ナイラ

前後との回答を得た。オニチャの卸業者の数字よりはやや低かったが、当初の想定を根底からく

つがえすほどの大きな差ではなかった。しかしながら、出荷量、単価とも当初想定よりは下方修

正したため、補助金なしでの返済は困難と判断、補助金の導入を検討し始めた。 
 11 月になり、13 人の候補から 7 人に絞り、これらの最終候補に精白米サンプルを生産してもら

い、その品質を検討するとともに、当事者の意欲や事業規模を総合的に検討した結果、最終的に

4 人に絞り込んだ。ナイジェリア連邦政府農業農村開発省がしばしば適用している 6 割補助とす

ることにし、28 週以内で完済する返済計画案を修正した。 
 
C. マーケティングと品質改善 

 12 月のピーク期を迎え、再びオニチャにサンプルを送って価格を尋ねたところ、25kg で 3500
ナイラとアブジャ同様の回答があった。イノベーターたちは、ラフィア協会の中では品質志向の

強い業者で、これまでも一定水準の品質を実現してきたため、3500 ナイラでは物足りないと感じ

る人が多かった。しかしながら、3500 ナイラ以上の価格を実現するには、もう 1 段の品質向上が

                                                        
25 ラフィア協会は、精白米流通業者に対し、1回の籾購入上限を2.5トンと定めている。加えて、パーボイルは浸

漬から蒸煮、乾燥まで足掛け 2 日を要する作業のため、パーボイル加工業者の処理能力は週 3 回が限界になって

いる。したがって、有力な精白米流通業者であっても、籾処理量は週 7.5 トンが上限になる。イノベーター候補

は一定以上の事業規模を持っていることが必要だったので、この最大処理量を処理できる業者であることを前提

に返済計画案を起案した。 
26 2013 年 6 月に実施した相談会の対象者 49 人の中から、自ら改良パーボイルタンクに投資する人が増えること

を期待したが、動きが鈍かったため、改良タンクの試用貸し出しを実施した。これは 2014年 5月まで続き、計 70
人が試用した。この中で、さらに石抜き機への投資に関心を示した人が 5、6人リストアップされ、この時点での

イノベーター候補となった。ただし、このイノベーター候補は「イノベーターになる可能性のある人」という程

度の一般的な意味である。 
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必要とされた。 
 2015 年 1 月、1 人が辞退を申し出て、イノベーターは 3 人となった27。日本人専門家のラフィ

アへの往来が治安悪化を理由に日本大使館により禁じられ、活動がアブジャに限られたこともあ

り、アブジャ市場でのマーケティングを進めた。2 月にアブジャで、協同組合、ガルキ市場内米

穀商、総合販売店など 5 者と販売交渉した。運賃は売り手負担で、25kg3500 ナイラ程度が相場で

あることが分かった。 
 この時点で、ラフィアの受益者は、相場を考えずに、売値を 3900 ナイラとしたいと考えており、

販売先のいくつかとの話し合いが決裂していた。市場の相場を超える品質を実現しない限り、相

場を超える価格を得ることはできないことを受益者に理解してもらうために、受益者をアブジャ

に呼んで、市場を視察しながら他の製品価格を知り、小売商や卸業者の意見を聞く機会を設けた。

視察後のワークショップでは、ラフィア協会設立以来の歴史を振り返り、最盛期の 1980 年代には

大型トラックが毎日 30 台買い付けに来た時もあったが、1990 年代の外米の流入、2010 年代の国

内大型精米所の操業開始といった競争激化の中で、量産型のラフィア米の出荷量は徐々に減り、

現在のトラック台数は 1 日 2 台程度まで落ち込んでいることが分かった。品質向上にブレーキを

かけている大型パーボイルタンクを見直す必要に日本人専門家が言及し、優良籾の入手について

もナサラワ ADP の協力を得て取り組むよう方向づけした。 
  4 月、パーボイル前の籾の洗浄回数を 2 回に増やすなどの実験をカウンターパートが現地で実

施した。6 月に再び受益者をアブジャに呼んで、分析結果を検討した。洗浄回数を 2 回にすると

白度がかなり上がることが確認された。オフピークで精白米生産が止まっていることもあり、9
月から委託石抜き料をベースにして返済するという内容に合意書を変更した。 
 10 月に入り、イノベーターは試験的に 60kg 入りの早生の籾 5 袋をカドナ州で買い求め、水洗

いを 2 回し、中底を使ってパーボイルしたところ、白度の高いきれいな精白米ができた。イノベ

ーターは、この精白米を RIPMAPP パッケージ 9 袋に入れ、カウンターパートとともに、地元ラ

フィア市場の米卸売業者 7 軒を回った。米卸小売業者の反応はよく、その場で現金で 2 袋買い取

ったうえで、20 袋を発注した業者もいた。小売価格は 3600-4000 ナイラとの意見だった。ただ、

この時点ではオフピーク期で籾が高いため、ピーク期に入って籾価格が下がってから本格生産を

始めることにした。 
 この頃、前述のように、錆びやすい鉄製中底の代わりに、籾殻（チャフ）を活用したパーボイ

ル技術が協会内で提案され、ほとんどのパーボイル加工業者がこれを使っていることが分かった。 
 

D. 籾価格の高止まりと石抜き機返済スキームの断念 

 ピーク期が始まる 12 月になっても、不作の影響で籾価格は下がらず、イノベーターの生産はほ

とんど停止したままとなった。この傾向は 2016 年の年明けも続いた。原材籾の入手困難は全国的

な動向であり、この問題を解決することは資金力のない零細業者であるイノベーターの力ではで

きないとプロジェクトは判断せざるをえなかった。石抜き機の返済はプロジェクト終了後 1 年を

めどに決着することが望ましいとの JICA ナイジェリア事務所の意見をふまえ、1 年以内の合意書

履行は困難との結論に達し、イノベーター、協会幹部と協議の結果、2016 年のプロジェクト終了

前に石抜き機 3 台は回収することになった28。 

                                                        
27 辞退の明確な理由は表明されなかったが、それまでの言動から察するに、「リスクが大きいと判断した」とい

うことではないかとみられる 
28 回収された石抜き機は、ABM に保管され ABM の管理のもと RIPMAPP 技術の他州への展開に利用される予定

である。 
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 ただし、RIPMAPP とは別に、日本大使館の草の根無償資金協力によってラフィア協会は近く新

たな石抜き機を贈与されることになっており、RIPMAPP が伝えた諸技術と草の根無償の石抜き機

を活用して新たな取り組みを実施することが期待されている29。 
 
イノベーターとは 

 

Q1. イノベーターの定義は？ 

A1. RIPMAPP では（1）中底とフタを使ったパーボイリング技術と（2）石抜き機による石抜き技術

のいずれも採用することにより、白度が高く、砕米が少なく、石の混入していない A 級精白米を自ら

製造または他に委託して製造し、できた精白米を販売することによって、技術改善のための投資を回

収するコメ流通業者をイノベーターと呼んだ。 
 

Q2. パーボイル加工業者や精米業者はイノベーターにはならないのか？ 

A2. パーボイル加工業者や精米業者が、A1 で述べた機能を満たしていればイノベーターになる。す

なわち、パーボイル加工業者や精米業者が、籾を購入したうえで上記の 2 つの技術で加工し、その一

部は自らが担い、さらに出来た高品質の精白米を販売していればイノベーターと言える。これは本プ

ロジェクトの目標が「A 級高品質米の増加」に置かれているためである。したがって、例えばパーボ

イル技術だけを改善しても、それだけではプロジェクト目標は達成できないため、本プロジェクトに

おいてはイノベーターとは呼ばない。 
 

Q3. イノベーターとはどういう業者なのか？ 

A3. ふたつのパターンがある。第 1 に、パーボイル施設も精米機も持たない、流通業のみに携わる業

者。加工工程はすべて他業者に委託して行う。この場合でも、改善技術にかかるコストは改善を働き

かける流通業者が負担し、販売した精白米の付加価値からその投資分を回収する。具体的には、パー

ボイル加工業者に中底とフタ、精米業者に石抜き機の使用をそれぞれ求め、従来よりも高い委託料金

を支払う。場合によっては、改善に必要な施設、機材の設備投資自体を引き受けることもある。第 2
に、パーボイル加工業者または精米業者がコメ流通業者を兼ねている場合。例えば、この業者がパー

ボイル加工業者ならばパーボイル技術の改善は自ら行い、石抜きは精米業者に委託する。 

 

Q4. RIPMAPP 対象 2 州のイノベーターはどういう業者か？ 

A4. ナサラワ州の 3 人のうち 2 人はパーボイル業（パーボイルタンクの所有者）を兼ねる流通業者、

1 人はパーボイルタンクも精米機も所有しない流通業者だった。ナイジャ州の 2 者はいずれも、パーボ

イル業と精米業の両方を兼ねる流通業者で、1 者は企業、1 者は協同組合だった。 
 

Q5. イノベーター候補とイノベーターの違いは？ 

A5. RIPMAPP では、研修を通じて技術を紹介した後、まずパーボイル技術の改善を図りたいとする

人に働きかけ、さらにその中で石抜き機導入を希望する人を募った。さらにそこから、事業規模と意

欲を選定基準として、イノベーターを選定した。イノベーターとして選定される前までの各段階でか

かわった受益者をイノベーター候補と総称した。 

                                                        
29 同案件の実施者であるナサラワ ADP によると、贈与された 27 台の石抜き機は、次のように活用されるとのこ

とである。ラフィア協会のメンバーに 1 ヵ月/年ずつ貸し出される。1 年間で 324 人のメンバーが同石抜き機を利

用することになる。この際、メンバー辺り 2,000 ナイラを徴収することで、5 年後には 3 台の石抜き機を追加購入

する計画がある。ただし、この台数は、為替レートにより変更する可能性がある。 
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表 2-4-6 ナサラワ州におけるイノベーター支援経緯 

年 月

シ
ー

ズ
ン

販
売

・
改
善

活動とその結果
対象地域への日本人専門家

往来制限

3 ①アンケート調査の結果、期限目標を持って技術の採用の意思を示した104人の研修参加者をイノベーター候補者として位置づけ
た

対象地域に行けず

4
5

①NADP普及員が情報シート（カルテ）を用いて、イノベーター候補にインタビューした 対象地域に行けず

6 ①85人のイノベーター候補者から収集した情報を分析した結果、約50人が籾を購入してパーボイル、精米し、できた精白米を販売
するというコメ流通業に携わっていた。その大部分は年間100トン前後を扱っているので、ラフィア地域では82トン以上、アサキオ地
域では58トン以上の年間精白米取扱量を第1の条件として、流通業者を中心に49人を初回相談会の対象者に選定
②6/25、26に相談会を実施。流通業者の多くは高品質精白米を求める市場ニーズを知っているものの、いくら増益になるといった
計算はだれもしていなかった。PB改善の必要を説明し、彼らのスタンスを点検したところ、すでに発注した人が7人いることが分かっ
た

対象地域への往来制限解除

7 ①CPと協議し、改良パーボイリングタンクの貸し出しを決めた
②改良パーボイリング技術を普及させるのに必要な受託パーボイリング料金の引き上げをラフィア協会に働きかけることにした

8 ①ラフィア協会のシャリフ書記が自ら改良PBタンクを発注し、既に使い始めたことが分かった
②貸し出し用タンクの制作を開始した
③併せて、意識を喚起するため、ラフィア構内に出すRIPMAPPの看板制作を開始した。端境期のため、全般に動きは鈍い

9 ①ラフィア協会内2カ所にRIPMAPPの看板を設置
②貸し出し用タンクは9月末に完成し、1人4週間、無料で貸し出しを開始

10 ①研修受講者以外にタンクが貸し出されているなどの問題が起きたが、貸し出しを受けた者は総じて改良技術を評価した。これま
で1ブッシェル2300ナイラだったコメが2500ナイラで売れるようになったとの報告もあった。研修を受講していなくても、情報を得て、
改良技術を熱心に取り入れようとしている人もいた
②一方、改良タンクの耐久性は3ヶ月程度で、それを過ぎるとサビのために一部が壊れるとの指摘が出された

11 ①改良タンク無償貸し出しを継続。既に9人が改良PBタンクを発注していることが分かった。うち研修受講者は4人だった
②3500-4000ドルの石抜き機に対して、年間9000ドル程度まで利益増分が蓄積される可能性があると専門家が試算

12 ①改良タンク無償貸し出しを継続

1 ①改良タンク無償貸し出しを継続
②既に自ら投資して発注したという流通業者はまだ数えるほどしかおらず、ピーク期にもかかわらず、伸び悩んでいる
③1月29日にラフィア精米協会幹部と話し合いの場を設けた。協会側は幹部が10人ほど出席し、返ってきた答はさまざまだったが、
広まらない理由としての説得力は感じられなかった
④今後、RIPMAPP改良型の中底とフタを協会として全業者に義務づけることを、近く、決定する

2 ①無償貸し出し継続中だが、発注者数は増えていない。導入の先頭に立っていた協会幹部が病死したことも負の影響を与えた
②ADPのCPがアナンブラ州オニチャに出張し、4人の卸売業者と会って、RIPMAPP米の販売可能性を聞く。いずれもきれいな石抜き
米なら高く買うとの意向を表明。同時にラフィア米が乾燥不十分なことがあるとも指摘した

3 ①ラフィア協会は3/5、RIPMAPPが提案した改良型パーボイルタンクの採用を会員に義務づけることを決議した
②石抜き機の無償試用貸し出しを開始
③乾燥不十分の問題に対処するため、ADPが水分計を持ってモニタリングすることにした

4 ①改良パーボイリングタンク使用の義務付けは守られず、普及は進んでいない。その理由は「ナサラワ州で断続的に起きている治
安関連の事件 を受け、事件に巻き込まれることを恐れる業者が籾を買い付けに出ないため、ラフィア協会での経済活動が低迷して
いる」というものであった。しかしながら、協会からは具体的な対応策が提示されていない。
②石抜き機の無償貸し出しを継続。1ムドゥ200ナイラが220ナイラに上がったとの情報もあった。

5 ①改良パーボイリングタンク無償試用貸し出しを終了。7回、計70人が試用した
②投資が期待されるタンクオーナー55名中、合計16人が自己投資により改良パーボイルタンクをすでに発注、購入した。したがっ
て、5月末時点で協会内での改良パーボイルタンクの普及率は約30%
③投資に踏み切れていないタンクオーナーは、事業の閑散期は経済活動と収入が不安定なため、まとまった金額を投資するのに
二の足を踏む傾向があることが分かった
④石抜き機の無償貸し出しは継続中。ブッシェルあたり30-50ナイラで石抜きビジネスが成立している

6 ①石抜き機無償貸し出しを継続。試用により石抜き機が欲しいと考えたものの、その価格を知ってあきらめざるをえないというのが
ほとんどの反応。資金の問題をどうするか検討を開始

7 ①中底の普及は依然として進まないばかりか、いったん導入した人でも、中底の修繕が必要になったため、現在は使用をやめてい
る人もいることが分かった
②中底購入の資金繰りが苦しいのを緩和するために頼母子講のアダシを勧めることにした
③石抜き機の無償貸し出しは継続中。試用した人は7月末までに30人になった。受託石抜きは1ブッシェル50ナイラにしかならない。
改良パーボイル籾ではないので、これ以上の価格増は望めない
④一方、改良パーボイル＋石抜きのコメをオニチャの卸売業者に見せたところ、1ブッシェル2800から3000ナイラとの値がついた

8 ①中底導入の対象者リストを作成。アダシの開始時期は現金収入が増える時期、つまりコメの流通量が増える収穫期を待つことに
②石抜き機の無償貸し出しは継続中で、試用したのは8月末までに計38人
③パッケージ米販売準備A-オニチャのバイヤーに、白度の高い石抜き米の可能価格を確認したところ、オフピークで1ブッシェル
2800-3000ナイラだった。現在価格との差は約500ナイラ、パッケージや石抜き代を差し引いて、純増分は300ナイラ。ピーク期に毎
週75袋=7.5トンの籾を処理できる。歩留まりを50%とみれば、毎週3.75トンの精白米ができる。1ブッシェルは12.5kgなので、3.75トン
は300ブッシェル。300ブッシェル×300ナイラ=9万ナイラの増分が見込めるので、石抜き機などの経費66万ナイラをこれで割ると、7.4
週で返済が完了することになる
④パッケージ米販売準備B-オニチャのバイヤーの意見を聞き、サイズは25kgにした。パッケージデザインはプロジェクトで素案を作
り、ADP、APM、ラフィア協会など関係者の意見を集めて絞り込んだ

9 ①石抜き機の有償貸し出しに関する合意書案についての協議を関係者間で開始するも、協会幹部とイノベーター候補がビジネスリ
スクの観点から返済額と返済金額に難色を示す

10 ①イノベーター候補の懸念は、まず籾処理量が見込みより少ないことだった。週7.5tではなく、多くても5t、下手をすると2.5tになると
いう。この数字は、イノベーター候補カルテの年間平均100トン出荷というデータと食い違う
②次に、外米の価格から逆算すると、1ブッシェルあたりの増分は100ナイラくらいにしかならない。自分はオニチャの買い手の代理
人を務めており、価格は自分の方から提示するが、RIPMAPPが言うような高価格は提示できない。この数字は、オニチャに2回赴い
てバイヤー4人から得た価格情報と食い違う
③受益者選定を白紙に戻し、出荷量の多い13業者を協会に推薦してもらった。これらの業者に面接し、出荷量を確認したところ、い
ずれも週5トン以上処理していることが分かった。価格の可能性はアブジャで調査した結果、25kg袋で3500ナイラとの回答を得た。1
ブッシェルは20kgなので、ブッシェル2800ナイラとなり、オニチャ業者の数字に近い
④CPと協議し、13人のうち7人を最終候補とした
⑤処理量を7.5tとするのは楽観的すぎ、得られる利益額は当初計画より少なくなる。これに伴い、石抜き機の返済スキームを見直さ
ざるをえなくなり、全額回収ではなく、補助金を出すことを検討し始めた

11 ①7人の最終候補の改良PB精白米サンプルの品質、事業規模などを総合的に検討し、4人に絞った
②ラフィア協会のじり貧ぶりが7人との面接の中で明らかになった。各地にできた大規模精米所との厳しい競争や、品質向上に逆行
する乾燥不十分の問題などが指摘された
③石抜き機は6割補助とすることになった。返済計算では、19週で完済と試算された

部族衝突が発生し、対象地
域に行けず

12 ①28週以内に完済するとの合意書案について、12/18にイノベーターと協議し、基本的に合意した
②オニチャのバイヤーに25kg袋入りの現物を送って価格を確認したところ、25kg3500ナイラとの回答。ただ、受益者4人は、これまで
も品質の高い精白米を作り比較的高い価格で販売してきたため、3500ナイラで300ナイラの価格差が得られるかどうかはギリギリ
③さらなる高価格を得ようとすれば、品質をもう一段引き上げる必要があるため、中底と蓋の確実な使用を受益者に求めた

対象地域に行けず

1 ①受益者の1人が辞退を申し出た。この1人はオニチャのバイヤーの代理人でもあったため、この販路の利用が困難になることが予
想された。代わりに、アブジャ市場の開拓を始めた
②ラフィア米は、ナイジャ州産精白米と比べると、色にどす黒さが残り、ぬかや籾殻の混入もあるとの指摘をアブジャ卸業者から受
けた

対象地域に行けず

2 ①アブジャで、協同組合、ガルキ市場内米穀商、総合販売店、アブジャ最大規模の卸業者、小売業者の5者と販売交渉した。運賃
抜きで25kg3500ナイラ程度が相場

対象地域に行けず

3 ①アブジャに受益者を呼び、ワークショップと市場視察を実施した。WSでは苦労しているもみの入手方法についてNADPの優良種子
の普及プロジェクト担当者が説明するなど、新たな籾入手先開拓について情報を示した
②ラフィア協会の設立以来の歴史を振り返り、1985-1992年のババンギダ政権時には精米機100台、トラック30台/日という頃もあっ
たが、その後、外米の流入で精米機60台、トラック5、6台になり、2010年ごろからは、大型精米所が次々に設立され、ジリ貧に拍車
がかかった。現在はトラックは2台まで落ち込んでいる
③蒸し量を半分に減らす、精米機を3回通すといった従来医術から大きく踏み出す品質向上策を提案
④WS後、籾の入手を試みるも既にピークを過ぎており、難しいことが判明した。辛うじて入手した籾で作った精白米もどす黒さが解
決しておらず、次のピーク期に向けて改善していくことにした

対象地域に行けず

4 ①PBタンクに入れる籾の量を半分にするのと、籾を洗う回数を2回にすることを実験した 対象地域に行けず

5 ①ピーク期がすぎ、本格生産は停止している
②イノベーターの一部が、パッケージ米を地元ラフィア市場の米穀店に持ち込んで、売り込みを行った
③ラフィアでの実験結果を分析。パーボイル作業前の洗浄回数を2回、搗精2回とし、一度にPBする籾量は3袋が推奨できる
④中底の普及が進まない理由として、（1）価格、（2）作業性―がラフィア協会をモニタリングしているC/Pから指摘された

対象地域に行けず

6 ①6/4にアブジャで前月の実験結果をもとにした検討会を開催
②同じ検討会で、損益計算演習を実施。経費が協会が定めた価格のため、コスト削減ができないこと、オフピーク期は25kg4000ナ
イラの経費がかかっていることが判明

対象地域に行けず

7 対象地域への往来制限解除

8 ①ラフィア協会の組織強化ワークショップを開催。組織の目的は事業運営ではなく、メンバーである個人事業主に最低限の事業基
盤を平等に提供することが判明
②メンバー個人は、籾販売業者との関係を問題視している。つまり、籾販売業者との関係がコメ事業拡大のカギになると考えている
③精米シーズンが終わって籾の入手が困難になり、販売益による返済が困難になったため、2015年8月12日の時点で、賃石抜きを
ベースに毎週2000ナイラを返済するという方式に切り替えた

9 ①イノベーター3人から聞き取り。各イノベーターが独自の籾入手ルートを構築していること、コメ加工作業は細かく分業されている
が、籾の入手に関しては、イノベーターが直接市場に出向いて購入している場合が多いこと、長粒種（Long Grain）を求めていること
などがわかった。流通業者とオペレーターの力関係は複雑で、全般に、イノベーターの意識の多くは籾の入手に向けられており、加
工や販売に対する意識は希薄。需要に対し供給量が少なく、生産すれば売れるため、販売ルートを開拓する努力は見られず

10 ①10月に入り、早稲の品質の高い籾がカドナ州で入手できるようになったため、イノベーター3人は試験的に60kg入りの籾を5袋買
い求めた。日本人専門家の助言通り、水洗いを2回し、中底を使ってパーボイルしたところ、白度の高いきれいな精白米ができた。
投入量は大型ドラムの8割程度が埋まる状態だった
②イノベーターは、この精白米をRIPMAPPパッケージ9袋に入れ、カウンターパートとともに、10月26日、地元ラフィア市場の米卸売
業者7軒を回った。7人の米卸小売業者の反応はおおむねよく、その場で現金で2袋買い取ったうえで、20袋を発注した業者もいた。
残りの7袋は6人に、1人が2袋、残りの5人は1袋ずつ預けた。小売価格は3600-4000ナイラとの意見
③3ヶ月で使えなくなる中底の代わりに、チャフを活用した台が協会内で提案され、既に9割以上のパーボイラーがこれを使っている
ことが判明

11 ①イノベーター3人が生産するコメの品質は向上し、RIPMAPPパッケージ米として販売する水準には達しているものの、試験販売用
に配布した20袋のコメほど品質の良いコメはその後生産されていない。その理由として、1) 籾の品質が安定しない、2)すべての作
業が自動化されているわけではないため、加工工程を担う労働者の調子やモチベーションにコメの品質が左右される、というのがカ
ウンターパートの見解。
②オフ・ピーク期の籾の購入価格、変色米除去作業に従事する女性労働者への妥当な対価、運搬費の3つ反映することを念頭に
卸価格を3600ナイラとするという方針を決めた

12 ①ラフィア市場の米卸業者からの注文が停滞し始めた
②籾の価格上昇により、ピーク期になっても籾価格が下がらず、11月に設定した3,600ナイラでは利益が出ない状況→パッケージ米
の生産を停止

1

2 ①合意書に基づく返済を断念し、石抜き機を引き上げ
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活動 4-5「ビダの小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対する研修

を実施する」 

 

活動 4-5-1「ビダの小規模精米業者、パーボイル加工業者、コメ生産農家、流通業者に対し、研

修を実施する」 

2014 年 2 月から 2014 年 4 月にかけて、研修を表 2-4-7 の通り実施した。 
 

 表 2-4-7 ナイジャ州受益者研修概要 

トピック 対象 
研修 

回数 
研修形式 場所 受講者数 

対象村落

数 

マーケティング・経営 タイマコ協会の流通

業兼精米者 
4 センター

集合型 
NAMDA 多目的

センター 
85 - 

マーケティング・パーボ

イル加工技術 
農村部流通業兼パー

ボイル加工業者 
19 キャラバ

ン型 
中核村 380 76 

農家向け収穫後処理技術

デモンストレーション 
上記流通業者に籾を

販売するコメ農家 
19 キャラバ

ン型 
中核村 380 76 

小規模精米プラント タイマコ協会の精米

業者 6 
センター

集合型 
NAMDA インキ

ュベーションプ

ラント 
85 - 

 

図 2-4-1 中核村におけるキャラバン研修用会場の設営 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図2-4-2 マーケティング・経営研修の受講者（左）と講師（右） 
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図 2-4-3 パーボイル加工の実習（左）と足踏み脱穀機の実習（右） 

 

精米業者対象の研修 

ナイジャ州ではキャラバン型の研修を行ってきたことは既に報告しているが、精米業者を対象

にした研修では対象者が二つある。ひとつは農村部の精米業者、もうひとつはビダ市内のタイマ

コ・モクワラ精米協会の精米業者である。 
前者は小規模精米機と石抜き機を主な機材として農村部に運び入れて実施するキャラバン型で、

計画では 2014 年 5 月から 1 週あたり 2 回、総研修回数は 25 回、対象村は 76 ヵ村、研修受講者総

数は 264 人としていた。実際の研修結果は、2014 年 5 月 20 日から 8 月中旬まで実施し、16 回、

12 ヵ村、総受講者数は 161 人であった。後者はインキュベーションプラントでの小規模精米プラ

ントでの研修となり、後段で報告する。 

 
図 2-4-4 に掲載している農村部の精米業者を対象にしたキャラバン型の研修では、（1）RIPMAPP

の説明、（2）収穫後処理過程と米の品質の問題、（3）石抜き機を含む精米実習、（4）機材購入価

格と費用回収－という流れで進行した。実習では石抜き機に注目が集まり、賃搗き業がおもな業

態である参加者は、石抜き機で完全に石が抜けるのであれば袋あたり 200 ナイラの賃搗き料を 250
－260 ナイラに設定できるということであった。また、研修を周りで見ていた女性パーボイル加

工業者によると、石が抜けるというのであればそれくらいの賃搗き料金は妥当という発言もあっ

図 2-4-4 キャラバン型の精米技術研修の様子 
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た。第 1 回目の研修で指摘があったのは、精米機が参加者の期待する処理能力を発揮していない

ことであった。供給元に確認し、その原因が発電機か動力源のモーターにあると判断し、アブジ

ャの供給業者に持ちかえり、エンジン搭載仕様に替えた。以後の研修はエンジン駆動で継続した。 
 
インキュベーションプラントでの研修 

タイマコ・モクワラ協会の精米業者を対象とした精米プラント研修を、小規模精米プラントの

据え付け直後から実施した。合計 85 人を対象に、6 回に分けて実施するように NAMDA のカウン

ターパートが運営した。研修の内容は、精米作業の実作業と精米プラントへの投資規模、回収に

ついての試算も紹介された。 
次に、2015年 5月 11日と 12日の 2日間でデモンストレーションを中心とした研修を実施した。

対象者はナイジャ州の精米業者や流通業者であった。この研修には小規模精米プラントに投資能

力ある、もしくは将来コメ加工事業に投資を考えていると思われる人材から広く募った。研修の

計画段階では、日本人専門家の地方出張が許可されなかったため、カウンターパートをアブジャ

に招へいし、プログラム構成、担当講師、必要資機材、研修対象者に関する収集情報、日本人専

門家へのフィードバック方法などを話し合った。研修への実際の参加者は 2日間で 30人であった。 
 
活動 4-5-2「ビダの研修を評価する」 

 ナイジャ州の受益者研修でも、ナサラワ州同様、研修実施ごとにポストテストを実施して、参

加者の習熟度を確認した。表 2-4-8 に示すテスト結果の通り、ナイジャ州の研修参加者は全員、

研修の内容について理解したことがわかる。 
 

表 2-4-8 ナイジャ州受益者研修参加者のポストテスト結果 

研修内容 
ポストテストの 

合格基準点 

ポストテストの 

平均点 

精米研修 都市部 80.0 100.0 

精米研修 農村部 80.0 100.0 

パーボイル加工研修 80.0 98.0 

マーケティング・ビジネス経営研修 都市部 80.0 95.7 

マーケティング・ビジネス経営研修 農村部 80.0 98.0 

 

インキュベーションプラントでの研修の評価 

2015 年 5 月 11 日と 12 日の 2 日間でデモンストレーションを中心とした研修では、研修の最後

に、参加者の精米事業への投資意欲や能力などを確認するために質問票調査を実施し、表 2-4-9
のような集計結果となった。 
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表 2-4-9 研修後の質問票調査の集計結果 

質問 質問と選択回答など 回答数 回答割合（%） 

1 
研修プログラムに満足しましたか。 
はい 30 100 
いいえ 0 0 

2 

同プラントに関するオペレーション・メンテナンス研修にオペレーターを参加させたいですか。（参

加費用は自己負担） 
はい 24 80 
いいえ 6 20 

3 
本精米プラントはあなたの精米事業の需要に合っていますか。 
はい 27 96 
いいえ 1 3 

4 
本精米プラントの処理能力はあなたの事業規模に合っていますか。 
はい 30 100 
いいえ 0 0 

5 

このようなタイプの精米プラントに投資したいと思いますか。 
はい 29 97 
いいえ 1 3 
いいえの場合、いくらなら投資しますか。  

6 

本プラントを賃借りして精米業を実施したいと思いますか。  
はい 17 57 
いいえ 13 43 
はいの場合、精米 100kg あたりいくらの賃料を支

払いますか。   700NGN (1) , 500NGN(4), 200NGN (11)注 

7 精米事業を行っている場合、年間の精米生産量は

いくらですか。 

3,000,000トン(1), 2,880トン(1), 2,000トン(1), 1,344
トン(1), 1,080 トン(3), 1,008 トン(2), 1,004 トン(1), 
624 トン(1), 300 トン(1), 120 トン(2), 116 トン(3), 
108 トン(1), 100 トン(1), 30 トン(1), 25 トン(1), 0.1
トン(3), 1,200 袋(1), 1,080 袋(1), 900 袋(1) 

8 精米事業を行っている場合、現在保有する精米機

の 1 時間あたりの処理能力はいくらですか。 

5トン(1), 4トン(2), 3トン(5), 1.5トン(1), 1トン(2), 
0.4 トン(1), 0.3 トン (7),  0.1 トン (1), 0.03 トン 
(3), 36 袋(1), 8 袋(1), 4 袋(2), 3 袋(1), 1 袋(1) 

9 現在保有する精米機はどこの国の製品ですか。 中国(9), 日本(8), インド(2)  

注：表中の括弧内の数字は回答者数 

 
質問票調査の結果、『同プラントを利用した操作・維持管理研修にオペレーターを参加させたい

か』という質問に対しては、30 人中 24 人は『はい』と答え、『いいえ』の回答は 6 人いた。精米

プラントの機能や処理能力については、大半の参加者が希望仕様や事業規模に適合していると答

えた。『同プラントに投資したいか』という質問に対しては、参加者 30 人中 29 人が肯定的な姿勢

を見せ、『本プラントを賃借りして精米業を実施したいか』という質問に対しては、30 人中 17 人
が『はい』と答えている。 
 

活動 4-5-3「受益者への研修の成果を特定し、次期のビダでの研修計画を改善する」 

 ナサラワ州同様、後述する活動 4-6 の通り、パーボイル加工用中底の採用者が 2016 年 3 月時点

で 79 人に達し、ビダやドコのイノベーターの中底と石抜き機利用によるコメの品質が改善されて

いることから、研修および早期技術採用者への支援の結果としての成果が認められる。研修計画

については、改善を重ね、プロジェクト完了前に、NAMDA のカウンターパートが日本人専門家

の助言を受けながら、研修計画を含む州全体への普及計画を策定し、ワークショップおよび JCC
で発表した。 
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活動 4-6「ビダの早期技術採用者（イノベーター）に対して、技術、金融サービス情報、経営手

法について支援する」 

 

改良パーボイル加工技術 

ナイジャ州のプロジェクト対象地域では、伝統鍋を利用したパーボイル加工が主流であり、「活

動 1-4（1）パーボイル加工」でも述べたようなアルミ製の中底と蓋の利用を改良パーボイル加工

技術として、研修で紹介した。中底の価格は 4500 ナイラであり、ナイジャ州の農村部のパーボイ

ル加工業兼流通業者が 1週間に籾購入に利用する平均の運転資金がこの10～20倍であることから、

比較的自己資金で投資がしやすく、普及が早いと期待された。しかしながら、研修が完了したの

がピーク期の終盤であり籾の流通量が減少していたこともあり、研修参加者 380 人の反応は鈍か

った。そこで、ナサラワ州同様、研修参加者全員を対象に 2 週間の中底の試用期間を設けた。多

くの利用者がコメの品質が改善したことを実感したが、籾の流通が少なく、短い試用期間であっ

たため、品質改善したコメへの市場の反応をみることはできなかった。しかしながら、研修や試

用の直接受益者にとどまらず、この時期に 10 枚前後の中底購入者もしくは団体が現れた。その後

は実際の中底利用者からの波及や、ピーク期の事業により資金準備が可能になるなどの影響によ

り、緩やかに中底の採用者は増加し、2016 年 2 月現在、79 枚の中底の利用が確認されている30。 
 
石抜き機 

石抜き機の試用は、ビダのコメ加工・集積地であるタイマコ市場周辺にいる精米業兼流通業者

で研修参加後に関心を示した人を対象にした。コメの収穫直前の時期で、籾の流通がほとんどな

かったので、試用した人は 10人程度に留まった。大部分の利用者は石抜き機への関心は示したも

のの、投資への決断はせず、タイマコ協会とハスケ協会という同業者組合のそれぞれの会長のよ

うな比較的規模の大きな事業をやっている人だけが、有償での機材の長期利用に関心を示した。

ただし、このような事業者はコメ以外のアグリビジネスも営んでおり投資の優先順位があるもの

と思われ、ビダ地域では、タイマコ協会会長だけが石抜き機を有償で利用しながらの、RIPMAPP
パッケージ米の加工・販売の実施を決めた。 

一方で、ナイジャ州の対象地域から域外に流通するコメの半分は農村部において加工・販売さ

れていることから、農村部での石抜き機利用の対象者としてドコ村の既存の女性グループ、アウ

ォマナグループの可能性を検討した。ドコではプロジェクトの 1 年次から情報収集をしており、

比較的実態を把握していたこと、ドコの同グループのメンバーがパーボイル加工するコメは品質

が良く、品質改善への積極的な取り組みが期待されたこと、多くのメンバーが籾入手から精白米

販売までの流通業を兼ねていることが主な理由である。精米は村内の業者に委託していることか

ら、そのバリューチェーン上にいる精米業者が 2 週間石抜き機を試用した。その結果、その精米

業者と協力をして、グループとして石抜き機へ投資し、パッケージ米を加工・販売をすることを

決めた。 

 

パッケージ米のマーケティングと品質改善 

ナイジャ州ではタイマコ協会会長とアウォマナグループをイノベーター支援対象として、選定

した際に、当時の加工・販売の実情に合わせて、石抜き機一式の有償貸し出し計画を策定した。

その際に、コメの質が改善されることで得られる販売価格増を 25 ㎏あたり 300 ナイラになると推

                                                        
30 この数量は、後述するイノベーター支援を受けたタイマコ協会の 10 枚とアオマナグループの 10 枚を含む。 
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計したうえで、1 週間当たり 6,000 ㎏の籾を加工し、137 袋の 25 ㎏パッケージ米を販売すれば、

21 週間で返済は完了できると試算した。つまり、プロジェクト期間内に完済できると想定した。

アウォマナグループの場合は、15 人のメンバーで一人あたり 400 ㎏の籾を用意すれば、この数値

を達成できると見込んだ。これは彼女たちの当時のビジネス規模に見合った量であった。 
 しかし、実際に、パッケージ米の加工・販売を開始すると以下のような課題が生じ、計画通り

とならなかった。 
 
A. マーケティング関する要因（アウォマナ） 
A1：以前からの顧客にパッケージ米を購入してもらえなかったために、市場を新規開拓する必要

があった。 
A2：市場新規開拓の際に、アブジャなどの都市部の場合は、運搬費がかさむため、収益を得るた

めの希望販売価格と市場での買い取り価格がなかなか合わなかった。また運搬費を削減できるほ

どのまとまった量を一度に加工する経済的、技術的な能力を小規模業者のイノベーターは持って

いなかった。 
A3：市場新規開拓の際に、初めての消費者に購入してもらうために類似商品より安い価格設定を

する必要があり、計画よりも収益が少なかった。  
A4：籾の価格は変動するが、都市部でのパッケージ米の販売価格を変更できず、籾価格が高くな

ると収益がなくなり、生産が停止した。農村部の単位販売（ムドゥ）では価格が季節変動する。 
 
B. 品質・技術に関する要因 
B1：初期に PB 技術や加工環境を改善する必要があり、数か月間の時間を要した。（タイマコ） 
B2：黒色粒を取り除く作業に手間と時間を要する。 
B3：コメの品質に、籾の品種が影響し、パッケージ米向けの長粒種の籾の入手がオフピーク期間

は困難となる。 
B4：精米機（業者）の数が PB 籾の量に見合わなかったため、加工量が限定された。（アウォマナ） 
 
C. イノベーター自身にある要因 
C1：パッケージ米加工の優先順位が一番とは限らず、計画通りの量の加工ができなかった。（従

来品質のコメ加工（タイマコ）、別のアグリビジネス（タイマコ）、冠婚葬祭（アウォマナ）） 
C2：品質改善への意識を持つまでに時間がかかった（タイマコ）（B1 との関連）。 
 
D.プロジェクトのマネジメントに関わる要因 
D1：2015 年１月以降、地方への渡航が制限・禁止されたために、現場に近い地域であるビダやミ

ナでのマーケティング支援に十分な時間が取れなかった。 
D2：同じ理由により、技術や品質改善に関わる現地での活動に時間が十分にさけなかったために、

コメ現物を首都に運搬し、カウンターパートと電話で相談をし、時には受益者と共に首都に来て

もらうという方法で活動を実施し、一つ一つの課題に対応するのに非常に時間を要した。 
 
以上の理由から支払いの遅れが恒常的となってきたため、2015 年 9 月に返済金額の見直しを行

い、返済金額をパッケージ 1 袋あたりではなく、週もしくは月ごとの定額に再合意をしたものの、

プロジェクト完了までに完済できる見込みはなかった。 
2016 年 2 月 15 日時点での、それぞれのイノベーターの支払い状況は以下の通りである。 
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表 2-4-10 ナイジャ州 2月 17 日時点での支払い状況 

イノベーター名 
支払済み

金額 

従来合意の

返済総金額 

支払残金 

 

2015年 9月に合意し

ている返済方法 

合意金額通りに返済され

た場合の2016年2月以降

の完済に要する期間 

アウォマナグル

ープ 
219,000N 539,620N 332,620N 

月 10,000N～

12,000N 

27 か月～32 か月 

タイマコ協会会

長 
166,100N 539,620N 383,520N 

週 5,000N～8,000N 

（月 20,000N～ 

32,000N） 

11 か月～19 か月 

 
パッケージ米の販売利益により返済するという前提の計画であったが、アウォマナグループは

加工・販売が計画通りでない月でも、2015 年 9 月以降は合意通りの金額を返済している。しかし、

このペースで支払いを継続したとしても、2~3 年かかる。 
タイマコ協会会長は 2015 年 9 月以降もパッケージ米販売額に応じた返済しかしておらず、合意

した返済金額の半分しか支払いをしていない。今後、販売額に関係なく合意書にある高額の返済

を月々すれば 1 年以内に完済されるが、これまでの販売実績からすると高額の返済は期待できな

い。また、2016 年 2 月時点で約 26,000 ㎏の籾を購入し高品質米生産に備えているが、仮に今後全

てのモミを高品質米に加工・販売し、それによって得られる利益を全て返済に充てたとしても、

今の返済総額であれば、全てを返済することはできない。 
なお、当初の返済金額には高品質な包装袋（パッケージ、25kg）の代金も含まれている。当初、

パッケージは、新しいタイプの商品であるローカル産高品質米の販売促進のための試験的措置で

あり、うまくいくとは限らないため、袋代はプロジェクトが全額負担することにしていた。「袋代」

を徴収し始めたのは、プロジェクトが負担する第一回印刷分を使い切った後に再びプロジェクト

が負担して印刷することはできないので、印刷代を積み立ててもらうために、プロジェクトが徴

収して預かるようにしたものである。しかしながら、生産量がそれほどの水準に達しておらず、1
回目印刷分を使い切るまでにはまだかなりの時間がかかる見込みであった。2 回目の印刷をする

かどうか不明の中で少額を積み立てるよりも、現在の実質負担を少しでも減らす方が良いと考え、

最後の支払い内容の見直しにて包装袋の金額を返済費用から差し引くこととした。 
包装袋代の負担がなくなり、2015 年 9 月の合意書見直し以降イノベーターは安定的に返済を継

続していることから、アウォマナグループは 2016 年内に、タイマコ協会会長は 2016 年 10 月まで

に返済完了が可能と見込まれた。ナサラワ州のイノベーターの場合は返済実績がほとんどなく、

将来の支払いの見込みもなかったため、石抜き機を回収したが、ナイジャ州はこのようにプロジ

ェクト終了後 1 年以内に完済できる見通しが立ったため、NAMDA と JICA ナイジェリア事務所と

協議の上、石抜き機の利用をプロジェクト終了後も継続することにした。新しい返済計画は次表

の通りで、それに基づき変更した合意書が交わされた。 
プロジェクト終了後は、NAMDA が引き続きモニタリングと返済金の回収を継続し、プロジェ

クト実施中から利用しているモニタリングシートに記録し、それを ABM と JICA ナイジェリア事

務所と 3 カ月ごとに提出することを、NAMDA がプロジェクト完了時に関係者に提示したイノベ

ーター支援計画書で提示している。ABM と JICA ナイジェリア事務所は提出されるモニタリング

シートにて返済状況の確認を、合意期限内に完済するまで継続する31。  
                                                        
31 包装袋の 1 回目印刷分を使い終わった後については、必要があれば、州内の各業者が使えるような汎用性の高

い印刷内容の袋の印刷を支援するよう、州 ADP に提案した。 
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表 2-4-11 ナイジャ州 支払い見直し案 

イノベーター名 
支払済み金

額 

パッケージ分を

除く返済総金額 

支払残金 

 

2015 年 9 月に合意し

ている返済方法 

合意金額通りに返済

された場合の 2016

年 2 月以降の完済に

要する期間 

アウォマナグルー

プ 
219,000N 309,460N 102,460N 月 10,000N～12,000N 

8～10 ヶ月 

タイマコ協会会長 166,100N 309,460N 153,460N 

週 5,000N～8,000N

（月 20,000N～ 

32,000N） 

5～8 ヶ月 

 
2016 年 2 月時点で、アウォマナグループとタイマコ協会会長によるパッケージ米生産は、

RIPMAPP の象徴的存在になっている。彼らのパッケージ米販売の状況に触発されて新たなイノベ

ーター候補も現れている。プロジェクト終了後も州 C/P の NAMDA は、中底の普及や石抜き機の

お試し貸し出しなどのイノベーター支援を継続すると表明している。 
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表 2-4-12 ナイジャ州におけるイノベーター支援の経緯 

年 月

シ
ー

ズ
ン

活動とその結果 対象地域への日本人専門家往来制限

4 ①PB研修完了

5 ②PB中底購入者が現れないため、貸出を検討 ニャニャでの自爆テロ
6 ③PB中底貸し出し準備 アブジャ中心部での自爆テロ

7
③研修参加者ではないPB中底への関心者が現れる。しかし、4500ナイラという価格は高くないが、一括払
いは難しいという見解

8
①PB研修参加者全員に2週間のPB中底貸し出し開始
②1団体、2個人が中底を購入
③タイマコ協会メンバー7人への1週間石抜き機貸し出し。有償貸し出しへの関心者は1人

9

①PB中底貸し出しは継続
②石抜き機貸し出しは、籾が少ないことから3人のみ
③パッケージ米販売のイノベーター候補者選定開始。タイマコ会長のみ関心表明、北西部州のバイヤーに
量、質、価格についての合意の意向を問い合わせる
④パッケージ案検討

10

①1団体、1個人が中底発注
②ドコのアオマナグループのVC上の精米業者に2週間石抜き機を貸し出し
③パッケージ米販売イノベーター候補にドコの女性のアオマナ女性グループが量、質、組織の側面により
検討される。700㎏/1人・週が15人で10トン/週となる試算をしていた。
④タイマコ協会会長は独自のパッケージ販売経験と本人の意欲により候補になる。同協会書記が取扱量
が安定しているという理由で候補者として検討。ハスケ協会が独立したことから、候補者をもう一人探すこ
とになった。
⑤CPがカッツィナ州のバイヤーにインタビュー。パッケージ米を取り扱っていない。
⑥パッケージ印刷発注

11

①資金不足によりタイマコ会長とアオマナグループのみが候補として残る。補助率6割により、タイマコ会長
は決意。アオマナは返済責任者が組合か、VC上の精米業者かで調整。
②アブジャでのマーケティングでドコ米は受け入れ可能レベルの品質と確認。

12

①合意書取り交わし（タイマコ会長、ドコ女性グループとVC上の精米業者）。ハスケ会長は引き続き、本人
が検討中。
②ビダに買い付けに来る北西部州からのバイヤーは、質が悪くても安いコメを好むことが明らかになる。
③タイマコは従来の地元の顧客をターゲットにする。アオマナ米はラパイの業者が関心を示す。アブジャの
場合は運搬手配と費用が懸念となる
④タイマコはPB研修から開始する。ドコは品質が安定しない、PBが影響している。

1

①3番目の候補者ハスケ会長は他事業で多忙のため辞退。
②タイマコ会長の課題は停電の影響による加工量の低迷。価格や販売先は問題なし。
③アオマナはラパイではいい価格で売れず、可能性がないことが明らかになる。黒ずんだ精白米が④確認
され、浸漬時間を16時間から12時間にするように指導。アブジャのガルキ2店舗でお試し販売、連邦農業
省の農業イベントに出品

12月初旬の刑務所での脱走事件を受け
て、JICA事務所の防弾車による渡航。1月
22日以降も防弾車2台で移動することに
なったが、事務所の便宜がなくなり、実質
渡航できなくなる

2

①アオマナは精米業者2名体制にするものの、停電の影響を受け、加工量が安定しない。
②アブジャでのマーケティングは、ガルキ市場内、大型スーパーのサハッドストア、卸し仲介業者のロセイド
で試験販売開始。ウガデフ女性流通者組合や女性バイヤーのオラサンジェから農業イベントをきっかけにコ
ンタクトあり。
③品質に籾の品種が影響していることに気づき、調査準備をする

アブジャでの業務のみに制限
2/14に予定されていた大統領選挙が6週
間延期（2/7に決定）

3

①イノベーターによるアブジャ市場視察
②タイマコ協会の加工ラインの改善の指導（従業員監督、精米以外の作業を同時にやらない、資機材の配
置、清掃）。ビダでの販売低迷。
③アオマナ米のアブジャでの反応はいいが、現場での加工能力が追い付かない。供給実績は80袋/週
で、アブジャの関心ある3業者の需要は200～300袋。理由は1）手作業で変色粒を取り除く、2）精米業者
は他の顧客もいて待たされる。運搬費は1袋あたり250ナイラになってしまう。

アブジャのみの活動に制限
延期された大統領選挙(3/28)のため、
3/21に出国

4
①アオマナでは良質の籾の入手が困難になってくる。変色米除去作業についての分析を実施。25㎏袋に7
時間を要していることがわかった。

4/11に州知事選が終わり、4/21から地方
業務解禁を期待していたが、明確な理由が
ないまま、渡航制限継続

5

①アオマナではファロ種の籾の入手が困難なため、在来種のパッケージ米をアブジャに持ち込む。反応は
悪くないが、価格が下がるため、ドコ側が売り渋る。女性バイヤーのオラサンジェが運搬込で取引継続を希
望。生産性についての分析をする。1）作業場が狭い、2）鍋が足りない、3）籾購入資金が不足、4）水と薪
の調達（水は井戸から運ぶための労働が大変）に時間と人手がかかるのが背景。
②タイマコは3月以降、パッケージ米停止。ある程度の改善はあり、販売価格差もでているがまだグレードA
には達していない。PB時間、日中の乾燥、PB技術の改善のためのドコ訪問、精米機の掃除・メンテナン
ス、乾燥場の清掃などを指導し、本人とアブジャで話し合い、パッケージ米再開を合意する

終了時評価のみ渡航許可。5/29の大統領
就任式の様子を見るため、渡航制限継続

6

①変色米・黒色米混入パッケージ米について、アブジャ市場で聞き取り。ファロ種については黒色米は全て
除去、在来種は変色米も黒色米も両方除去が必要であることがわかった。
②アオマナ米はオラサンジェが積極的に買い付けに来る。色が明るく、風味があり、米粒がくっつかない点
が評価されている。一方で、生産量が少ない、生産が不定期、価格が高いのが課題と指摘される。

防弾車2台利用で地方出張が許可される。
（この月は出張はしていない）

7
①アオマナグループのジェンダー分析の結果、ジェンダーによる負の影響はなく、働く意欲と収入向上に対
する意欲が高いことを確認した。組織分析では、既存の小グループが交代で加工していることが明らかに
なる。

9 ①返済の方法をパッケージ当たりの単位金額計算から、週もしくは月の定額に変更し、合意する。

11

①タイマコは、品質改善後、維持している。カスタムサービスを実施し、1袋（約75kg）あたり精米・PBで
1000ナイラ、石抜きで500ナイラを徴収している。
②アオマナはビダ市内でパッケージ米を試験販売するが、輸入米のように長粒米ではないので、売れ行き
は低迷。味を見てもらえるようにムドゥ売りを試す。生産能力向上のために、PBと乾燥の作業は各メンバー
の自宅でし、改善がみられた。精米能力の課題が残り、組合所有の精米機の修理を検討するが資金支援
が必要である。

12
①タイマコは籾が本格的に流通するのを待つため、パッケージ米は生産していない。
②アオマナも、収穫作業で多忙のため、生産は停止

16
1

①タイマコは籾の価格が安いタイミングで約30,000㎏を購入して、保管。パッケージ米の加工は2月に開始
する予定。
②アオマナも、2000㎏の加工を開始し、アブジャのバイヤーに販売する予定

15
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2.5 プロジェクト運営  

 
2.5.1 合同調整委員会（JCC） 
合同調整委員会（JCC）を計 7 回開催した。各 JCC の実施時期、参加者、協議事項は、表 2-5-1
のとおり。 

表 2-5-1 JCC 参加者および協議事項 

実施時期 参加者 協議事項 

第 1 回
(2011年 10
月 4 日-6

日) 

・連邦農業農村開発省事務次官 
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・NFRA・ナサラワ州 ADP・ナイジャ州 AMDA
各代表者 
・JICA ナイジェリア事務所 代表者 
・日本人専門家 

・プロジェクト名(Rice Post-Harvest Processing and Marketing 
Pilot Project in Nasarawa and Niger States)の承認 
・プロジェクトの略称(RIPMAPP)の承認 
・費用分担の確認 
・ワークプラン Ver.0 の確認 
・主な研修機材(R/D に記載されている機材)の設置場所など 

第 2 回 
(2012 年 4
月 2 日) 

・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・APM・ナサラワ州 ADP・ナイジャ州 AMDA
各代表者 
・JICA ナイジェリア事務所 代表者 
・日本人専門家 

・ナサラワ州のインキュベーションプラント建設（日本人専

門家がプラントのレイアウトを提供、ナサラワ ADP が州政

府からの予算を確保） 
・APM・ADP の責任範囲を規定した MOU の提出、検討 
・ワークプラン Ver.1、PDM、PO の承認 
・次回 JCC 開催の決定（2013 年 3 月） 

第 3 回
(2013 年 7
月 18 日) 

・連邦農業農村開発省事務次官代理  
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官代理  
・ナイジャ州農業農村開発省事務次官代理 
・APM・ナサラワ州ADP・ナイジャ州AMDA

各代表  
・在ナイジェリア日本大使館代表    
・JICAナイジェリア事務所 代表 
・連邦財務省 代表 
・日本人専門家  

・ワークプラン(2013年 5月-2015年 8月)、PDM Ver2、PO Ver2
の承認 

・プロジェクトが提示した等級基準の承認 
・APM カウンターパートの旅費・交通費が未支給である点

に関する今後の対応 
・第 2 回 JCC で合意した MOU の紛失に関する事実確認と再

発行の承認 
・ナイジャ州インキュベーション・プラント建屋の建設に関

するナイジャ州の責任と日程 
・次回 JCC 開催日程の確認（2014 年 11 月） 

第 4 回
(2013年 11
月 27 日) 

・連邦農業農村開発省事務次官代理  
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官代理 
・APM・ナサラワ州ADP・ナイジャ州AMDA
各代表    
・JICAナイジェリア事務所代表 
・日本・ナイジェリア中間レビュー団 
・日本人専門家 

・中間レビュー団によるプロジェクトの評価結果 
・ナサラワ州インキュベーション・プラントの運営管理・活

用方法 
・ナイジャ州インキュベーション・プラント建屋の建設責任

と費用負担の日本側への移行 

第 5 回
(2014 年 6
月 5 日) 

・連邦農業農村開発省事務次官 
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・ナイジャ州農業農村開発省事務次官代理 
・APM・ナサラワ州ADP・ナイジャ州AMDA
各代表 

・国家計画委員会代表    
・JICAナイジェリア事務所代表 
・在ナイジェリア日本大使館代表 
・日本人専門家 

・カウンターパート予算についての問題提起 
・第 4 回 JCC 以降のプロジェクト進捗状況 
・ワークプラン(2014年 5月-2015年 8月)、PDM Ver3、PO Ver3

の承認 
・ナサラワ州インキュベーション・プラントの活用方法 
・次回 JCC 開催日程の確認（2015 年 3 月） 
 

第 6 回
(2015 年 5
月 27 日) 

・連邦農業農村開発省事務次官代理  
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・ナイジャ州農業農村開発省事務次官 
・ABM・ナサラワ州ADP・ナイジャ州AMDA
各代表  

・Rice Value Chain 代表 
・日本・ナイジェリア終了時評価団  
・JICAナイジェリア事務所代表 
・日本人専門家 

・終了時評価団によるプロジェクトの評価結果 
・第 5 回 JCC 以降のプロジェクト進捗状況 
 

第 7 回
(2016 年 2
月 23 日) 

・ABM局長  
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・ナサラワ州ADP・ナイジャ州AMDA各代表 
・ABMカウンターパート 
・Rice Value Chain 代表  
・JICAナイジェリア事務所代表 
・在ナイジェリア日本大使館代表 
・日本人専門家 

・ナサラワ州、ナイジャ州 州内プロジェクト展開計画 
・プロジェクトの他州展開 
・カウンターパートファンド 
・ガイドラインの作成 
・機材引き渡し 
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2.5.2 各種ワークショップ 

加えて、ワークショップを計 6 回開催した。各ワークショップの実施時期、参加者、議題は、表

2-5-2 のとおり。 
表 2-5-2 ワークショップ参加者および議題 

実施時期 参加者 議題 

第 1 回
(2012 年 3
月 19日-21

日) 

・連邦農業農村開発省事務次官 
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・NFRA・ナサラワ州 ADP・ナイジャ州 AMDA
（ミナ、ビダ事務所）カウンターパート 
・JICA ナイジェリア事務所 代表 
・日本人専門家 

・ベースライン調査の結果共有 
・JICA の技術協力に関する説明 
・PDM の説明 
・RIPMAPP 実施方法の説明 
 

第 2 回 
(2013 年 2
月 26 日) 

・APM・ナサラワ州 ADP・ナイジャ州 AMDA
（ミナ、ビダ事務所）カウンターパート 
・日本人中間レビュー団員 
・JICA ナイジェリア事務所 代表 
・日本人専門家 

・ステージ 2 の活動と成果発表 
・ステージ 2 の経験と課題共有 
・ステージ 3 の活動内容発表 
・PDM Ver2 の発表 
・ステージ 3 に向けたディスカッション 
・プロジェクトの持続性確保に関するディスカッション 

第 3 回
(2013 年 8
月 5 日-7

日) 

・APM・ナサラワ州 ADP・ナイジャ州 AMDA
（ミナ、ビダ事務所）カウンターパート 
・日本人専門 

・ナサラワ州とナイジャ州の意見交換（ナサラワ州の経験

共有と、ナイジャ州における活動計画に関するディスカッ

ション） 
・ナサラワ州インキュベーションプラントの訪問 
・ナイジャ州インキュベーションプラントの図面作成 

第 4 回
(2016 年 2
月 11 日) 

・ナイジャ州農業農村開発省大臣、事務次官 
・ナイジャ州AMDAカウンターパート 
・ナイジャ州AMDA 地域事務所代表    
・開発ドナー 代表 
・日本人専門家 

・ナイジャ州における RIPMAPP の活動と成果発表 
・RIPMAPP ガイドライン発表 
・ナイジャ州の RIPMAPP 州内活動普及計画発表 

第 5 回
(2016 年 2
月 22 日) 

・連邦農業農村開発省事務次官代理 
・JICAナイジェリア事務所所長 
・ナサラワ州農業天然資源省事務次官 
・ナイジャ州農業農村開発省事務次官 
・APM・ナサラワ州ADP・ナイジャ州AMDAカ
ウンターパート 

・連邦農業農村開発省代表 
・12州代表 
・11開発ドナー・プロジェクト代表   
・JICAナイジェリア事務所代表 
・日本人専門家 

・各カウンターパート機関代表による RIPMAPP の活動と

成果の発表 
・RIPMAPP ガイドライン発表 
・ABM による RIPMAPP 他州展 開計画の発表 

第 6 回
(2016 年 2
月 25 日) 

・ナサラワ州農業天然資源省大臣、事務次官 
・ナサラワ州ADPカウンターパート  
・ナサラワ州ADP 地域事務所代表 
・開発ドナー 代表 
・日本人専門家 

・ナサラワ州における RIPMAPP の活動と成果発表 
・RIPMAPP ガイドライン発表 
・ナサラワ州の RIPMAPP 州内活動普及計画発表 

 
2.5.3 他ドナーとの連携活動 

 RIPMAPP で導入された技術は他ドナーによるコメ支援関連の活動にも採用されはじめて

いる。 
例えば GIZ は、2014 年 12 月に JICA ナイジェリア事務所と共催で見学会を開催し、連邦農

業農村開発省と 6 州の農業局の職員がナイジャ州ビダを訪問し、受益者グループの様子やイ

ンキュベーションプラント、改良パーボイル加工技術や精米機を視察した。その後の GIZ と

JICA ナイジェリア事務所との数次の会合を経て、GIZ はさらに 2015 年 9 月に、同じナイジ

ャ州ビダのインキュベーションプラントにて、4 州 6 機関から 30 人以上が参加するパーボイ

ル加工技術の研修を実施し、RIPMAPP のカウンターパート人材もこれに協力した。その後、

GIZ はパーボイル加工用の中底の普及を進めており、その内容を含めた普及教材を作成した。
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なお、JICA ナイジェリア事務所は同じような視察会を 2 回、それぞれ世界銀行と IFAD と共

催で実施している。 
 
2.5.4 プロジェクトの延長 

  プロジェクト目標到達およびその持続性の確保のためには、ナイジャ、ナサラワ両州の受益

者の能力強化が必要であり、受益者が高品質な精米を製造するための経験を更に積む必要がある

ことから、次の収穫期の技術移転を通じ受益者の更なる能力強化を行うために、2015 年 5 月に行

われた終了時評価において延長が提言され、プロジェクトの半年間の延長が行われた。 
 延長期間中の成果は次のとおりである。①両州のイノベーターに対し技術・販売の支援を継続

し、ナイジャ州のタイマコ協会会長とドコ女性グループが、高品質米の安定生産・販売ができる

ようになった。このことによりプロジェクト技術による高品質米生産・販売のモデルが確立した。
32②対象 2 州に設置したインキュベーションプラントがプロジェクト終了後も持続的に活用され

るよう、カウンターパート機関に対して利用計画の作成と包括的実地研修（COJT：Comprehensive 
On the Job Training）の候補者選定を支援し、カウンターパート機関より利用計画と COJT 選定経

緯書が JICA事務所へ提出された。33③プロジェクト終了後に両州のプロジェクト対象地区以外へ、

プロジェクトによって示された改善技術の普及が進められるよう、カウンターパート機関に対し

て州内普及計画の策定支援を行い、最終ワークショップにおいて両州の普及計画が発表された。

④プロジェクト終了後にプロジェクトによって示された改善技術の州内さらには州外への普及を

促進するために、RIPMAPP 技術普及ガイドラインを作成し、印刷製本し他ドナーを含む多くの関

係者に配布した。 
 

3. プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓  

 
3.1 課題 

 

 対象地域への往来制限：JICA の安全対策措置により、2013 年 2 月より首都アブジャ以外での

活動が制限されてきた。2 年次開始後は、プロジェクト活動対象地域への宿泊は週日だけと

し、州間移動時は車両を 2台か 2台以上にするととも警察官帯同数も以前より増やしている。

2014 年 11 月にナサラワ州で部族衝突、2014 年 12 月にナイジャ州で刑務所の脱走があり、加

えて、北部でのイスラム過激派の活動が活発化したため、2014 年 12 月より対象地域への往

来は防弾車により移動することとなった。また、現地滞在日数、往来回数ともに、以前にま

して制限されることとなった。以上から、対象地域での活動時間は、2 年次以降、当初の 1/3
以下となった。このことにより活動に遅れが生じた。  

  

 ABM の予算：プロジェクト開始当初の連邦政府側カウンターパート機関は国家食糧備蓄庁

（NFRA）という農業農村開発省（FMARD）の属庁であり、同庁の予算によりカウンターパ

ートの出張旅費等の活動費が支出され、カウンターパートの地方出張が抑制されるようなこ

                                                        
32 これらのイノベーターは高品質米販売開始後２収穫シーズンを経てもまだ石抜き機等の個人負担分の返済を終

えていないので、経営面でモデルが確立するかどうかの最終判断は現段階では出来ていない。 
33 なお、2016 年４月 10 日現在、ナサラワ州の COJT の対象者がナサラワ州政府内で決まっておらず、COJT の開

始について目処が立っていない。ナイジャ州については 2016 年 7 月に開始される予定。 
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とはなかった。しかし、2012 年 5 月に NFRA が FMARD の内局として改編されたのち、カウ

ンターパートの地方出張旅費の支弁がしばしば遅れるようになり、結果的にカウンターパー

トの地方出張回数を抑制することとなった。再三改善を申し入れたが、連邦政府の予算執行

システムに構造的な問題があるようで、最後まで改善されることはなかった。このことが、

連邦政府カウンターパートのプロジェクトへの関与度合いを下げたこと否めない。 

 
3.2 プロジェクト実施運営上の工夫 

 

3.2.1  プロジェクト全般 

 
 対象地域往来制限への対応：「3.1 課題」で述べたように、2 年次以降、対象地域での活動が制

限された。現場へ行けないため、日本人専門家と主要カウンターパートの間でほぼ毎日電話や

メールやり取りをすることで業務を進めた。一方で、電話でのミスコミュニケーションを回避

し詳細な打合せをするために、主要カウンターパートを首都アブジャに呼び寄せて日本人専門

家と直接協議する機会を 2 週間に 1 回程度の割合で設けた。 
 
 カウンターパート機関と受益者の財務・技術能力を見極めた柔軟な対応：ナイジャ州のインキ

ュベーションプラントの建屋はナイジャ州予算で建てることに JCC で合意していたが、ナイ

ジャ州が予算確保出来ないことが判明したため、プロジェクト予算での対応に変更した。その

際に、設置する小型精米プラントの規模についても再検討し、ナイジャ州の受益者が投資可能

と思われる規模に変更した。こうすることで、プロジェクト活動の遅延を抑制するとともに、

ナイジャ州インキュベーションプラントを、より現地の状況に適したものとすることが出来た。 
 
 ニーズに合わせた追加団員の投入：現地の活動状況やニーズに合わせて、追加団員を投入した。

これにより、当初組み込まれていなかった調査項目を補完し、研修内容を充実させることが出

来た。例えば、金融専門家の派遣は計画されていなかったが、資金調達方法に関する研修ニー

ズが高いことが判明したため、派遣を決定し農業関連金融の現状を把握した。その結果を研修

内容に反映させた。 
 

 コスト負担の合意：本プロジェクトの協議議事録（R/D）には相手国政府側と日本側の負担に

ついて明記されているが、州政府、連邦政府の負担の内容については言及されていない。ナイ

ジェリアでは州政府の独立性が強く、政府間の R/D だけでは、州政府予算の支出が困難であ

る。そのため、連邦政府、州政府、JICA の負担内容を明確にし、三者で覚書（MOU）を交わ

すことを促した。その結果、MOU が交わされ、連邦政府農業農村開発省はカウンターパート

活動費を支出し、ナサラワ州政府は受益者研修費用、インキュベーションプラント建屋の建設

費を支出している。 
 

 ワークショップの実施：APM、ナサラワ州 ADP、ナイジャ州 AMDA のカウンターパート全員

が集まって行うワークショップをプロジェクトの節目節目に実施した。第一回目は、調査ステ

ージが終わり、次のステージ、すなわちナサラワ州での能力強化が始まる前に行い、プロジェ

クトの方向性、枠組み、活動を整理し、合意形成を図った。このワークショップで合意された

PDM と PO、ワークプランなどは第 2 回 JCC で検討され承認された。第 2 回目は、ナサラワ
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州での能力強化が一段落しナイジャ州の活動が始まる前に行い、それまでの活動・成果達成度

を振り返り改善点を見出し、ナイジャ州での活動内容について協議した。さらに、プロジェク

ト終了前に、プロジェクトの総括と今後の展開計画を確認するための最終ワークショップをナ

イジャ州、ナサラワ州と首都アブジャで行った。ワークショップは、カウンターパートと専門

家のプロジェクト認識の統一と方針確認の場となり、プロジェクト運営を円滑に進める上で効

果的であった。 
 

 準高級本邦研修の実施：APM のプロジェクトマネージャー、両州のプロジェクト・コーディ

ネーターに対し、準高級本邦研修を実施した。日本の零細小企業の農産物加工の現状および周

辺インフラの状況を見聞することで、加工技術への理解が促進され、参加者、特に両州プロジ

ェクト・コーディネーターのプロジェクトへの参加度合（コミットメント）が極めて高くなっ

た。 
 

 既存社会秩序の尊重：ナイジェリア社会には社会経済面の人間関係を動かしている社会秩序が

あり、それらをよく理解しないと、現実のアクターの動きを作り出すことはできない。それど

ころか、下手をすると、社会的な混乱を招くだけに終わる恐れがある。例えば、ナイジェリア

では日本以上に組織のトップに立つ者に権限が集中しており、中間管理職の役割が小さく、か

なり細かいことまでトップが直接自分で判断し、下部を動かす。カウンターパートも、受益者

も、そのような社会秩序の中でそれぞれ自らの役割を演じている。経済社会変容を促すこのプ

ロジェクトも、そうした既存の社会秩序を極力尊重しながらアクターたちに働きかけていくよ

う細心の注意を払った。 
 
3.2.2  プロジェクト計画 

 

 調査ステージの設置：プロジェクトの開始から半年間を調査ステージとし、対象地域のコメ収

穫後処理・マーケティングの現状調査を実施し、問題点の抽出、解決策の検討、ターゲットグ

ループの選定を行った。この結果に基づいて活動ステージの内容を決定した。調査は、現地再

委託調査とカウンターパートと専門家が協働で行う調査を組み合わせて行い、カウンターパー

トへの技術移転と情報共有も行った。事前調査段階で大まかな方針だけ合意し、調査ステージ

を設けて業務請負者が自ら調査し活動内容を決めて行く方法は、プロジェクト実施におけるカ

ウンターパートを含む調査者と実施者の認識の乖離がなく、円滑な業務推進に貢献した。特に、

本プロジェクトのように、支援対象地域および支援対象者に関する知識・経験の蓄積が不足し

ている場所で、新たなプロジェクトを始める場合、事前調査では十分に把握できてない部分が

多いため、調査ステージを設けることは、有効な手段と考えられる。 
 
3.2.3  技術移転・技術普及 

 

 現地の実情に合わせた技術改善：コメの品質の改善に大きく影響を与えるパーボイル加工機材

と加工法の改善では、慣行の機材と加工方法の十分な観察、機材・技術を利用する受益者の投

資能力、その受益者周辺の社会・経済構造、国のエンジニアリング水準―などを考慮し、受益

者も巻き込みながら技術改善に取り組んだ。優れた新しい機器を示すことも重要だが、その前

に、彼らが今使っている機器の改良によって相当に高い品質が生み出せることを示すよう努め
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た。木に竹をつなぐように新技術を導入するよりも、彼らがなじんだ労働慣行や少ない財務負

担で大きな違いが出せれば、技術の採用率が高まるのは明らかだからである。本プロジェクト

ではパーボイル加工に中底を使用することを当初から提案し、試作品の改良を重ねた結果、ナ

イジャ州の伝統鍋用に開発したアルミ鋳物の中底は、多くの受益者に採用されることとなった。

煮るのではなく蒸すことでパーボイル米の仕上がりが極めて良くなることは収穫後処理技術

者の間では良く知らており、本プロジェクト開始前から、他の多くの支援機関が様々なパーボ

イル機器の普及を試みた形跡が、ナイジェリアでも見られる。しかし、多くは普及しないまま

に終わっている。プロジェクトで開発したアルミ中底は、伝統鍋を作っている地元のアルミ鋳

物業者に依頼して製造した。このアルミ中底は次の点で、それまでに紹介された蒸煮器具と比

べて優れている。①伝統鍋の底に入れるだけの簡単な道具であり使い勝手が良い、②アルミ鋳

物なので堅牢性・耐久性に優れ半永久的に使える、③地元の伝統鍋製造業者が簡単に製造でき

る、④受益者の手の届く範囲の価格である。 
 
 実際の技術採用につながる研修デザイン：研修は、いわば「初めの一歩」であり、受講したコ

メ流通業者などが、そこで得た情報をもとに新しい技術を実際に導入してコメの品質向上を実

施するようにならなければプロジェクト目標は達成されない。そのためには、研修内容は、身

銭を切って新技術を採用する人たちの目線でデザインされる必要がある。すなわち、教科書風

の一般論的な内容ではなく、意思決定の力を持つコメ流通業者が実際にどのような思考と行動

の順序で変化していくか、その過程に沿って、節目節目で必要になる情報を想定し、それによ

って研修内容を組むよう心がけた。当然ながら、経済活動であるコメの売買に携わる者は「利

害の変化」に特に敏感に反応する。この点をふまえ、彼らが関心を持つはずの「利害の変化」

に関する部分をできるだけ分かりやすく、言葉や数字、実演を通じて説明するようにした。 
 

 CUDBAS 手法による能力強化の把握：APM と ADP 職員の能力強化のための研修を計画するに

当たり、ワークショップを開催して、職員の強化すべき能力について CUDBAS (Curriculum 
Development Based on Vocational Ability Structure) 手法を使って分析した。この手法では、ある

職業人が備えるべき能力を、知識、技術、態度の 3 つの側面から分析し理想像を描いた上で、

不足している能力を強化するための方法、計画を策定する。ワークショップでは、カウンター

パート自身と日本人専門家ぞれぞれの理想とする能力について共有することができ、技能系の

能力強化のための活動計画を立案する上で効果的だった。 
 

 指導側・受講側の実情に合わせた研修教材の作成：受益者研修で使われた教材は研修を実施す

る ADP 職員の執務環境、材料の入手可能性、受益者側に対する情報伝達の容易さを考慮し、

手書きのポスター、フリップチャート、白板などを利用した。これによって、予算のかからな

い、かつ効果の高い情報提供ができる研修を行うことができた。 
 
 研修運営サイクルの順守：研修の計画・実施・モニタリング評価という作業はともすれば、実

施までで終わり、それで満足しがちである。このプロジェクトでは専門家側の強いイニシアチ

ブと ADP 職員の研修に対する主体性と高い意欲により、毎回の研修後に振り返りの会議を行

った。そこでは、今回の研修で良かった点と次回に向けての改善点を確認し、そのための活動

の責任者と期日を明確にした。これにより、受益者向け研修は回を追うごとに改善され、講師

としての能力も飛躍的に向上した。毎回の研修後速やかに、研修の振り返りの会合を開くこと
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が極めて重要である。 
 
 イノベーター支援の実施：当初計画では、技術普及の手段として研修のみが組み込まれていた。

1 年次にナサラワ州で受益者研修を行ったものの、技術採用の動きが見られず、実際の普及に

は何らかの研修後のフォローが必要であることが明らかになった。そこで、2 年次の活動に、

早期技術採用者（イノベーター）への支援を取り入れることとした。イノベーター支援により

技術普及の動きが見られたことは先に述べたとおりである。 
 

 キャラバン型研修の実施：ナイジャ州の受益者の多く、特に農家とパーボイル加工業者は農

村地域に広く分散しており、研修の開催場所が NAMDA の施設といったビダ市内になると、

集合するための交通手段確保や時間通りにプログラムを遂行できるかといった懸念が生じる。

そこで、研修チームが資機材を運搬して、農村地域に赴くキャラバン型の研修を実施した。

伝統鍋、薪、水、椅子などは開催する村で用意してもらい、運搬する資機材を最小限に抑え

た。また、講師を務めることができる人材を多めに育成し、当番制で研修チームを構成する

ことで、度重なる移動の負担を軽減した。村との調整や会場の準備は普及員が担当した。こ

の研修方法により、プロジェクトについてまだ知らないような人や、育児や家事負担なども

あり簡単に村から遠出できないような農村地域の女性などが参加しやすくなり、研修プログ

ラムも少しの時間のずれに留まり、実施ができた。 
 

 NAMDAと NADPの意見交換会開催： 2013年 8月 6日にナサラワ州ラフィアのNADP事務所で、

NADP と NAMDA の主要カウンターパートによる意見交換会を開催した。1 年次のナサラワ

州でのプロジェクト実施経験を共有することで、2 年次に本格始動するナイジャ州でのプロ

ジェクトをより効率的・効果的に実施することを目的に行ったものである。精米プラントの

視察では、NADP カウンターパートが設置までの経緯・経験を共有し、施設について説明し

た。NAMDA のカウンターパートは、建屋の実物を目にすることで、建屋の規模や、その建

設に必要になる作業量などを実感することができた。追加で必要になる作業や、逆に削減で

きる作業も確認できた。受益者向け研修実施にまつわる質疑応答や意見交換の場では、1）研

修受講者の選定方法、2）より効果的な研修実施のために練られた工夫（視覚材料の活用、受

講者に合わせた使用言語の変更など）、3）研修運営における工夫（受講者の交通手段確保、

連絡系統の整備など）―が共有された。こうして共有されたラフィアでの経験・教訓は、ビ

ダでの、精米プラント建屋の図面作成、研修実施に活かされた。 
 
3.3 プロジェクト実施運営上の教訓 

 

A. 対象受益者のとらえ方と働きかけ方 

 

1) バリューチェーン強化を図る ODA 技術協力の対象受益者は、市場ニーズをよく知り、それを

ビジネスチャンスと考えられる立場にあり、かつ一定水準の投資余力を備えていなければならな

い 

 

 成果 1 の冒頭で述べたように、品質改善による差別化価格を市場から獲得するのは、精白米を

販売する流通業者である。得られた追加的な付加価値を原資として、流通業者は、バリューチェ
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ーンの途中にいるパー

ボイル加工業者や精米

業者に対して、支払う

加工賃を引き上げたり

先行投資したりし、そ

れによって品質改善の

必要性とインセンティ

ブをチェーン内にもた

らす。 
 本プロジェクトの形

成段階では、物理的に

精米やパーボイルを手

がけている精米業者や

パーボイル加工業者が

そのままプロジェクト

の対象になると考えら

れていたが、市場との直接の関係を持ちにくいチェーン内の関係者が、市場と無関係に品質改善

の意志を持つという事態は、現実の経済の中では起きにくい。プロジェクトの主な対象受益者は、

市場と向き合い、そのニーズをビジネスチャンスとしてとらえる機会の多い流通業者になる。

RIPMAPP でも、研修には喜んで参加するものの、その後の自己投資を伴う活動の段階になると、

足を踏み出そうとしない受益者候補がほとんどで、最終的に対象受益者となった人の全員が、コ

メの売買を行う流通業者であった。 
 とりわけ、日本の技術協力は、持続性を高め自立的な発展を促すことを重視し、モノやカネを

「あげる」贈与的要素を減らそうとする傾向が強い。換言すれば、これは受益者の自己投資、自

己負担を迫る開発支援アプローチといえる。「あげる」のであれば、だれでも対象になりうるが、

自己負担、自己投資を迫るとなると、その意志と能力を実際に持つかどうかを慎重に調査したう

え対象に選定することが決定的に重要になる。 
 流通業者が品質改善の主役になるという議論においては、投資余力の検討が重要になる。例え

ば、パーボイル加工業者が、加工賃だけを細々と受け取って顧客サービスする委託加工業者であ

る場合と、コメの売買を行う流通業を兼ねているケースとでは、それぞれの懐事情は大きく異な

る。なぜなら、流通業を兼ねている場合はコメの売買を日々行う中で、委託パーボイル手間賃と

は比較にならない水準のキャッシュフローを動かすことになり、その蓄積から投資資金を捻出で

きる可能性があるからである。その結果、パーボイル加工業者が流通業者を兼ねている方が、投

資が進む可能性は高い。 
 以上の検討をふまえて、コメバリューチェーンにおける流通業者の特別な役割を図 3-3-1 にま

とめた。精白米を市場に販売している流通業者は市場のニーズを直接知る立場にあり、そこに品

質改善の必要とビジネスチャンスを見出す可能性が他の関係者より高い。品質改善の意志を固め

た流通業者は、パーボイル加工業者や精米業者などコメバリューチェーンの他の関係者に働きか

けて、品質改善の必要をチェーン内で広め、活動を促す。この際、一般に、加工賃の引き上げや

必要資機材の購入支援といった投資を自ら行う。この投資余力を備えているのは、コメの売買を

図 3-3-1 コメバリューチェーンにおける流通業者の特別な役割 
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手がけ大量のキャッシュフローを動かしている流通業者にならざるをえないことは前述の通りで

ある。流通業者は、品質が改善された精白米を市場で販売し、市場が支払う追加価値総額を受け

取り、これをチェーン内の関係者に分配する。実際には、先行投資した分を回収することが多い。 
 流通業者は、このような役割を専業で担うケースもあれば、精米業者やパーボイル加工業者が

流通業者を兼ねていたりするバリエーションがある。どのようなバリエーションであれ、流通業

者の役割をよく理解し、彼らを主なターゲットとして働きかけることがコメバリューチェーンの

強化を効果的効率的に進めるうえで不可欠になる。 
 以上の考察を一般化するならば、市場を強く意識し、バリューチェーン全体を視野に入れてそ

の強化を図ろうとする技術協力アプローチでは、対象受益者候補が（1）市場ニーズに日常的に触

れ、それをビジネスチャンスと考えられる立場にあるか（2）一定以上の投資余力があるか−−の 2

つを調査し、プロジェクト活動全体を設計することが不可欠といえる。 

 一般に ODA の支援対象はビッグビジネスではなく、中小零細業者であるから、市場ニーズの

把握にせよ、投資余力にせよ、彼らが自力でやれることにはおのずと限界がある。そこで、政府

やドナーの支援内容は（1）対象受益者による遠方の最終消費市場視察など、市場ニーズの補足的

把握支援、（2）対象受益者に対する現物貸与分割返済や制度融資などを含む補足的な投資資金支

援−−の 2 つをまず確保する必要がある。なぜならば、このような支援によって初めて品質改善の

主体が文字通り主体たりえるからである。それらの土台の上に（3）品質改善のための生産加工技

術支援と（4）改善された製品のマーケティング支援−−を支援活動として配置する構図になる。 
 

2) 研修だけでは結果は出せず、イノベーターに介入して個々の実態に即した問題解決型のアプ

ローチで支援する必要がある 

 当初のプロジェクトデザインは、コメ品質改善につながる技術の良さが研修で理解されれば、

おのずと改良技術を採用するイノベーターは現れると想定されていた。研修後のプロジェクト活

動は、自ら改良技術を採用するイノベーターとなる加工業者や流通業者を対象に、OJT という形

で支援をすることを想定していた。しかしながら、研修後に自ら技術を採用する事業者は現れず、

プロジェクトでは、様々な工夫を重ねて、イノベーターになり得る条件を持つ候補者に対してア

プローチした。 

 まず研修で紹介した改良技術、つまりパーボイル用の中底や石抜き機を実際に利用する機会を

設けた。試用した多くの事業者は、それらの機材がコメの品質改善に効果があることを確認する

ことができたものの、自らの投資で採用する人は依然現れなかった。 

 技術移転を目的とするプロジェクトの多くは、1）研修を実施し、2）研修参加者が知識や技術

を習得し、3）その技術を採用すれば、4）その効果が質や量の改善に現れるというロジックで活

動を計画・実施している。RIPMAPP では、「2）技術・知識の習得」から「3）技術の採用」にな

るための活動、そしてその後「4）効果の発現」に至るための支援の重要性を教訓として得た。技

術の良さを理解しても、速やかに技術採用や質の改善に至らなかった理由には「活動 4-4」や「活

動 4-6」で述べたように、技術やマーケティングの課題、事業者自身の意識や、取り巻く環境や社

会・文化的な背景がある。その構造は、本節 3.3 の冒頭 1）で詳しく述べた通りである。これらの

課題をひとつずつ解決し、また解決できない外部条件については、それに合う形での事業設計を

支援する必要があり、それこそが研修後に重きをおくべきプロジェクト活動となる。 
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B. 自己投資を伴う改善の支援方法 

 

3) 零細業者のビジネスは薄利かつ不安定であるため、技術革新のための投資は、低額の場合で

も、それが広がるまでには時間がかかり、高価な投資の場合には補助金などによる実質負担減が

必要になる 

 RIPMAPP では、ナイジェリアの零細業者による精白米の問題点の中で、パーボイルの蒸しムラ

やタンク内で水没している底の籾に濃いヌカ色がつくことが品質上の重要な問題になっていると

考え、その解決策として中底を提案した。中底のパフォーマンスは優れていたが、ラフィアでは

9000 ナイラの中底に自己投資する人が伸び悩み、ナイジャ州でも 4500 ナイラの伝統鍋用中底へ

の投資が進まなかった。例えばラフィアのコメ流通業者の多くは、年間 700 袋（110kg）前後の籾

を購入し、加工・販売しており、購入資金は 700 万ナイラを超す。その彼らが年間キャッシュフ

ローの 0.1%にも満たない中底になぜ投資しようとしないのか、日本人専門家はなかなか答えが見

出せなかった。プロジェクト終了時までに得た知見やカウンターパートの意見を総合すると、こ

れは（1）コメビジネスは利益率が低い、あるいは原料籾や精白米価格の変動により、利益は極め

て不安定で、時には欠損さえ発生するため、資本蓄積がほとんどできない（2）計算や記帳に基づ

いた利益計算をしていないため、利益をぎりぎりで確保することが難しい−−の 2 点に集約される。

その結果、零細業者は感覚的に新規投資を極端に嫌う。とはいえ、中底については、絶対額が低

いため、新技術採用に関するロジャースの曲線のように、イノベーターと呼ばれる 2.5%程度の少

数の人々が採用した後にその効果が伝わると、投資する人が徐々に増えた。例えば、ナイジャ州

では、プロジェクト期間の最終段階で、無償貸出用に制作していた中底を売ってほしいという零

細業者が増えた。したがって、低額の投資であっても、自己投資を求める場合は一定の時間がか

かることをプロジェクト設計段階でよく考慮する必要がある。一方、石の混入問題を機械的に解

決できる石抜き機の場合は、事情が異なる。石抜き機は 1 台 60 万ナイラ以上する高価な機械であ

り、これに自己投資できる人は、上述のような事業規模にすぎない零細業者の中にはほとんどい

ない。したがって零細業者を対象にするプロジェクトでは、零細業者のキャッシュフローと資本

蓄積の現状、ならびにそれをふまえた当事者の感覚を確認したうえで、高額の投資については補

助金を出すなどして零細業者の実質負担を軽減する必要がある。同様の趣旨で、パッケージの印

刷はプロジェクトが負担した。パッケージについては、RIPMAPP では、大規模精米所製品並みの

見栄えのする袋を製作した。これは、見栄えのするパッケージに包まれた輸入米や大規模精米所

製品が既に広く出回っているため、これと同等の品質を主張するためには、それらよりも見劣り

するパッケージに入れることはできないと判断したためである。高額の初期投資についてはプロ

ジェクトが全額カバーした。印刷ロットは 2 万枚で、これに要する費用は、零細業者が自力で投

資できる範囲を大きく超えていたためである。ただし、この際、初回を行政やドナーがカバーし

た後に、2 回目以降を自力で印刷するためには、1 枚単価を積み立てていくことを受益者に求める

必要がある。 
 
4) ビジネスモデル化のための踏み込んだ支援は、技術の試用と市場確保が実績としてある程度

定着した段階で開始する必要がある 

 有償での機材貸し出しなどビジネスモデル化のための踏み込んだ支援を開始する前に、十分な

試用期間を設ける必要がある。この試用期間に、実際に改良技術を用いて技術を習得し、また安
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定供給のための体制に目途をつけておかなければならない。かつその品質改善したコメが市場に

おいて付加価値を持って受け入れられることを確認する必要もある。 
 RIPMAPP では、中底と石抜き機の短期無償貸し出しによる試用を広範囲に行い、技術に対する

受益者の反応を見た上で、イノベーターに対する石抜き機の有償貸出によるパッケージ米販売を

2014 年末に両州で始めた。有償貸出としたのは事業性がありビジネスモデルになると見込んだた

めである。しかし、実際に始まると、想定していた品質を確保できない、販売価格が低い、籾の

入手が困難といった問題に直面し、パッケージ米販売は難航した。特に、ナサラワのイノベータ

ーは、良質籾の入手困難、大型ドラム使用に起因する品質不安定などの理由により品質向上に時

間を要した上、顧客開拓が難航したため、返済に大きな遅れが生じ、最終的に、有償貸出を断念

し、石抜き機を引き上げることとなった。ナイジャはナサラワより状況が良いが、パッケージ米

販売は当初予定より少なく、返済も予定よりも少ない状況が続いた。 
 中底や石抜き機の試用期間を 2 週間ほどの短期間で設定した。その間、機材を試用した加工業

者は、コメの品質改善を確認することはできたが、市場での反応を十分に確認することはできな

かった。プロジェクト側も、ビジネスとして成り立つことの検証は、机上でしか行っていなかっ

たし、「活動 4-4」や「活動 4-6」で述べたような安定した供給を妨げることになる要因を試用期

間中には特定できていなかった。 
 有償貸出の前に、一定期間の無償貸出を行い、実際の商活動における問題点・収益性を洗い出

しておけば、このような結果にはならなかったものと思われる。短期の無償貸出の後に、対象者

を絞って長期貸し出しを行い、その結果をみてビジネスモデル化のための踏み込んだ支援をする

か否かを判断するべきであった。 
 

C. 大企業との競合と共存 

 

5) 中小零細業者の目指す品質・価格は、大企業の市場への影響力を測ったうえで、それらと競

争できるものでなければならない 

 交通・通信の発達により、開発途上国であっても、大企業の製品は農村部の奥にまで浸透して

いることが多い。ODA 技術協力の対象である中小零細業者が生産する製品は、ほぼ必ず、こうし

た大企業製品との競合を迫られる。この場合、技術協力の結果生み出されるべき製品の品質、価

格は、これら大企業製品の市場への浸透状況を検討したうえで、決める必要がある。 
 既に述べたように、RIPMAPP では、石の混入と色の濃さが、解決すべき大きな問題であった。

中でも石の混入は、調理前に石を手で取り除く面倒な作業を求められるため深刻で、ナイジェリ

アの人々の間では最重要の課題と受け止められていた。その際に、石だけを抜いた場合のことを

受益者に尋ねたところ、仮に石が抜けていても色が濃かったら自分は買わない、との意見が多か

った。これは、両方の課題を同時に解決した製品として輸入米や大規模精米所製品が農村部にま

で出回っており、人々がそのことをよく知っているからと考えられる。すなわち、石が抜けてい

る精白米は同時に白度が高い、ということが消費者の一般的な通念になっている。これを受けて

RIPMAPP としても、消費者の目に触れる末端商品を作ろうとするならば、色の濃さの問題を解決

したうえで石を抜く必要があると認識した。 
 後述の教訓 7) で述べるように、零細業者の資金力などをふまえ、末端商品までは作らないとい

う選択もありうるが、その場合でも、求められる品質、数量、価格は、市場形成力のある大企業

製品の水準を視野に入れて決めざるをえない。 



 

プロジェクト業務完了報告書 
 

 65 

 大企業製品の品質や価格は、大量生産だからこそ実現可能なものであり、中小零細業者が同じ

水準を目指すのは一般に難しいが、中小零細業者として取り組み可能な最大限のコスト削減と量

産体制の実現に、まずは努める必要がある。各工程を見直し、取り組み可能な部分を極力合理化

していくことになる。併せて、中小零細であることの強みを生かして高品質を実現する可能性が

ないかどうかも検討すべきである。精白米の場合、基本的な食料であり、量産による低価格競争

を迫られやすい商品だが、同じ農産物でも、例えば果実、コーヒー、茶、香辛料、あるいはそれ

らの加工品のように、嗜好性の強いものであれば、量産とは異なる生産方法によって特別の品質

を実現するというアプローチも考えられる。野菜類では、大産地の産品や輸入野菜との競争にな

るが、遮光や雨よけといった技術の導入を通じて端境期を狙い、それによって特別の産地形成を

図ることなども検討すべきである。 
 
6) 小規模零細業者による品質向上には限界があるが、大企業製品と在来の低品位製品との間の

マーケットを開拓することにより、販路を開拓できる可能性がある。 

 小規模零細業者は、パーボイル技術の改善や石抜き機の導入で精白米の色を良くしたり石を取

り除くことは出来るが、異色米を取り除いたり光沢を良くすることまでは出来ないことがイノベ

ーター支援を通じて明らかになった。小規模零細業者による品質向上には限界があり、色彩選別

機や高性能精米機を備えた大型精米所と同等の品質確保は難しいと言える。しかし、消費者は異

色米が多少あっても石が抜けていればそれなりの価格で買うことが、イノベーター支援で行った

マーケット調査から明らかになった34。 
 ナイジャ州のイノベーターは、パーボイル技術の改善により消費者の好む色に調整し、石抜き

機の導入で石抜きを取り除いたうえで、異色米を手で若干取り除くことで、大型精米所の製品価

格には及ばないものの、従来の低品質米より高く売ることができている。 
 近代設備を備えた大型精米所の市場と従来のローカル米の市場の間に、小規模零細業者が生産

可能な高品質米の新たなマーケットが開拓されたと言える。 
 

D. 活動の絞り込みと外部要因 

 

7) プロジェクトが働きかける技術革新の内容は、中小零細業者の資金力・技術力・マーケティ

ング力の各側面について、数年間のプロジェクト期間中に実現可能な部分のみに絞り込む方法も

ありうる 

 ODA の技術協力では、一般に、対象受益者に一定の技術革新を促し、それを通じて従来よりも

付加価値を高めた生産物を生産し、それを従来以上の市場で販売することにより、高い利益を獲

得することが目指される。しかしながら、ODA 技術協力が主な対象とする中小零細業者の場合、

量産による低コストでかつ一定水準の品質を備えた大規模生産者製品との競合を、ほぼいずれの

市場においても迫られることになる。 
 RIPMAPP で言えば、「白度が高く、石の混入がない精白米」というプロジェクトが目指した商

品属性は、輸入米もしくは大規模精米企業製品のみが備えているものであり、それと同等に近い

製品を生産販売しようとすれば、確実にそれらとの競争を強いられることになる。例えば「白度

                                                        
34 ここは「多少あっても」であり、仮にたくさん混じっていたらやはり市場には受け入れられないことに注意す

べきである。加えて、白度の高さは大前提になる。 
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が高い」は中底 1 枚と適切なパーボイル技術があれば、零細業者でも十分に実現できるが、「石の

混入がない」を確実に実現するには高価な石抜き機を通すことが必要になる。大規模精米所はそ

うした機器を標準装備している。販売に際しても、「白度が高く、石の混入がない」ことを輸入米

や大規模精米所製品と同じようにアピールしようとすれば、見栄えのするパッケージに包装して、

その商品特性を一目で分かるようにする必要があるが、この見栄えのするパッケージ用コメ袋の

印刷ロットは RIPMAPP の経験では 2 万枚であり、高額の投資が必要になる。 
 近年の交通・通信手段の発達により、開発途上国においても、大企業製品は農村部の奥まで浸

透していることが多く、大企業製品と無縁の市場を見つけることは難しい。3）では、高額投資に

は、補助金なり、プロジェクトの支援なりを設定する必要があると述べたが、次のような別の考

え方も想定しうる。 
 例えば「白度が高い」までは、零細業者が自ら投資して実現できる技術革新であるから、零細

業者が手がけるのはそこまでとし、「白度は高いが石が混入したままの精白米」を、精白米仕上げ

工程を手がける業者に販売し、石抜きと包装、販売までの工程をこの仕上げ業者に担ってもらう、

という方法がそれである。この場合、仕上げ業者が手がける工程で生まれる付加価値は仕上げ業

者の取り分になることは言うまでもない。このような仕上げ業者は RIPMAPP の対象地域周辺に

は存在しなかったが、東南アジアなどには見られる。既存業者の中にこのような仕上げ業者がい

なければ、当初は行政が支援して、第 3 セクターや関連団体などがこのような事業を手がける方

法も想定しうる。 
 

8) バリューチェーンにおけるボトルネックが、プロジェクト枠組みの外にないように組み立て

る必要がある。   

 原料となる籾に異品種や被害粒が混ざっていると、精米後に色彩選別機等で取り除かない限り、

最終製品に混入したままとなり商品価値を下げる。 
 本プロジェクトは、収穫後処理技術の改善による品質向上を目指し、パーボイル技術や精米技

術の改善、石抜き機の導入による品質向上を達成し、イノベーターによるパッケージ米販売まで

こぎ着けた。しかし、ナサラワのイノベーターたちは、地元で品質の良い籾の入手が困難でカノ

（ラフィアから 600Km）から購入しなければ等級 A の精白米は生産できなかった。また、ナイジ

ャ州では、ある程度品質の良い籾の入手が出来ているものの、被害粒の混入は皆無ではなく、イ

ノベーターは手作業で取り除いている。 
 本プロジェクトの PDM には、外部要因の一つとして「良質種子が十分供給される」が挙げら

れているが、この外部要因は満たされず、良質籾の入手が困難な状態でプロジェクトの終了を迎

えたと言える。プロジェクトでは、一時期、生産分野の専門家の投入を提案したが、最終的に、

短期専門家を 1 回投入したくらいでは問題の解決にはならないと判断し、これを断念した。JICA
ナイジェリア事務所も側面支援として両州の普及員等をウガンダの稲作研修に派遣（2012 年 12
月および 2013 年２月、その後 2014 年９月にフォローアップ研修を両州で実施。）したが、これで

外部要因が満たされることはなかった。良質籾の入手が容易であれば、対象地区での高品質米生

産はもっと容易であったと思われる。このことは、バリューチェーンにおけるボトルネックがプ

ロジェクト枠組みの外にあると、効果の発現には限界があることを示している。バリューチェー

ン上の一部の技術に特化したプロジェクトであっても、プロジェクト目標達成のボトルネックが

プロジェクト枠組外のバリューチェーン上にないかどうかを確認する必要がある。そして、ボト
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ルネックが見いだされた場合にプロジェクト枠組みの再検討・変更が柔軟にできるようにしてお

くべきであろう。 
 
9) プロジェクト目標達成の構成要素を分析し、中間評価時までに現実的な指標設定にしておく 

プロジェクトでは、等級 A（高品質米）の流通量をプロジェクト目標の指標に用いたが、等級 A
とするためには石抜き機を通すことが必須となることは、前述のとおりである。石抜き機の普及

については、中間評価で、困難を伴うことが指摘されている。中間評価時点で、等級 A の要素を

分析し、要素ごとに難易度に合わせた現実的な指標を設定しておけば、実態に即した評価が可能

であったと考えられる。 
 

E. 適正技術開発・普及の方法 

 

10) 適正技術の選択と普及方法は、ロジャースの普及理論にある普及技術の５つの条件に照らし

合せて検討するとよい。 

 本プロジェクトでは、まず、現状調査に基づいて品質向上のために採用すべき技術を提案し、

研修のフォローやイノベーター支援を通じて提案技術の問題点を明らかにしその適正化を行った。

パーボイル技術に関しては、中底の使用を当初から提案し、試作品の改良を重ねた結果、ナイジ

ャ州の伝統鍋用に開発したアルミの中底は、多くの受益者に採用されることとなった。煮るので

はなく蒸すことでパーボイル米の仕上がりが極めて良くなることは収穫後処理技術者の間では良

く知らており、本プロジェクト開始前から、他の多くの支援機関が様々なパーボイル機器の普及

を試みた形跡が、ナイジェリアでも見られる。しかし、多くは普及しないままに終わっている。

プロジェクトで開発したアルミ中底は、伝統鍋を作っている地元のアルミ鋳物屋に依頼して製造

した。このアルミ中底は次の点で、それまでに紹介された蒸煮器具と比べて優れている。①伝統

鍋の底に入れるだけの簡単な道具であり使い勝手が良い（既存のアイデアより良い、既存の価値

観・必要性と相反しない、理解しやすい、使用しやすい）、②アルミ鋳物なので堅牢性・耐久性に

優れ半永久的に使える（既存のアイデアより良い、既存の価値観と相反しない）、③地元の伝統鍋

製造業者が簡単に製造できる（既存のアイデアより良い）、④受益者の手の届く範囲の価格である

（既存のアイデアより良い、既存の価値観と相反しない）。 

 ロジャースの普及理論は、普及技術の条件として次の 5 つを提示している。 

1. 相対的優位性：既存のアイデアよりよいと知覚される度合い（採用速度と正の相関） 

2. 両立可能性：既存の価値観、過去の体験、必要性と相反しないと知覚される度合い（採用速度

と正の相関） 

3. 複雑性：理解や使用が困難だと知覚される度合い（採用速度と負の相関） 

4. 試行可能性：（試しに）経験できる度合い（採用速度と正の相関） 

5. 観察可能性：成果（採用の結果どうか）が他人の目に触れる度合い（採用速度と正の相関）   

 これらに照らし合せると、プロジェクトで紹介した中底は 1.2.3.の条件を満たしている。プロジ

ェクトは研修や試用という形で条件 4. 5.の後押しし、普及を加速させた。  
 普及技術を選定する際に、候補の技術を上記普及理論の 5 つの条件にも当てはめて、その普及

可能性および普及方法を総合的に検討することで、無理のない技術普及が可能となると考えられ

る。 
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11) 技術革新を定着させるには、基本的な概念を生かしつつも、その内容は柔軟に変更し、現地

適合性を最大限に高めることが必要である 

 RIPMAPP では、パーボイル技術改善による白度の向上が極めて大きな技術課題であり、その基

本的な解決策として中底を提案した。ナイジャ州で提案したアルミ鋳物製の中底は「3.2.3  技術

移転・技術普及」で述べたように優れた特性を備えていた結果、定着を見た。しかしながら、ナ

サラワ州で提案した鉄製中底は受け入れられなかった。ラフィア協会のドラムは寸胴型であるた

め、中底を上から入れにくい。ナイジャ州で使われている伝統鍋の場合は口が広く開いているの

で容易に中底を入れられるのと対照的である。この問題について RIPMAPP では、2 つに割れるタ

イプの中底を提案したが、ラフィアで鉄製中底が定着しなかった今ひとつの理由である耐久性の

低さの問題はそれによっては解決しなかった。報告によれば、鉄製中底は 3 ヶ月程度でサビのた

めに使えなくなる。３ヶ月ごとに 9000 ナイラの出費を強いられる鉄製中底は、零細業者の受け入

れるところとはならなかった。耐久性についても、ナイジャ州で提案したアルミ鋳物製中底が半

永久的に使えるのと対照的といえた。 
 鉄製中底の代替技術としてラフィア協会が提案したのが「チャフ台」であった。チャフとは籾

殻のことで、パーボイルする前に籾を洗浄する際、水に浮いてくる。これを取り分けておき、パ

ーボイルする際にタンクの底に 15cm ほど入れ、使い古しの籾袋をかぶせたものがチャフ台であ

る。籾を蒸す際には、チャフ台の 6、7 割のところまで水を入れて蒸す。これによって、鉄製中底

と同じく、湯と籾とが接触することなく、蒸気だけがタンク内を回る状態が作り出される。チャ

フ台が鉄製中底よりも明らかに優れているのは（1）コストがかからない（2）台に使う籾殻の最

大使用回数は、連続して蒸す数回までで、基本的には使い捨てのため、耐久性の問題が生じない

（3）タンクの底に入れにくいという鉄製中底の弱点がない−−ことである。「湯と籾を接触させず

に蒸す」という RIPMAPP の基本概念は完全に満たされている。 
 チャフ台は、日本人専門家がもたらしたパーボイリング技術改善の概念をナイジェリアの人々

が咀嚼したうえで、現地の文脈に合わせて再発明したものである。ODA では「技術移転」という

言葉がしばしば用いられるが、持ち込んだ技術がそのままの形で定着するとは限らない。概念を

生かしつつも、その内容は柔軟に変更し、現地適合性を最大限に高めることが、技術革新定着の

鍵を握るといえよう。 
 

F. 中小零細業者向けの金融とは 

 

12) 既存の金融サービスは零細業者のニーズに対応していないため、プロジェクト独自の融資の

仕組みが必要になることもある 

 教訓 3) で述べた通り、石抜き機のような高額機材は、零細業者の資金力では自己資金だけで投

資をすることが困難である。ナイジェリアでは商業銀行やマイクロファイナンス機関による融資

サービスはごく一般的に提供されているものの、RIPMAPP 支援対象のイノベーターに見合うサー

ビスを見つけることができなかった。まず、商業銀行の提供するサービスの場合は、高額な融資

であるほど、預金、固定資産などの担保や保証人の要件が厳しく、零細業者は満たすことができ

ない。また同じく教訓 3) でも述べた通り、コメビジネスは薄利である一方で、貸付年利は 20％
以上と高い。マイクロファイナンス機関の場合は、融資期間が短期であり、融資上限額が低く、

石抜き機購入には見合わない。そのため、RIPMAPP では金融サービスに関する情報収集・分析は

実施したものの、それらを活用することはなかった。 
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 ナイジェリアでは、もともと農業を対象とした貸付期間が 1 年以上の融資サービスはまだ一般

的にない。ナイジャ州農業省の場合は、それを解決するために、アグリビジネスの実情に即した

融資サービスを提供している。このサービスはパイロットとして実施しており、RIPMAPP では条

件が合わず活用はしなかったが、融資の条件とモニタリングサービスを改善しながら、対象者を

拡大する努力をしている。 
既存の融資サービスでは対応できない場合は、プロジェクト実施機関が独自の融資の仕組みを

設計し、サービスを提供することが望ましい。 

 
G. 実態把握は時間をかけて 

 
13) 組織、個人の実態把握には困難を伴うことを認識し、様々な方法で一定の時間をかける必要

がある 

 RIPMAPP では 1 年次にベースライン調査を実施し、プロジェクト対象地域では、日本人専門家

とカウンターパートが直接受益者候補となる加工業者や流通業者、関連組織の人々と話をして、

加工現場や市場を現地踏査し、実態把握に努めた。しかしながら、イノベーター支援を進めてい

く過程で、以前聞いていた情報と異なる状況が明らかになることが度々あった。 
 この理由は、主に 3 つあると考えられる。一つは、事業規模に関する情報については、加工業

者や流通業者自身が正確に把握していないことが多い。帳簿などに事業記録をつけておらず、大

雑把に手元の現金で日々事業に必要な運転資金をまかなっている事業者が大半である。RIPMAPP
で支援したイノベーターも収益計算を正確にできていなかった。 
 二つ目は、回答者があるべき姿と実態を混乱して情報を提供している。これは特に組織につい

ての実態把握でわかったことである。ルールや体制として決まっていること、つまり理想の姿と、

もしくはかつてうまく機能していた頃の状況、そして現状を一緒くたにして回答していたようだ。 
 三番目の理由は、受益者側が意図的に正しい情報を提供していないことがあったためである。

プロジェクト実施の場合は特に、自分たちに有利だと思う情報のみを与えがちである。どのよう

な回答が有利になるかわからずに、情報をゆがめていることもあるだろう。 
以上のような情報収集、実情把握の難しさに対処する方法として、RIPMAPP ではいくつかの教訓

を得た。 
 まずは、正確に把握することは難しいことを理解した上で、注意深く観察、情報収集を繰り返

すことである。例えば、ラフィアのコメの集積地区において、収穫後の籾のピーク期にも関わら

ず、活発な事業の動きが見られなかったことで、手元の加工・流通量のデータを疑うきっかけに

なった。 
 次に、分析手法の活用である。組織やバリューチェーンなど関係者に関する分析ツールは、実

情把握にそれなりに効果はある。RIPMAPP では実施開始時ではなく、ある程度の期間実施をした

時点で、このようなツールを採用した。対象となる組織や関係者についての情報を得ており、そ

の活動状況も既に知っていたからこそ、組織や関係者分析を目的とした参加型ワークショップで

は、より具体的な実情を聞き出すことが可能となった。 
 このように、実態を把握するには一定の時間を必要とする。教訓 4) でも述べたように、イノベ

ーター候補者の試用期間は長めにし、より正確に対象者の事業状況、それに影響する社会・文化

的背景を把握した上で、適切な事業者もしくは組織を選定し、イノベーター支援を実施すること

が重要となる。 
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14）回転資金は回収不能リスクを初めから想定しておくべき 

 RIPMAPP では石抜き機を導入する資金をイノベーターが自力で調達することができず、金融機

関による融資も利用できなかった。このため、プロジェクトが現物を供与し、石抜き機購入費用

の一部を分割弁済にして、その資金で新たな石抜き機を入れていく、いわゆる回転資金（リボル

ビングファンド）の手法を取り入れた。 
 資金力のない零細業者が石抜き機を取り入れて事業を行うためには、他に方法がないとう意味

で必須の措置だったが、最終的に、ナイジャ州ではプロジェクト終了時点では完済に至らず、ナ

サラワ州では回収不能と判断せざるをえなかった。これは返済原資となる高品質精白米の生産と

販売がプロジェクト期間内に軌道に乗るところまで届かなかったことが最大の原因である。 
 しかし、このような回収不能な事態は、さまざまな外部要因＝リスクによっても引き起こされ

る。例えば、天候不順に伴う稲の凶作による籾価格の高騰などがそれである。RIPMAPP では、輸

入米関税率の引き上げ等による国産米需要の高まりと籾価格の高騰が実際に起きた。また、ナイ

ラの急落によって、輸入品である石抜き機価格が上昇し、仮に順調に回収したとしても、当初予

定していた石抜き機を買うことができなくなる、といった為替変動リスクも起きた。 
 このようなさまざまなリスクは、プロジェクトで制御不能な外部要因であるため、完全に回避

することは難しいが、発生を想定し、影響を最小限に食い止めるよう努めることが求められる。

具体的には、スキームの途中でリスク要因のために中途半端な形で終わることを避けるために、

回収期間を可能な限り短く設定したり、受益者に全額を負担させずに、モラルハザードを避けつ

つも、一定の補助を出して回収負担を軽くしておくなどの対策が考えられる。 
 
H.  カウンターパート機関の予算執行状況を踏まえた活動 

 
15) 活動の要となるカウンターパート機関の予算執行状況を鑑み、カウンターパートの活動への

参加方法や情報共有方法を検討する必要がある 

プロジェクトのカウンターパートは 3 機関あり、そのうちの一つが連邦農業農村開発省の ABM
である。ABM の職員は、成果 1、2、3、4 にかかわる活動で、マーケットや収穫後処理技術の現

状調査、2 州の ADP を対象にした TOT での講師、2 州での受益者研修の計画立案などの活動に参

画してきた。 
 成果 4 では、プロジェクトの核になる活動である 2 州でのイノベーター支援のモニタリング活

動にはほとんど参加できなかった。これは、ABM の職員の出張旅費が連邦政府から支弁されなか

ったことが背景にある。さらに、それを補うために専門家から ABM のカウンターパートに対す

る現場の情報共有は十分ではなかった。そのため、イノベーター支援に関する現場の進捗につい

ての理解が乏しかった。 
 他方、成果 1、2、3 に関するプロジェクトの前半で実施した 2 州での活動では ABM の職員な

りに個人で出張費用を工面し、本省からの予算の支弁を待ちながら対応していた。この段階では、

専門家の方も ABM のダイレクターには出張旅費の支弁を口頭で進言するにとどまり、予算の支

弁はあるだろう、ということのみに期待していた。JCC では、ABM 職員に対する出張旅費の支弁

は何度となく指摘され、中間評価では提言として導かれた。しかし、出張旅費に関する執行は改

善されなかった。 
 したがって、相手国機関の予算状況を理解しながら活動の組み立てを行い、予算が逼迫してい

る本省の C/Ps が日当宿泊費を伴う地方部のプロジェクト対象地域に行けず、活動に参加できない
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ときは、その活動直後に現場の情報を十分に共有することが必要である。 
 

4. プロジェクト目標の達成度  

各カウンターパート機関の協力を得てエンドライン調査を 2016 年 2 月に実施し、プロジェクト

目標の達成度を検証した。調査方法と調査結果は以下とおりである。 
 
（１）調査方法 
まず、プロジェクト対象グループのコメ流通業者が取り扱うコメ流通量を予測するために、サ

ンプル調査をした。調査の対象者は、プロジェクトの研修受講者および中底と石抜き機の無償貸

し出し者（長期研修受講者）とし、ナサラワ州のラフィア協会、ナイジャ州のタイマコ・ハスケ

協会、ナイジャ州の農村部から、それぞれ 29 人、18 人、27 人をランダムに抽出し、サンプル調

査を実施した。 
 各調査対象者に、繁忙期が始まって以降 1 週間あたりに生産した精白米の量を、カウンターパ

ートが電話で聞き取り、この繁忙期に想定される１人当たりの精白米の取扱い量を算出した。そ

して、調査対象者全体の量をサンプル数で割り、これを繁忙期に想定される対象者１人当たりの

精白米の取扱い量とし、対象地域全体の取扱い量を算出した。 
調査対象期間を、2015 年から 2016 年にかけての繁忙期に絞ることとし、この間に研修受講者

が扱った精白米の量を全体量とした。繁忙期はナサラワ州とナイジャ州で異なる。カウンターパ

ートや受益者に聞いたところ、ナサラワ州は 10-11 月から 2-3 月、ナイジャ州は 11-12 月から 4-5
月とのことであったので、ナサラワ州は 20 週、ナイジャ州は 23 週を繁忙期と想定とした。その

うえで、等級 A の流通量を石抜き機や中底の普及率から推定した。 
 
（２）指標基準 
指標 1 と 2 の指標基準となる「等級 A レベル以上のコメ」の判断方法であるが、通常であれば、

プロジェクト側が作成した等級基準に照合し、カウンターパート機関の担当者が等級 A と見なし

たものとなる。しかし、電話での聞き取りであり現物がないものについて同判断方法を当てはめ

ることはできないため、プロジェクトが技術パッケージとして提案する「中底を使ってパーボイ

ルする」「中底を使ってパーボイルした精米を石抜き機に通す」という二つの条件を満たしていれ

ば等級 A 以上のコメと見なすこととした。 
 
（３）中底を使ってパーボイルしている割合 
 ナサラワ州ラフィアに関しては、現在は、前述のようにプロジェクトで推奨した中底に代わり

チャフ台をほとんどの業者が使っている。カウンターパートによるとチャフ台は品質向上効果が

あるとのことであるが、実験的な検証がなされていないので、ここでは、品質向上効果の検証が

済んでいるプロジェクト推奨の中底の利用率を用いることとする。プロジェクト推奨の大型タン

ク用中底は 30 枚購入された。これを、パーボイルに関する研修受講者数である 80 で除すと、38％
となり、これらのパーボイラーが一度は中底でパーボイルモミを生産したことになる。しかしな

がら、本報告書 39 ページにあるように、中底は３ヶ月ほどで錆びて使えなり、本来であれば定期

的な中底の買い替え需要があるはずなのに、2015 年の繁忙期に中底の買い替えがなかったことか

ら、現在はほぼ利用されていないと推測される。 
 ナイジャ州に関しては、プロジェクトで開発したアルミ鋳物の中底の使用割合が、中底を使っ
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てパーボイルしている割合を表す。現在、対象グループ内で 79 枚の中底が使われている35。これ

を、パーボイルに関する研修受講者数である 380 で除すと、21％となり、この数字が中底を使っ

てパーボイルしている割合といえる。 
 
（４）中底を使ってパーボイルした精白米を石抜き機に通している割合 

サンプル調査の結果は、表 4-1 の通り。 
 

サンプル調査の結果、この繁忙期に想定されるプロジェクト受益者（研修受講者）による精白

米取扱い量は次の通り。 
 
１）ナサラワ州ラフィア協会：15,800 トン 
２）ナイジャ州タイマコ・ハスケ協会：43,200 トン 
３）ナイジャ州農村部：3,200 トン 
 
これに対し、等級 A 以上の取扱い量は、以下の通り算出した。 
 
１）ナサラワ州ラフィア協会：中底利用率 × 石抜き機の処理能力/時 × 稼働時間/日 ×石抜

き機台数 × 稼働日/週 × 週数/今ピーク期＝0.3836 × 250kg × 1時間 × 3台37 × 5日 × 20
週＝28.1 トン 
２）ナイジャ州タイマコ・ハスケ協会：タイマコ協会会長の今ピーク期の予想生産量（11 月 2

日-1 月 31 日（12 週）実績値合計 + 2 月 15 日-5 月 2 日（11 週）の予測生産量）＝2,050kg + (75kg/
籾袋 × 12 袋/週 × 0.6% × 11 週)＝8 トン 
３）ナイジャ州農村部：アウォマナ女性グループの今ピーク期の予想生産量（11 月 2 日-1 月 31

日（12 週）実績値の合計 + 2 月 1 日-4 月 18 日（11 週）の予測生産量）＝3,945kg + (3,945kg / 12
週 × 11 週)＝7.6 トン 

 
 これらの数値から、各対象グループにおけるグレード A 以上のコメ流通量の割合は、以下のよ

うに計算される。 
 
１）ナサラワ州ラフィア協会：28.1 トン/15,800 トン = 0.17%（参考値） 
２）ナイジャ州タイマコ・ハスケ協会：8 トン /43,200 トン =0.02% 

３）ナイジャ州農村部：7.6 トン /3,200 トン= 0.23% 

 
 
 

                                                        
35 79 枚はパイロット地区で購入された中底の枚数であるが、中底の購入には費用がかかること、アルミ鋳物の中

底は半永久的に利用可能であること、中底を利用したパーボイル米は利用しないものに比べて値段が高いことか

ら、購入された中底はプロジェクト終了時点でも引き続き利用されていると推測した。なお、一つの中底を複数

のパーボイラーが利用していることもあるとの証言もあり、実際の中底利用者は 79人より多いことが考えられる。 
36 71 ページで議論しているとおり、2016 年 2 月現在の中底利用率は不明なので、ここでは仮に受益者のうち中

底を利用したことのある者の割合を利用している。このため、ラフィア協会での等級 A のコメの流通量の割合は

参考値になる。 
37 イノベータ―支援により3台が投入され、それぞれ賃石抜きを行っていた。2016年 2月に 3台は引き揚げたが、

草の根無償により新たに入る石抜き機によって賃石抜きは継続されるものと想定。 
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表 4-1 サンプル調査結果 

州 ナサラワ ナイジャ 

対象グループ ラフィア協会 タイマコ・ハスケ協会 農村部 

合計対象者数 196 161 380 
商品 精米/週 

(kg)  

ピーク期（20 週）

の小計 (kg） 

精米/週 (kg)  ピーク期（23 週）

の小計 (kg） 

精米/週 

(kg)  

ピーク期（23 週）

の小計 (kg） サンプル 1 2,000 40,000 15,000 345,000 225 5,175 
サンプル 2 24,000 480,000 18,750 431,250 360 8,280 
サンプル 3 2,400 48,000 525 12,075 270 6,210 
サンプル 4 2,000 40,000 2,250 51,750 360 8,280 
サンプル 5 2,000 40,000 7,500 172,500 225 5,175 
サンプル 6 2,000 40,000 2,500 57,500 225 5,175 
サンプル 7 2,000 40,000 12,000 276,000 270 6,210 
サンプル 8 2,000 40,000 9,600 220,800 225 5,175 
サンプル 9 2,000 40,000 16,000 368,000 225 5,175 
サンプル 10 2,000 40,000 4,000 92,000 450 10,350 
サンプル 11 2,000 40,000 30,000 690,000 135 3,105 
サンプル 12 2,000 40,000 2,000 46,000 180 4,140 
サンプル 13 2,000 40,000 11,250 258,750 270 6,210 
サンプル 14 2,000 40,000 15,000 345,000 225 5,175 
サンプル 15     15,000 345,000 315 7,245 
サンプル 16 2,000 40,000 22,500 517,500 450 10,350 
サンプル 17 2,000 40,000 11,250 258,750 900 20,700 
サンプル 18 2,000 40,000 15,000 345,000 900 20,700 
サンプル 19 2,000 40,000     450 10,350 
サンプル 20 2,000 40,000     360 8,280 
サンプル 21 2,000 40,000     495 11,385 
サンプル 22 2,000 40,000     450 10,350 
サンプル 23 2,000 40,000     450 10,350 
サンプル 24 2,000 40,000     450 10,350 
サンプル 25 18,000 360,000     450 10,350 
サンプル 26 8,000 160,000     315 7,245 
サンプル 27 8,000 160,000     360 8,280 
サンプル 28 2,000 40,000         
サンプル 29 8,000 160,000         
サンプル 30 4,500 90,000         
サンプルの    

合計 (kg) 
  2,338,000   4,832,875   229,770 

サンプルの     

平均値 (kg) 
  80,621   268,493   8,510 

対象グループに

よる今ピーク期

の合計精米量

（トン） 

  15,800   43,200   3,200 
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（５）目標達成度 
 等級 A の流通量は、いずれの対象地区でも、プロジェクト目標の指標である 2.5%には遠く及ば

ず、目標は達成していない38。しかしながら、中底だけをとってみると、その普及率はナイジャ

州で 21％となっており、ナイジャ州は普及離陸点（16%）39を超え普及が加速する段階にある。

前述の活動 1－2 の市場ニーズ分析の結果が示すように、消費者が品質として重視しているのは、

①石がないこと、②色が薄いこと、③完全米率が高いこと、④赤米や黒色被害粒がないことであ

る。④は栽培段階の問題であり外部要因に属しており、①②③が本プロジェクトで取り組むべき

課題であり、等級 A の条件として、①②③を用いることは妥当といえる。しかしながら、石を完

全に抜くためには石抜き機の使用が欠かせない。石抜き機は対象とする小規模零細業者にとって

高価であり、その普及には投資を容易にする何らかの措置が必要であることが中間評価で指摘さ

れており、プロジェクト後半に実施したイノベーター支援は、十分な補助制度がないと普及が困

難であることを、より鮮明に示す結果となった。一方で、中底の使用を含むパーボイル技術の改

善は②③を満たすものであるが、あまりコストを掛けずに実行できるため、普及が進んだ。中底

の使用だけで一定の品質改善がなされ、カウンターパートによると商品価値が上がり取引価格も

以前より良くなったとのことであり、プロジェクト対象地区において、流通する国産米の品質は

確実に向上している。 
 

5. 上位目標達成に向けての提言  

 上位目標は「プロジェクト対象 2 州において、流通する国産米の品質が向上する。」となってお

り、上位目標達成のために両州の ADP は、RIPMAPP の州内展開計画を最終ワークショップおよ

び JCC で発表している。これらが確実に実行されることを期待する。以下、州別に上位目標に向

けての提言を述べる。 
 
ナサラワ州 

日本大使館の草の根無償資金協力による石抜き機の有効利用：石抜き機 27 台が 2016 年 3 月に供

与されている。石抜きがローカル米の品質向上の大きな課題であるが、石抜き機は高価で普及が

進んでいない。供与された石抜き機がフル稼働すれば州内の小規模事業者による精白米品質向上

に大きく貢献するものと思われる。そのために、NADP はライフィア精米協会とともに適切に管

理し、有効活用を進めていく必要がある。 
 
ドナー支援の模索：これまでの実績からするとプロジェクトの州内展開のために州政府予算が十

分に拠出されることは期待薄である。連邦政府やドナーの支援を積極的に模索していくべきであ

ろう。 
 

                                                        
38 終了時評価の際に、プロジェクト目標の指標２の達成度を調べている。終了時評価報告書によると、ナサラワ

州ラフィア協会 0.0%、ナイジャ州タイマコ・ハスケ協会 2.8％、ナイジャ州農村部 0.3％ となっている。今回の

調査結果より良い数字となっているので、積算根拠を見直したところ、計算式が今回と異なっていることが判明

した。終了時評価時の調査では、サンプル調査から一人あたりの平均流通量を算出し、その流通量でパッケージ

米の生産者一人あたりの流通量を除して指標数値を出している。パッケージ米の生産者一人当たりの量を算出す

る際に、生産者の数としてプロジェクト受益者数を用いるべきところを、パッケージ米生産に関わっている人数

を使ったため、計算結果が大きくなっていた。正しくは、ナサラワ州ラフィア協会 0.0％、ナイジャ州タイマコ・

ハスケ協会 0.017％、ナイジャ州農村部 0.016％である。 
39 ロジャースの普及理論では、普及率が 16%を超えると普及が加速するとしている。 
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籾品質の向上：イノベーターによるパッケージ米生産を支援する際に、ラフィア周辺で入手され

る籾の品質が悪く、遠方（カノ）から取り寄せて精白米の品質を確保したことがあった。NADP
による優良種子プログラムや稲作技術普及活動といった、地元産の籾品質向上のための施策の確

実な実行が望まれる。 
 

ナイジャ州 

ドナーとの連携： GIZ や IFAD の支援が始められ、中底の普及を積極的に取り組んでおり、これ

らとの連携により RIPMAPP 技術の普及が期待できる。NAMDA は関係ドナーの協調と連携を促

す中心的役割を果たすべきである。 
 
アルミ鋳物中底の低額配布：アルミ鋳物の中底は一定の普及をみているが、さらに普及を進める

ために、州政府予算で製造し安価で提供することを検討すべきである。 
 
上位目標の指標について 

 終了時評価調査団の提言の一つに上位目標の指標の見直しがある。現行の上位目標の指標は「対

象州のコメ流通業者のうち、少なくとも 2.5％のコメ流通業者がプロジェクトで示された品質基準

の等級 A レベル以上のコメを取り扱う」となっている。エンドライン調査の結果が示すように等

級 A という基準で測ると中底の普及による品質向上部分が成果として現れなくなる。ロジャース

の普及理論では、普及率 2.5％を革新的技術採用者から初期少数採用者への移行点、普及率 16％
を普及が加速される点としている。品質向上が改良パーボイル技術の使用と石抜き機の導入によ

って実現され、それぞれの導入の難易度が異なることを考慮し、指標を次のように変更すること

を提案する。 
 
 指標 1. 両州の主要コメ生産地のコメ流通業者が扱っている小規模事業者によって加工された

国産米の 2.5％以上が石抜き米である。 
 指標 2. 両州の主要コメ生産地のコメ流通業者が扱っている小規模事業者によって加工された

国産米の 16％以上が改良技術によってパーボイルされている。 
 
 指標入手段としては、エンドライン調査の実施により、NADP と NAMDA の普及員による電話

インタビューでサンプル調査が可能であることが分かったので、この方法で指標を入手すること

を提案する。コメ品質改良に関わっている普及員が、担当地域の 20～30 の小規模精米業社兼流通

業者あるいはパーボイル加工業者兼流通業者を無作為に抽出し質問することとする。質問項目は

次のとおり。 
 
1 調査者名   

2 月日   

3 回答者名   

4 所属組織   

5 電話番号   

6 この繁忙期に入って毎週何キロの精白米を取扱ったか？ (   )袋  一袋 (     ) キロ 
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7 この繁忙期はいつ始まったか？    

8 扱った精白米は石抜き機を通しているか？ はい   いいえ 

9 扱った精白米は改善技術により（中底を使って）パーボイル

されたものか？ 

はい   いいえ 
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添付資料 1 PDM 

PDM Ver 3 （最新版） 
（別添 1） 

Ver.1 から Ver3 の 

変更 

PDM Ver. 1 PDM Ver. 2 PDM Ver. 3 Reasons for change  
from Ver.2 to Ver.3 

Overall goal 
Overall goal Quality of domestic rice is improved, 

and the post-harvest loss rate is 
decreased in the target States. 

Quality of domestic rice is improved in 
the target States. 

  

Objectively Verifiable 
Indicator of  Overall 
goal 

- At least X tons of quality domestic 
rice satisfying X level grade 
standard developed by the Project 
is traded annually in target States. 

- X rice millers in the target States 
achieves milling recovery of 65% 
or over. 

At least 2.5% of rice traders in the target 
States handle quality domestic rice 
satisfying Grade A level of Rice Grade 
Standard developed by the Project. 

  

Mean of Verification 
of Overall goal 

Sampling from rice millers Interview to 
rice millers and traders 

Survey of traders   

Project Purpose 

Project Purpose Quality of domestic rice is improved, 
and the post-harvest loss rate is 
decreased in the target areas. 

Quality of domestic rice is improved in 
the target areas. 

  

Indicator of Project 
Purpose 

- At least X rice millers among the 
target groups in the target areas 
produce quality domestic rice 
satisfying X level grade standard 
developed by the Project. 

- X rice millers among the target 
groups in the target areas achieves 
milling recovery of 65% or over. 

At least 2.5% of rice traders of the target 
groups in the target areas handle quality 
domestic rice satisfying Grade A level of 
Rice Grade Standard developed by the 
Project. 

- At least 2.5% of rice traders of 
the target groups in the target 
areas handle quality domestic 
rice satisfying Grade A level of 
Rice Grade Standard developed 
by the Project. 

- At least 2.5% of total quantity of 
rice handled by rice traders of 
the target groups in the target 
areas is Grade A level of Rice 
Grade Standard developed by 
the Project. 

It is expected not only the number of rice 
traders but also the amount of domestic 
quality rice is actually increased in target 
areas. In this context, current indicator is not 
sufficient to measure the achievement level 
of project purpose.    

Mean of Verification 
of Project purpose 

Sampling from rice millers 
Interview to rice millers and traders 

Survey of traders   

Outputs 
Output 3  Capacity of ADP staff regarding training 

implementation on marketing, 
post-harvest and business management 
is enhanced. 

Capacity of APM and ADP staff 
regarding training implementation on 
marketing, post-harvest and business 
management is enhanced. 

 The Overall goal is “Quality of 
domestic rice is improved in the target 
States. “ Therefore, it is not logical to 
include an output in non-targeted 
states on PDM.  

 On the other hand, expansion of the 
training programs under the initiative 
of Nigerian side is highly 

Output 5  Training programs for non-targeted ADP 
staff regarding post-harvest, marketing 
and business management are 
commenced.  

---- (Delete) 
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Ver.1 から Ver3 の 

変更 

PDM Ver. 1 PDM Ver. 2 PDM Ver. 3 Reasons for change  
from Ver.2 to Ver.3 

recommended. In this context, it is 
more appropriate to regard that 
“training programs for non-targeted 
ADP staff regarding post-harvest, 
marketing and business management” 
is included as Output 3. It is 
suggested capacity development of 
APM staff is implemented through On 
the Job Training (OJT) at the time of 
training to ADP. Knowledge and 
experience are supposed to be shared 
with other states appropriately by 
APM who attended this OJT.   

Indicator of  Output 3 Results of capacity improvement 
evaluation of the ADP staff are X level. 

Average score of capacity level of ADP 
staff of the both target ADPs evaluated 
by use of evaluation sheet is more than 
3. 

  

Indicator of  Output 4 4-1 Results of capacity improvement 
evaluation of the training participants 
are X level. 

4-1 Each average score of post-test of 
small-scale millers, parboilers, rice 
farmers and traders after training is 
more than target score which is set for 
the each beneficiary group. 

  

4-2 X% of the participants adopts 
introduced technologies. 

4-2 10% of the participants take actions 
to adopt introduced technologies. 

4-3 X% of the participants takes actions 
to adopt introduced technologies. 

4-3 2.5% of the participants adopt 
introduced technologies. 

Means of Verification 
of Output 3 

Results of capacity assessment Results of capacity assessment by use of 
evaluation sheet 
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添付資料 2. 業務フローチャート 

Stage Stage 1 Stage 2 Stage 3 Stage 4

Survey and

preparation

Training and technology transfer in

Lafia
Training and technology transfer in Bida Technology dissemination

Sep 2011- Apr 2012 May 2012 - Apr 2013 May 2013 - April 2014 May 2014 - May 2016

Output 1

Measures to promote

distribution of high-quality

domestic rice are identified

Output 2

Rice grading standards for

domestic rice are developed

and improved

Output 3

Capacity of ADP staff regarding

training implementation on

marketing, post-harvest

processing, and business

management is enhanced.

Output 4

Capacity of small-scale rice

millers, parboilers, rice farmers

and traders in post-harvest

processing, marketing and

business management is

enhanced.

Rice distribution 

survey

Rice quality  

survey

Training

for ADP 
Nasaraw

a
Training
for 
NAMDA
Niger

Training for beneficiaries of Lafia and Bida including 
incubation plant

Training

for 
benefici

aries of 
Lafia

Set up Incubation plant in Lafia Set up incubation plant in 

Improvement 
activities  in Lafia

Improvement activities and Innovator support in Lafia

Improvement activities in Bida

Proposition of Trial use activitiesDevelopment of Grading standard

Training
for 
NAMDA
Niger

Innovator support in Lafia

Innovator support in Bida
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添付資料 3. 詳細活動計画・実績 

（別添 2） 
 
添付資料 4. 専門家派遣実績（要員計画） 

（別添 3-1,2,3） 
 
添付資料 5. 研修員受入れ実績40 

Name 
（氏名） 

Period of Participation 
（受入期間） 

Field/Name of the 
Course 

（分野・コース名） 

Content 
（研修内容） 

Implementing 
Institution 

（受入機関） 

Position at that time 
（当時の役職） 

Current Position, 
Date of turnover 

（現在の役職・離職年月） 
Jatto Ohiare 
Badams 

22 October,2012 –  
2 November,2012 

High Level 
Counterparts Training 
for Rice 
Post-Harvest Processing 
and 
Marketing Pilot 
Project in 
Nasarawa and 
Niger States 
(RIPMAPP), Nigeria 

Observation and discussion of 
post-harvest technology and small 
and medium scale processing 
firms in Japan 

JICA Acting Director,  
Agro-Processing &  
Marketing, the Federal 
Ministry of Agriculture and 
Rural Development 
(FMARD) 

Director,  
Agri-business and  
Marketing Department  (ABM), 
FMARD 

Dachor 
Naphtali 
Jarumi 

22 October,2012 –  
2 November,2012 

High Level 
Counterparts Training 
for RIPMAPP, Nigeria 

Observation and discussion of 
post-harvest technology and small 
and medium scale processing 
firms in Japan 

JICA Programme Manager, 
Nasarawa Agriculture 
Development Program 
(ADP) 

Permanent Secretary, 
Ministry of Sports and Youth, 
Nasarawa State 

Balarabe 
Abubakar 
Sadeeq 

22 October,2012 –  
2 November,2012 

High Level 
Counterparts Training 
for RIPMAPP, Nigeria 

Observation and discussion of 
post-harvest technology and small 
and medium scale processing 
firms in Japan 

JICA Acting Programme 
Manager, 
Niger state 
Agricultural Mechanization 
Development Agency 
(NAMDA) 
 

Left the office  

                                                        
40 RIPMAPP の直接的なカウンターパートではない人物、もしくは、RIPMAPP の予算以外で派遣した実績は次の通り。 
1) 2011 年度「Post-Harvest Rice Processing for English Speaking African Countries」現 ABM 1 名 
2) 2012 年度「Post-Harvest Rice Processing for English Speaking African Countries」3 名（ABM, NADP, NAMDA 各 1 名） 
3) 2012 年 12 月 3-8 日「Rice Production Course of PriDe in Uganda」NADP10 名、NAMDA10 名 
4) 2013 年 2 月 4-22 日「Rice Resarch Course of PriDe in Uganda」NADP5 名、NAMDA5 名 
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Suleiman 
Hussani  
Kpange 

2 December, 2012 -10th 
October, 2013 

Fabrication of 
Agricultural Machine for 
Small Scale farmers 

To upgrade the 
ability of 
participants on 
basic knowledge 
and technology 
needed for 
manufacturing farm machinery 

JICA Assistant Chief Technical 
Officer- Agriculture, 
NADMA 

Assistant Chief Technical 
Officer- Agriculture, NADMA 

B.Usman 14 August 2013 - 28 
September 2013 
 

Rice-postharvest 
processing for 
English Speaking 
African Countries at 
Yamagata University 

To Provide field agricultural 
Extension officers with practical 
knowledge and techniques to 
determine the optimum days to 
Harvest rice and carry out 
post-harvest rice processing. 

JICA Senior Agic Engineer, 
Quality 
Control, APM 

Senior Agic Engineer, Quality 
Control, ABM 

Awal UmarA. 14 August 2013 - 28 
September 2013 
 

Rice-postharvest 
processing for 
English Speaking 
African Countries at 
Yamagata University 

To Provide field agricultural 
Extension officers with practical 
knowledge and techniques to 
determine the optimum days to 
Harvest rice and carry out 
post-harvest rice processing. 

JICA Agro-Processing Officer,  
Technical Service, 
Nasarawa ADP 
 

Agro-Processing Officer,  
Technical Service, Nasarawa 
ADP 
 

Suleiman 
Anyu 

14 October 2013 -  
27 November 2013 

Implementation and 
promotion of 
Agribusiness for African 
countries 

Clarifying Produced of Processed 
Agricultural Products in the field 
of marketing, distribution and 
value addition 

JICA Chief Marketing Officer, 
Nasarawa ADP 

Chief Marketing Officer, 
Nasarawa ADP 

Maimunat 
Tijjani Usman 

14 January 2014- 13 
February 2014 

Farmer-led Extension 
Method(B) 

Number of extension workers 
who can develop a curriculum and 
execute farmer led extension 
increases.  

JICA Block Extension Agent, 
Nasarawa ADP 

Block Extension Agent, 
Nasarawa ADP 

Alanana M. 
Emmanuel 
 

21 July 2014- 20 
September 2014 

Agricultural Extension 
Planning and 
Management 

To bring up the participants with 
practical idea on the improvement 
of agricultural extension planning 

JICA Director, Extension, 
Nasarawa ADP 
 

Director, Extension, Nasarawa 
ADP 
 

Ishaq Alh. 
Muhammad 

30th July-13th September 
2014 

Agribusiness Promotion 
and Rural Development 
in African Countries 

Clarifying Produced of Processed 
Agricultural Products in the field 
of marketing, distribution and 
value addition 

JICA Assistant Chief Livestock, 
NAMDA Bida  

Assistant Chief Livestock, 
NAMDA Bida 

Abubakar 
Abdullahi 

30th July-13th September, 
2014 

Post-harvest Rice 
Processing for English 
Speaking African 
Countries 

To Provide field agricultural 
Extension officers with practical 
knowledge and techniques to 
determine the optimum days to 
Harvest rice and carry out 
Post-harvest rice processing. 

JICA Principal Agricultural 
Engineer, Niger AMDA 
Minna office  

Principal Agricultural Engineer, 
Niger AMDA Minna office 

Mohammed 
Musa Isah 

26th August-20th 
September, 2014 

Planning of agricultural 
policy 

To consider and select agricultural 
administration system and 
technologies that could be 

JICA Director,  Planning, 
Monitoring & Evaluation, 
Niger AMDA Minna office  

Director,  Planning, Monitoring 
& Evaluation, Niger AMDA 
Minna office 
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adopted in participants’ country 
Danjuma M. 
Yakubu 

12th Aug-27th Sep, 2015 Post-harvest rice 
processing for English 
Speaking African 
Countries 

To Provide field agricultural 
Extension officers with practical 
knowledge and techniques to 
determine the optimum days to 
Harvest rice and carry out 
post-harvest rice processing. 

JICA Extension officer, Niger 
AMDA Bida office 

Extension officer, Niger AMDA 
Bida office 

Baba Kutigi 
Madugu 

16th Aug-19th 
 Sep, 2015 

Planning of agricultural 
policy 

To consider and select agricultural 
administration system and 
technologies that could be 
adopted in participants’ country 

JICA Managing Director, Niger 
AMDA 

Managing Director, Niger 
AMDA 

Danasebe 
Shehu 

12th Oct-28th Nov, 2015 Agribusiness promotion 
and rural development 
in African countries (B) 

To contribute to the promotion of 
agribusiness in respective 
countries 

JICA PM&E, Niger AMDA Bida 
office 

PM&E, Niger AMDA Bida 
office 

Stephen G. 
Kpama 

Nov 8 – Nov 21, 2015 
(Japan) 
Nov 22 – Nov 28, 2015 
(Kenya) 

Market Oriented 
Agricultural Promotion 
for Africa (Planning and 
Management) 

To provide participants with 
technical knowledge and 
experiences in carrying out the 
Market-oriented Agricultural 
promotion. 

 
JICA 

Programme Manager, 
Nasarawa ADP 

Programme Manager, Nasarawa 
ADP 

John Attah 
Obye 

Mar 21 – Nov 12, 2016 Upland rice cultivation To transfer of fundamental 
cultivation skills of upland rice, 
seed production, and variety 
selection techniques for increasing 
the upland productivity.  

JICA Research Officer 1/ 
Technical Services Dept. 
Nasarawa ADP 

Research Officer 1/ Technical 
Services Dept. Nasarawa ADP 
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添付資料 6. 供与機材・携行機材実績  

（別添 4-1,2） 
 
添付資料 7. 合同調整委員会議事録等  

 
7-1 第 1 回 JCC 議事録 
（別添 5-1） 
 
7-2 第 2 回 JCC 議事録 
（別添 5-2） 
 
7-3 第 3 回 JCC 議事録 
（別添 5-3） 
 
7-4 第 4 回 JCC 議事録  
（別添 5-4） 
 
7-5 中間レビュー報告書 
（別添 5-5） 
 
7-6 第 5 回 JCC 議事録 
（別添 5-6） 
 
7-7 第 6 回 JCC 議事録 
（別添 5-7） 
 
7-8 終了時評価報告書 
（別添 5-8） 
 
7-9 第 7 回 JCC 議事録 
（別添 5-9） 
 



Project Title: Rice Post-Harvest Processing and Marketing Pilot Project in Nasarawa and Niger States Ver.3

Target Areas: Lafia, Nasarawa State and Bida, Niger State
Target Group: Small-scale Rice millers, Parboilers, Rice

farmers, and Traders
Date: 26 May 2014

Project Period: 4 years from September 2011 to August 2015

< Overall Goals >

Quality of domestic rice is improved in the target States.

At least 2.5% of rice traders in the target States handle quality

domestic rice satisfying Grade A level of Rice Grade Standard

developed by the Project.

Survey of traders

< Project Purpose >

Quality of domestic rice is improved in the target areas.

- At least 2.5% of rice traders of the target groups in the target

areas handle quality domestic rice satisfying Grade A level of

Rice Grade Standard developed by the Project.

- At least 2.5% of total quantity of rice handled by rice traders of

the target groups in the target areas is Grade A level of Rice

Grade Standard developed by the Project.

Survey of traders

ADPs conduct post-harvest

processing and marketing

training given by the Project.

< Outputs >

1 Measures to promote distribution of high quality domestic rice are identified. 1-1 Problems, causes and solutions are specified and reported. Project Report

1-2
Specifications for machinery and equipment to be introduced

are produced.
Project Report

2 Rice grading standards for domestic rice is developed and improved. 2-1
Proposed grading standard for parboiled milled rice is accepted

at the JCC meeting.
JCC minutes

3
Capacity of APM and ADP staff regarding training implementation on

marketing, post-harvest and business management is enhanced.
3-1

Average score of capacity level of APM and ADP staff of the

both target ADPs evaluated by use of evaluation sheet  is more

than 3.

Results of capacity assessment by use of

evaluation sheet

4
Capacity of small-scale rice millers, parboilers, rice farmers and traders  on

post-harvest, marketing and business management is enhanced.
4-1

Each average score of post-test of small-scale millers,

parboilers, rice farmers and traders after training is more than

target score which is set for the each beneficiary group.

Results of pre-test and post-test

4-2
10% of the participants take actions to adopt introduced

technologies.
Monitoring

4-3 2.5% of the participants adopt introduced technologies. Monitoring

< Activities > < Input >

1-1 Study distribution channels, quality and price trends of rice.

1-2 Examine market demands including potentials for high quality domestic rice.

1-3 Identify challenges of small-scale rice millers, parboilers and rice farmers. 1) Experts 1) Personnel

1-4
Design collection, processing and marketing measures to distribute high

quality domestic rice.

Permanent Secretary,

FMARD)

1-5 Collect information on financial institutions and service.
and Marketing, APM)

ADP Nasarawa and Niger States)

2-1 Study grading standards used by large-scale rice millers.

2-2 Study rice consumers' taste and quality standards of rice retailers.

- APM staff (Post-harvest Technology, Rice

Value Chain and Marketing, International

Relations and Collaboration)

2-3
Develop and test grading standards for parboiled milled rice suitable for small-

scale rice milling.

2) Equipment - ADP staff (Planning, Post-harvest

Technology, Rice Value Chain and Marketing,

Farmer Organization)

Prices of rice in domestic

market do not drop drastically.

3-1 Develop training plan for ADP staff. 2) Buildings and facilities

3-2 Prepare the curriculums and materials for ADP staff.
APM

and in the target ADP
3-3 Set up an incubation plant with machinery and equipment in Nasarawa State. 3) Counterpart Training

3-4
Conduct training on post-harvest technology, rice value chain, marketing and

institutional development for ADP Staff of Nasarawa State. storage of equipment

3-5
Identify the outcome of training for ADP staff of Nasarawa State and modify

training plan for the subsequent training.
4) Local costs

3-6 Set up an incubation plant with machinery and equipment in Niger State. 3) Local costs and recurring costs

3-7
Conduct training on post-harvest technology, rice value chain, marketing and

institutional development for ADP Staff of Niger State.
maintenance of provided machinery and any

other equipment.

3-8
Identify the outcome of training for ADP staff of Niger State and modify

training plan for the subsequent training.

4-1
Develop training plan for small-scale rice millers, parboilers, rice farmer and

traders. rice millers, parboilers, and rice farmers.
4-2 Prepare the curriculums and materials on the training programms. < Pre-condition >

4-3
Conduct training for small-scale rice millers, parboilers, rice farmers and

traders of Lafia.

4-4
Support innovators in terms of technology, information on financial service

and business management in Lafia.

4-5
Conduct training for small-scale rice millers, parboilers, rice farmers and

traders of Bida.

4-6
Support innovators in terms of technology, information on financial service

and business management in Bida.

Note: Indicator 3-1: The evaluation sheet lists up category of capacity which is composed of some sub categories which are to be evaluated by the given ranking according to the five (5) grade evaluation system from 1 to 5, in order to measure capacity of ADP for Output 3.

Japan side Nigeria side

No major political disorder that

affects economic activities and

security of target areas occurs.

Sufficient quantity of quality

rice seeds are provided to

farmers.

Natural disasters such as

droughts and floods, diseases,

animal attacks, and insect

attacks which substantially

affect rice production do not

occur in target areas.

No major political disorder that

affects economic activities and

security of target areas occurs.

Price of imported rice does not

drop drastically.

別添 1 PDM Ver. 3
Project Design Matrix (PDM)

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicator Mean of Verification Important Assumption

Natural disasters and

economic shocks that

significantly affect rice

distribution in and around

target areas do not occur.



別添 2: 詳細活動計画・実績

Project Title: Rice Post-Harvest Processing and Marketing Pilot Project in Nasarawa and Niger States Date: 13 Nov, 2015

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

Output 1

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual Establish a model to sell packaged high quality rice

Plan (Linking to innovator support of Output 4)

Actual

Output 2

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual Approved by 3rd JCC Proposed to FMARD by ARM

Plan

Actual Verification of Standard is discussed and tried.

Output 3

3-1 Develop training plan for ADP staff. Training Plan for ADP staff

Plan

Actual

Plan

Actual Niger state

3-2 Prepare the curriculums and materials for ADP staff.

Plan

Actual

Plan

Actual

3-3
Set up an incubation plant with machinery and equipment in Nasarawa

State.

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual Training and OJT TOT to APM <= training at Incubation plant

Plan

Actual Implementation of IP training by ADP/APM

3-6 Set up an incubation plant with machinery and equipment in Niger State.

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual Training without incubation plant Training at Incubation plant for NAMDA

Plan

Actual OJT Training milling (B2 and B1 (IP))

2016

Third Period

Grading standards

Each

APM

PM-ADP

Furuichi/Koyama

First Period Second Period

Activity of the Project/ Term of Cooperation

Responsibility
Plan /

Actual
Products

2014

3-3-1

2015

3-8

3-6-2 Procure machinery and equipment, and install them. Machinery and equipment

Identify the outcome of training for ADP staff of Nasarawa State and

modify training plan for the subsequent training.

3-6-1 Construct a building for Incubation plant in Bida. Building

3-5

ADP staff training

implementation manual for

APM

APM

3-1-2
APM

3-2-1

Ku/Inada

Ku/Inada

APM

QC & PMD Div

3-1-1 Discuss the framework of training for ADP staff .

2-3-3 Review the grading standards for domestic rice.

Furuichi/Koyama

APM

QC & PMD Div

2-2 Study rice consumers' taste and quality standards of rice retailers. Study report

2-3-2

2-3

20132011

Stage 1: Survey

and Preparation

Stage 2: Training &

Technology Improvement

(Lafia)

Stage 3: Training &

Technology Improvement

(Lafia and Bida)

APM

CI & PMD Div

Measures to promote distribution of high quality domestic rice are identified.

2012
Japanese Expert

Study report

Nigerian Counterpart

1-3

Study report

Koyama/Furuichi

APM

PMD Div.

1-5 Collect information on financial institutions and service.

Study distribution channels, quality and price trends of rice.
APM

PMD Div.

1-4
Design collection, processing and marketing measures to distribute high

quality domestic rice.
Summary table

1-1

1-2 Study report
Examine market demands including potentials for high quality domestic

rice.

APM

PMD & CI Div

Conduct training on post-harvest technology, rice value chain, marketing

and institutional development for ADP Staff of Nasarawa State.
3-4

Koyama

Construct a building for Incubation plant in Lafia. Building

Koyama

Furuichi/Koyama

2-1 Study grading standards used by large-scale rice millers.

APM

PMD Div.

Study report
APM

QC & PMD Div

Furuichi/Koyama

Wakisaka

3-3-2 Procure machinery and equipment, and install them. Machinery and equipment

2-3-1 Prepare of draft grading standards for domestic rice.
APM

QC & PMD Div

Review the grading standards for domestic rice.

APM

Rice grading standards for domestic rice is developed and improved.

Identify challenges of small-scale rice millers, parboilers and rice farmers.
Summary table

Study report

APM

QC & PMD Div
Furuichi/Koyama

Develop and test grading standards for parboiled milled rice suitable for

small-scale rice milling.

Furuichi

Furuichi/Ku

Furuichi/Koyama

Ku/Inada

Capacity of APM and ADP staff regarding training implementation on marketing, post-harvest and business management is enhanced.

APM

ADP

Prepare training plan (draft) for ADP staff.

APM

ADP

Create training implementation manual for APM staff.

APM

PM-ADP

Each

Furuichi

Furuichi/  Ku/Takayama

Each
Identify the outcome of training for ADP staff of Niger State and modify

training plan for the subsequent training.

3-2-2
Prepare curriculums on post harvest technology, rice value chain,

marketing and institutional development  for ADP staff.

ADP staff training

curriculums
Furuichi/Koyama/Inada

APM

PMD Div.

Stage 4: Technology Dissemination

AMP

3-7
Conduct training on post-harvest technology, rice value chain, marketing

and institutional development for ADP Staff of Niger State.

APM

Furuichi/Koyama/Inada/

Ku

Furuichi/Koyama/Inada/

Ku

Each
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2016

Third PeriodFirst Period Second Period

Activity of the Project/ Term of Cooperation

Responsibility
Plan /

Actual
Products

2014 201520132011

Stage 1: Survey

and Preparation

Stage 2: Training &

Technology Improvement

(Lafia)

Stage 3: Training &

Technology Improvement

(Lafia and Bida)

2012
Japanese Expert Nigerian Counterpart

Stage 4: Technology Dissemination

Output 4

4-1
Develop training plan for small-scale rice millers, parboilers, rice farmer

and traders.

Plan

Actual

Plan

Actual Niger state Planning B1

4-2 Prepare the curriculums and materials on the training programms.

Plan Niger state

Actual

Plan

Actual Niger state

4-3
Conduct training for small-scale rice millers, parboilers, rice farmers and

traders of Lafia.

Plan

Actual IP Training to Nigeria Millers Association

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual Establish a model to sell packaged high quality rice

4-5
Conduct training for small-scale rice millers, parboilers, rice farmers and

traders of Bida.

Plan

Actual Training B2 and B1

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual Establish a model to sell packaged high quality rice

Output 5

Plan

Actual

Plan

Actual

Plan

Actual

O-1
Preparation and consultation of the Draft Work Plan for the First Period

(JCC)

O-2 Agreement on the Work Plan for the First Period (JCC)

O-3 Mid-term review of the project (JCC)

O-4 Preparation of project progress report

O-5 Agreement on the Work Plan for the Second Period (JCC)

O-6 Preparation of project progress report

O-7 Agreement on the Work Plan for the Third Period (JCC)

O-8 Terminal evaluation of the project (JCC)

O-9 Preparation of Project progress report

O-10 Finalization of the project (JCC)

O-11 Preparation of project completion report

Support innovators in terms of technology, information on financial

service and business management in Bida.

Each

Ku/Inada

APM

ADP HR.

5-3 Conduct training for staff of non-targeted ADPs.
Each

5-1

Training programs for non-targeted ADP staff regarding post-harvest, marketing and business management are commenced.

Develop training plan for staff of non-targeted ADPs.
APM

5-2

4-4
Support innovators in terms of technology, information on financial

service and business management in Lafia.

Each
Each

Each
EachPrepare the curriculums and materials for non-targeted ADPs.

4-6

4-2-1 Create training implementation manual for ADP staff.

Direct beneficiary training

implementation manual for

ADP staff

APM

ADP HR.

4-2-2
Prepare curriculums on marketing for small-scale rice millers, parboilers,

rice farmers and traders.

Direct beneficiary training

curriculums

APM,

ADP RI

Suleiman(NaHQ), PME

Ishaq(B)

Furuichi/Koyama

4-1-2 Prepare of training plan (draft) for millers, parboilers, and rice farmers

4-1-1 Discuss of the framework of training for direct beneficiaries.

Each

APM

ADP HR.

Each

Ku/Inada

Capacity of small-scale rice millers, parboilers, rice farmers and traders  on post-harvest, marketing and business management is enhanced.

Ku/Inada

Ku/Inada

Operational activities

4-3-1
Conduct Training for small-scale millers, parboilers, rice farmers and

trdaers of Lafia

APM

ADP Dir HR

4-3-2

Takayama/Ku
APM

ADP Dir HR

Evaluate the training of Lafia Takayama/Ku
APM

ADP Dir HR

4-3-3
Identify the outcome of training for millers, parboilers, and rice farmers

and modify training plan for the following period of Lafia

APM

ADP HR.

4-5-2 Evaluate the training of Bida. Takayama/Ku
APM

ADP HR.

4-5-3
Identify the outcome of training for millers, parboilers, and rice farmers

and modify training plan for the following period of Bida.
Takayama/Ku

APM

ADP HR.

4-5-1
Conduct Training for small-scale millers, parboilers, rice farmers and

rdaers of Bida
Takayama/Ku



別添  3-1.専門家派遣実績（第1年次）

合計 　　　人／月

日数

現地 国内

2 135 4.50

現

実績 135 4.50

(男)

2 計画 242 8.07

地

実績 242 8.07

(男)

2 計画 257 8.57

調

実績 257 8.57

(男)

3 計画 36 1.20

査

実績 0 0.00

(女)

3 計画 0 0.00

実績 8 0.27

(女)

4 計画 0 0.00

実績 28 0.93

(男)

4 計画 286 9.53

実績 286 9.53

(女)

5 計画 258 8.60

実績 258 8.60

(男)

5 計画 0 0

実績 45 1.5

(男)

5 計画 230 7.67

(女) 実績 7/7 185 6.17

#

計画 - 48.14

実績 - 48.14

現地調査小計

(0) (0) (70) (0)(0) (0) (55) (60)(0) (0)

1/9 3/19(0) 5/14 8/20 10/18
業務調整/研

修補助2

具　貴香

アイ・
シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：3回）

(45)

5/14 5/279/3 10/17
業務調整/研

修補助2

村上　秀樹
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：2回、うち自社負担分1回）

(46) (0) (0) (0) (0) (0)(0) (0) (54) (0) (0)(0) (74) (0) (84)

10/11 11/257/2 8/244/2712/21 2/410/9
業務調整/研

修補助1

伊東　直樹
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：4回）

(0) (0) (64) 農業金融3/3～3/8(6日分)を
除く

(0) (0) (93) (0)(64) (0) (0) (0) (65) (0) (0)

3/191/911/138/134/222/1811/5
農民組織/研

修

稲田　菜穂子

アイ・
シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：4回）

9/3

(0) (0) (0) (0)(0) (0) (0) (0) (28) (0)(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

9/29 10/26農村金融

脇坂　知典
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：0回）

(0) (6) (0)(0) (0) (0) (2) (0) (0)(0) (0) (0) (0) (0)(0) (0)

3/3 3/811/14 11/15農村金融

稲田　菜穂子
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：0回）

(0) (0) (0) (0) (0)(0) (0) (0) (0) (0) (0)(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

農村金融

粟野　晴子
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：1回）

(55) (0)(40)(0) (34) (0) (40)(18) (0) (0) (24) (0)

1/16 3/1111/2 12/178/2

(46) (0) (0)

9/10 9/27 11/28 12/21 9/105/14 6/22

(0) (71) (0)

2/23 3/27

2/3 3/119/19

コメマーケ
ティング

小山　敦史

株式会社
万鐘

　　　（渡航回数：7回）

(0) (0) (37) (0)(60) (0) (0)

7/24

(0) (23) (0) (0) (0) (51) (0) (0) (0)

副総括/コメ
収穫後処理/
パーボイル加

工

古市　信吾
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

　　　（渡航回数：5回）

(0) (32) (0)(0) (0)

3/25 5/26

(0) (37) (0) (0)

9/17 10/9 2/4 11/28

(12) (0) (0) (26) (0)

2/16 3/1911/20 12/17

(0) (0) (28)

9/3 9/14 11/26

3 41 2

3/10 4/15
総括

山本　郁夫
アイ・

シー・ネッ
ト株式会社

＊
計画

　　　（渡航回数：5回）

12/21

9 10 11 12 1 23 4 5 6 7 89 10 11 12

担　　　　当 氏　　　名
(性別)

所　属 格付

第1年次
平成22年度

2011年 2012年 2013年 第1年次



現地業務
小計

計画 804 26.80

実績 804 26.80

2.67
50

2/4 3/5

80
30

8/17 10/5、6～8

3.33
50

100
50高山　琢馬

（業務調整2/研修補助）
5

計画 2

実績 2

4.83
55 70

12/6 1/4~19 3/9～28 3/29～4/13
145

20

7/6 8/29 9/28

4.17
60

125
65具　貴香

（研修運営/業務調整1）
5

計画 2

実績 3

1.93
58

58

2.00
60

60
Puguh Prastiyo
（施工管理2）

6

計画 1

実績 1

1.93
58

58

2.00
60

60
Budi Santuso
（施工管理1）

6

計画 1

実績 1

4.67
40 32

1/15 3/23

140
68

6/4 7/13

4.67
55 30

140
55

稲田　菜穂子
（農村金融/組織強化/

研修計画）
3

計画 3

実績 3
10/4 11/4

4.80
37 44 34

1/24 2/21

144
29

6/4 7/10　7/29 9/10 10/26 11/28

4.80
40 35 39

144
30小山　敦史

（経営・マーケティング）
2

計画 4

実績 4

149 4.97
12/7 2/4 3/910/9 11/8

30 34

4.83
30 40 35 40

実績 2

145
古市　信吾

（副総括/コメ収穫後処理/
パーボイル加工）

2

計画 4

実績 4
6/21 8/10 9/6

51 34

30 1.00
15

11/16~307/7~21

15

30 1.00

現
地
業
務

山本　郁夫
（総括）

2

計画 2
15 15

別添 3-2. 専門家派遣実績（第2年次）

担当業務 格付
渡航
回数

第2期契約期間
日数
合計

人月
合計

2013年 2014年
6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4



5/30

8/30

31

8/10 4/20

11/5

11/7

2015 2016

7

4

3/10

3/4

3

27

15

24

2/6

28
2/24

24

1/25

2
3/6

23

2/13

1/9   

1

23

11/28

28

12/28

12/9

5

17

12/21

12
2/13

24

24

11/8

8
11/11

11

11

12/5

10/20

12
10/18

10

9/6

6

9

実績 3
8 7

1.77
15

3/9 3/23

53

現
地
業
務

2

計画 3

5/24
15

5古市　信吾

(副総括/コメ収穫後

処理/パーボイル加

工)

2

別添　3-3 専門家派遣実績（第3年次）

担当業務 格付
渡航
回数

日数
合計

人月
合計

2014

5 6 7 811 12 1 2 3 45 6 7 8 9 10

6/7

1.77
5/16

15
53

140 4.67
37 15 18

9/16 10/18 7/20 8/18

実績 5

12
計画

26

12 18
6/8

822 15 15 18

9/16 10/18

140 4.67
12/58/8

23

5/10 5/31

7/30 8/31 10/13 3/21
31 192

5/10 6/15

11/14 12/2   12/22 2/25

7/30 8/31

14

実績 6
19

23

3/2910/13 11/14

小山　敦史

(経営・マーケティ

ング)

2

計画 5

165

5.17

2

165
8/10 9/7

21

172 5.73

5.50
4/5    

14

8

5/6

67 12 19

5.50

155
2/8

14

9/7 11/19 12/193

計画 5

実績 5

14 16

22

6/77/18 8/16 9/16 11/10

24 31 22

実績 7
5/10 6/15

1015 21

19 11

31
3/2 3/20

6

8/17

2527

5/31 6/8

31 814 17 9

高山　琢馬

(業務調整2/研修補

助)

5

計画 1

7/264/6 5/1

9

具　貴香

(研修運営/業務調整

1)

5

計画 5
37

22 15

7/18

実績 0

4/303/7

27.53

0 0

55 1.83

826 27.53

14

9/16 10/5 11/9

22

1/18 2/8

実績

3/1

12 19

14 21 4

3

計画 0

1
1/7   1/23

31

8/22

0.56

2 0.06

241 8.03

294 9.80

17

11/19

5
1/18

17

826

5

計画 0

実績 0
2

5/7 5/8

山本　郁夫

(総括)

稲田　菜穂子
（農村金融/組織強

化/研修計画）

第3期契約期間

5

30

8

12/19

7

22

3/9 4/12

6/21

3

7/264/30

10

25 30

1/19 2/24

17

2/16 3/2 3/20 3/27

1/9

23

13

2/6    2/28



別添4-1. 供与機材実績

Date of

Acquisition
Name of Equipment Details Price (JPY)

2011/12/16 Fax Mahine Panasoic 90,000 NGN 43,068 ABM Project office, Abuja

2011/12/16 Desktop OC HP Pro3120MT 224,000 NGN 107,193 ABM Project office, Abuja

2011/12/16 Desktop OC HP Pro3120MT 224,000 NGN 107,193 Nasarawa ADP Project Office, Lafia

2011/12/16 Projcector Sony 2300LUMENS 90,000 NGN 43,068 ABM Project office, Abuja

2012/3/12 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,000 USD 288,405 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/3/12 House-Use De-stoner Dae Sung 2,000 USD 192,270 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/3/14 Photocopying Machine Sharp MX2301N 1,390,000 NGN 832,490 Nasarawa ADP Project Office, Lafia

2012/1/17
Infared Moisture Determination

Balance
KETT FD-610 168,000 JPY 168,000 ABM Project office, Abuja

2012/1/24 Electric Scale SHIMAZU TXB622L 74,500 JPY 74,500 ABM Project office, Abuja

2012/3/1 Scale N/A 115,000 NGN 68,875 ABM Project office, Abuja

2012/7/10 Winnowing Machine Hokuetus TS 30,400 JPY 30,400 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/7/10 Foot Pedal Thresher Hokuetsu FT371 40,200 JPY 40,200 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/9/7 Paddy Power Thresher Yanmar DB1000 330,000 JPY 330,000 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/10/5 Impulse Sealer Dae Sung 800 USD 62,815 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/10/5
Friction Type Small Scale Milling

Machine
Dae Sung LH101 4,500 USD 353,340 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/11/12 Rice Ripper Dae Sung TR-1200C 8,500 USD 675,560 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2013/3/13 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,000 USD 28,867 ABM ABM office, Abuja 

2013/3/13
Friction Type Small Scale Milling

Machine
Dae Sung LH101 4,500 USD 43,301 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2013/11/3 Car Toyota Prado TX 72,936 USD 7,191,990 ABM ABM office, Abuja 

2013/3/15
Modified 2 box-type steam

parboilers with a boiler
Desfabeng Company 1,200,000 NGN 731,278 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2012/6/13 Modified Rapid Steam Parboiler N/A 350,000 NGN 185,424 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

Purchased Unit Installation Place

1/2



別添4-1. 供与機材実績

Date of

Acquisition
Name of Equipment Details Price (JPY)

2013/3/13
Flatbed-type  paddy dryer for

experiment
N/A 520,000 NGN 314,677 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

2013/12/3 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 359,349 ABM ABM office, Abuja 

2013/12/3 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 359,349 Niger AMDA Incubation Plnat in Bida

2013/3/15 Paddy Power Thresher Desfabeng Company 655,000 NGN 394,794 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2013/3/15 Rice Winnower Desfabeng Company 135,000 NGN 81,369 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2013/3/15 Rice Thresher Desfabeng Company 95,000 NGN 57,260 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2013/8/28 Whiteness Tester Kett C600 357,210 JPY 357,210 ABM Project office, Abuja

2014/3/28 Generator MIKANO 50KVA 2,163,000 NGN 1,328,890 Niger AMDA Incubation Plnat in Bida

2014/6/2 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 355,842 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2014/6/2 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 355,842 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2014/8/15 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 355,842 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2014/8/15 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 355,842 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2014/8/15 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 355,842 ABM ABM office, Abuja 

2014/8/15 Small-sized De-stoner Dae Sung 3,500 USD 355,842 Nasarawa ADP Project office, Lafia

2014/10/13 Small Milling Plant Yanmar HYPC-600 90,093 USD 9,696,820 Niger AMDA Incubation Plant in Bida

2016/3/25

(Planned)

Modified 2 box-type steam

parboilers with a boile
Desfabeng Company 2,800,000 NGN 1,594,850 Nasarawa ADP Incubation Plant in Lafia

Purchased Unit Installation Place

2/2



別添 4-2. 携行機材実績

Date of

Acquisition
Name of Equipment Details Price (JPY)

2011/11/18 Hardness Tester FUJIWARA 043019-C 178,500 JPY 178,500 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Testing Thickness Grader SATAKE TWSB 367,000 JPY 367,000 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Testing Grader SATAKE TRG05B 386,000 JPY 386,000 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Testing Mill SATAKE TM05C 974,000 JPY 974,000 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Testing Husker SATAKE THU35B 651,000 JPY 651,000 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Indnted  Cylinder SATAKE S5.2 77,100 JPY 77,100 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Indnted  Cylinder SATAKE S5.7 77,100 JPY 77,100 ABM Project office, Abuja

2012/2/17 Sample Divider SATAKE TS-L 175,000 JPY 175,000 ABM Project office, Abuja

2012/3/16 Generator SUZUKI SV12000E2 240,000 NGN 143,739 ABM Project office, Abuja

2012/12/5 Generator SUZUKI SV10000D 220,000 NGN 131,761 Nasarawa ADP Project Office, Lafia

2012/4/16 Laptop Computer TOSHIBA C660-IMJ 153,000 NGN 76,895 ABM Project office, Abuja

2013/1/18 Moisture Meter Satake SS-7 24,000 JPY 24,000
1) ABM: 2

2) Nasarawa ADP: 1

1) Project office, Abuja

2) Incubation Plant in Lafia

2013/8/28 Whiteness Tester Kett C600 357,210 JPY 357,210 ABM Project office, Abuja

2014/2/6 Generator SPG8800E2 128,000 NGN 79,382 Niger AMDA Incubation Plnat in Bida

2014/2/7 Moisture Meter Dae Sung 350 USD 35,556 Nasarawa ADP Lafia Association

Purchased Unit Installation Place

1/1
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